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  平成７年に発生した阪神・淡路大震災は、強い揺れや発災直後から発生した

火災によって、半壊、全壊した住宅が約25万棟に上るなど、大都市に大きな被害

をもたらしました。また、平成23年に発生した東日本大震災は、国内観測史上最

大のマグニチュード9.0を記録し、地震に加え津波などが発生した未曽有の災害

であり、多くの方が被災し、各地に甚大な被害をもたらしました。東日本大震災後

も、大きな被害をもたらす地震が頻発しており、大田区でも甚大な被害が発生し

得る首都直下地震がいつ発生してもおかしくない状況です。 

さらに、近年、ゲリラ豪雨や大雨などの水害が激甚化・頻発化しており、令和元

年東日本台風（台風第19号）では、大田区にも大きな爪痕を残しました。 

災害はいつ発生するか予期することが困難であり、また我が国は、その位置、地

形、地質、気象などの自然的条件から災害が発生しやすい特性を有しているとさ

れています。このことから、区民生活、地域経済を守るためには、あらゆる自然災害

に対してあらかじめ備えておくことが重要であり、どのような災害が発生しても被

害を最小限に抑え、迅速に復旧・復興することができる、強さとしなやかさを備えた

まちづくりを進めることが必要です。 

区はこれまでも、各種建物の耐震化やマイタイムラインの普及啓発など、ハード

とソフトの両面から災害対策を進めてまいりましたが、これらの取組を更に力強く

迅速かつ確実に進めるために、強靱化に向けた事業や取組を体系化した計画と

して「大田区国土強靱化地域計画」を策定いたしました。 

本計画に基づき、あらゆるリスクに備え、最悪な事態を回避することができる強

靱なまちづくりを着実に推進することで、大規模自然災害等から区民の皆様の生

命と財産を守ってまいります。 

 

 

 

大田区国土強靱化地域計画の策定にあたって 

ごあいさつ 

令和４年３月 

   大田区長  
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第１章 総論 ～国土強靱化について～ 
 

１ 計画策定の趣旨 

我が国では、地理・地形・気象などの特性から、これまで繰り返し地震、洪水などの自然

災害に見舞われて甚大な被害が発生しており、その都度膨大な時間と資金を投じて復旧・

復興を図ってきました。近年では、東日本大震災をはじめとする大規模な地震、大型台風や

集中豪雨による水害、火山噴火など、多くの尊い人命や財産が失われる災害が頻発してい

ます。 

大田区においても、令和元年東日本台風（台風第19号）の際には、多摩川の水位が過

去最高を記録し、多くの家屋で浸水被害が発生しました。また、首都直下地震についても、い

つ起きてもおかしくない状況が続いています。 

このような状況下では、あらゆる大規模自然災害における最悪の事態を想定し、人的・物

的被害を最小限に止め、早急な復旧・復興を図るための事前の備えをしておくことが重要で

す。また、世界規模で大流行した新型コロナウイルス感染症は、区民生活や区内経済に極め

て大きな影響を及ぼしました。本計画策定時点においても完全な終息には至っていませんが、

再びこのような危機に陥ることがないようにするためには、今回のパンデミックから得た教訓

を基に、でき得る限りの備えをしておく必要があります。 

区はこれまでも、個々の分野においてハード・ソフトの両面から災害対策を進めてきました

が、限りある行政資源を最も有効に投じるためには、これまでの取組を振り返り、改めて脆弱

性を確認した上で、優先順位を考慮しながら取り組んでいく必要があります。そこで、脆弱性

評価を行い、その結果に基づき、防災・減災の視点で総合的かつ効果的・効率的な施策展

開を図っていくことを目的として、大田区国土強靱化地域計画（以下「強靱化計画」という。）

を策定しました。 

今回の令和５年２月改定においては、東京都が令和４年５月に公表した被害想定に基づ

く見直しを行いました。詳しくは、「６ 取組の方向性」にて記載します。 

  
『国土強靱化』とは、どのような災害が発生しても、被害を最小限に抑え、迅速に復旧・

復興することができる、強さとしなやかさを兼ね備えた国土・地域・経済社会を構築するこ

とをいいます。  

強靱化計画は、「強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・減災等に資する

国土強靱化基本法」（平成25年法律第95号）（以下「国土強靱化基本法」という。）第

13条に基づき、大田区における国土強靱化を推進する基本的な計画として策定しまし

た。 

【国土強靱化基本法 １３条】 

都道府県又は市町村は、国土強靱化に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図る

ため、当該都道府県又は市町村の区域における国土強靱化に関する施策の推進に関す

る基本的な計画(以下「国土強靱化地域計画」という。)を、国土強靱化地域計画以外の

国土強靱化に係る当該都道府県又は市町村の計画等の指針となるべきものとして定め

ることができる。 
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２ 計画の位置付け 

強靱化計画は、大田区内の強靱化を推進する上で、基本的な理念や目標、対策方針など

を示す、区政のあらゆる分野における防災・減災関連施策の指針として位置付けます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 計画の対象となる災害 

地域の強靱化を図るためには、区民生活や区内の経済活動に多大な影響を及ぼす自然

災害、パンデミック、テロ、航空機等による大事故など、あらゆる事象を対象に取組を推進す

る必要がありますが、本計画では特に、発生可能性や広範囲に影響を及ぼす危険性が高い

大地震や洪水など、大規模な自然災害を重点対象として位置付けます。また、新型コロナウ

イルス感染症による影響も踏まえ、パンデミックへの対応も念頭に置くものとします。 

 

４ 大田区の地域特性 

東京都の東南部にあり、東は東京湾に面し、北は品川・目黒区に、北西は世田谷区に、さ

らに西と南は多摩川をはさんで神奈川県川崎市とそれぞれ隣接しています。武蔵野台地の

東南端にあたる西北部の丘陵地帯と東南部の低地に２分され、低地部は、海岸や多摩川の

自然隆起と堆積によってできた沖積地と、それに続く埋め立て地で構成されています。 

海抜は、田園調布付近が最高で42.5メートル、南東に向かって次第に低くなり、低地部の

高い所で約５メートル、海岸線や埋め立て地では約１メートルです。 

面積は61.86㎢と二十三区で最も広く、令和５年（2023年）１月１日現在の人口は

728,425人（住民基本台帳登録者数）で、新型コロナウイルス感染症の拡大以降減少傾

向にありますが、大田区人口推計（令和4年３月）によれば、令和52年（2070年）時点にお

いても、大田区は70万人を超える人口を維持していると推計しています。また、総人口に対

する年齢別の人口割合については、老年人口（65歳以上）の割合が徐々に高まり、令和32

年（2050年）頃からは28％台で推移するとしています。更なる高齢化、単身高齢世帯の増

加が見込まれ、災害対策においても配慮を要する人の割合が高まっていくと考えられます。 

交通については、道路網（国道３路線、首都高速道路２路線など）、鉄道網（JR、東急、京

急、東京モノレールなど）が張り巡らされ、国内最大の乗降客数を誇る羽田空港を擁するな

ど、交通の要衝を占め、利便性が非常に高いまちとなっています。また、４０年来の悲願であ

る新空港線＊整備が大きな一歩を踏み出すなど、沿線まちづくりの動きは加速化しています。 

このように大田区の地域特性は多様性に富んでいることから、地域特性を踏まえた強靱

化に取り組む必要があります。例えば、災害対策本部の拠点となる本庁舎が被災した場合

であっても本部機能が維持できるよう、代替庁舎の候補については複数のエリアで確保す

ることも重要です。 

◎あらゆる分野の個別計画 
大田区都市計画マスタープラン、大田区地域防災計画、 

大田区地域福祉計画、おおた健康プラン・・・ 

大田区基本構想 

指針 

大田区国土強靱化地域計画 新おおた重点プログラム 整合 

強靱化に 

関する指針 
整合 

国土強靱化基本計画（国） 

東京都国土強靱化地域計画 

整合 
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５ 強靱化を推進するに当たっての目標 

大田区の地域特性や近年の災害の動向、国及び東京都が掲げる目標等を鑑み、強靱化

計画における４つの基本目標と、基本目標達成に向けて防災・減災の取組を着実に推進す

るための、より具体的な目標（事前に備えるべき６つの目標）を以下のとおり設定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 取組の方向性 

（１）検討のベースとなる被害想定 

東京都は、東日本大震災を踏まえ策定した「首都直下地震等による東京の被害想定

（平成２４年公表）」及び「南海トラフ巨大地震等による東京の被害想定（平成２５年公

表）」を１０年ぶりに見直し、令和４年５月２５日に「首都直下地震等による東京の被害想

定」を公表しました。 

この見直しは、高齢化の進行や単身世帯の増加など都内の人口構造や世帯構成が変

化し、全国各地で大規模な地震が頻発する中で最新の知見が蓄積され、南海トラフ巨大

地震の発生確率も上昇していることから、首都直下地震等発生時の被害の全体像を明

確化するとともに、今後の防災対策の立案の基礎とするために行われたものです。 

ア 地震 

本計画の改定に際し、より具体的に現状分析・課題抽出・解決策の検討を行うた

め、震災の被害想定には令和４年５月に公表された「首都直下地震等による東京の

被害想定」（このうち、都内で最大規模の被害が想定される都心南部直下地震を想

定地震としたもの）を用いることとし、ここでは主な内容について下表に示します。 

耐震化の推進や家具転倒防止対策、出火防止対策等により、人的・物的被害は平

成２４年公表の被害想定と比べておおむね減少傾向となっていますが、大田区の「閉

じ込めに繋がり得るエレベーター停止台数」は大幅に増加しており、都内自治体でワ

ーストの件数となっています。 

Ⅰ 人命の保護が最大限図られる 

Ⅱ 区政運営、区民生活及び区内経済活動等に必要な機能が致命的な障害を受けず維持

される 

Ⅲ 区民の財産及び公共施設に係る被害を最小限に抑える 

Ⅳ 自助・共助・公助により復旧・復興を迅速に進める 

基本目標 

１ 大規模自然災害等から区民の生命と財産を守る 

２ 救助・救急・医療活動が迅速かつ計画的に行われる 

３ 被災者の健康・生活環境を確保する 

４ 発災直後から必要不可欠な行政機能・情報伝達機能を確保する 

５ 都市機能、経済活動を迅速に復旧する 

６ 制御不能な二次災害を発生させない 

事前に備えるべき目標 

具体化 
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モデルとなる災害 

平成２４年公表 

被害想定 

令和４年公表 

被害想定 

増減数 
東京湾北部地震 都心南部直下地震 

冬・夕方、風速８ｍ 

マグニチュード 7.3 

予想震度６強（一部地域では７） 

人的

被害 

死者数 １，０７３人 ７２６人 ▲３４７人 

負傷者数 １０，４１２人 ７，８１５人 ▲２，５９７人 

物的

被害 

建物（全壊） ４３，３２６棟 ２７，４２２棟 ▲１５，９０４棟 

（うち火災棟数） （３２，２１８棟） （１８，８８４棟） ▲１３，３３４棟 

建物（半壊） ２９，２２４棟 １５，２９１棟 ▲１３，９３３棟 

避難所避難者数 ２３７，１３５人 ２０８，６６７人 ▲２８，４６８人 

帰宅困難者数 １６６，４２６人 １２３，９０６人 ▲４２，５２０人 

閉じ込めに繋がり得る 

エレベーター停止台数 
３８４台 １，５０８台 １，１２４台 

 

イ 風水害 

風水害については、多摩川においては国土交通省が公表した「多摩川水系多摩

川、浅川、大栗川浸水想定区域図（平成28年５月30日）」、中小河川については東

京都が公表した「城南地区河川流域浸水予想区域図（改定）（平成30年12月20

日）」及び「野川、仙川、入間川、谷沢川及び丸子川流域浸水予想区域図（令和元

年６月27日）」が前提として用いている想定最大規模の降雨量を、本計画における

「想定し得る最大規模の降雨」として用います。 

想定する風水害 想定し得る最大規模の降雨 

多摩川の氾濫 多摩川の全流域で48時間に 588mmの降雨 

中小河川等の氾濫 呑川、丸子川等流域で時間最大雨量 153mm、総雨量 690mm 

 

（２）脆弱性の評価について 

脆弱性の評価は、上記の被害想定の元となる最大級の大規模自然災害が発生した場合

でも、人的・物的被害を最小限に止めることができるよう、的確な対策が講じられているかを

確認し、評価するものです。まず、地域の強靱化における課題や、優先的・重点的に取り組む

施策を明らかにするため、「事前に備えるべき目標」ごとに以下のとおり「起きてはならない

最悪の事態」（以下「最悪の事態」という。）を設定し、従前から実施している施策について、

進捗状況や効果を分析・整理し、課題を洗い出した上で、課題解決に必要な取組を検討し

ました。 

今回の令和５年２月改定においては、上記の被害想定の見直しに伴い、「事前に備えるべ

き目標」のうち、『１ 大規模自然災害等から区民の生命と財産を守る』において、エレベータ

ー閉じ込めに係る「起きてはならない最悪の事態」を追加し、既存の取組内容や課題、今後

の取組予定等を修正しました。 

※評価結果の詳細については「第２章 国土強靱化地域計画策定の前提となる脆弱性評

価の結果」に掲載 
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事前に備えるべき目標  起きてはならない最悪の事態 

１ 大規模自然災害

等から区民の生命

と財産を守る 

１ 
住宅や不特定多数の人々が利用する施設等の倒壊・大規模損壊により

多くの死傷者が発生する 

２ 
住宅密集地や不特定多数の人々が利用する施設等における大規模火

災により多くの死傷者が発生する 

３ 
津波・集中豪雨・河川の氾濫等により、広域かつ長期的な市街地の浸

水が発生する 

４ 
広域かつ大規模な液状化・地盤沈下が発生し、多数の避難者や災害

活動に必要な移動ルートの損壊・遮断が発生する 

５ 
情報伝達や事前準備の不足により避難行動が遅れ、多くの死傷者が

発生する 

６ 大規模浸水や土砂災害により多くの死傷者が発生する 

７ 
新たな感染症の大流行（パンデミック）により、多くの重症者や死者が

発生する 

８ エレベーター閉じ込め等により多くの死傷者が発生する 

２ 救助・救急・医療 

活動が迅速かつ 

計画的に行われる 

１ 
自衛隊、警察、消防等の被災等により救助・救急活動に必要な人員が

絶対的に不足する 

２ 
食糧、水、燃料、物資等の供給が長期間途絶し、救助・救急・医療活動

が滞る 

３ 救助・救急・医療活動に必要な移動ルートが損壊・遮断される 

４ 
交通麻痺や被災、パンデミック等により医療従事者の絶対数が不足し、

医療機能が麻痺する 

５ 
建物倒壊、電源喪失等により、病院機能や患者の移送・傷病者の救護

体制を維持できなくなる 

６ 
電力供給停止等により在宅人工呼吸器患者等の機器類が停止し、死

者が発生する 

３ 被災者の健康・生

活環境を確保する 

１ 
被災地において食料や飲料水等、生命に関わる物資やエネルギー等の

供給が長期間停止する 

２ 
想定を超える避難者が避難所に殺到し、受け入れ困難な事態や物資の

不足が生じる 

３ 

広範囲なエリアにおける疫病や感染症の大規模発生、避難所における

集団食中毒の発生等に対し、必要な人員、物品（備蓄品、備蓄医薬品）

等の不足により抑止できなくなる 

４ 想定を超える帰宅困難者が発生し、滞在場所や物資が不足する 

５ 
避難所生活が長期化し、保健・環境衛生対策の不足等により、心身の

不調や災害関連死が発生する 

４ 発災直後から必要

不可欠な行政機能 

・情報伝達機能を

確保する 

１ 
区の職員の被災や参集困難、公共施設の被災、パンデミック等により行

政機能が大幅に低下する 

２ 治安が悪化し犯罪が多発する 
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事前に備えるべき目標  起きてはならない最悪の事態 

４ 発災直後から必要

不可欠な行政機能 

・情報伝達機能を

確保する 

３ 
電力供給停止等により情報発信ツールが使用できなくなり、被災者へ

必要な情報が伝達できない 

４ 
情報連絡ツールの不足等により、関係機関との連絡・情報共有が停滞

し、被害の拡大や復旧・復興の遅れが生じる 

５ 都市機能、経済活

動を迅速に復旧す

る 

１ 電気、ガス、上下水道等のライフラインが長期間停止する 

２ 
道路・鉄道などの交通網が寸断され、陸上、海上の移動・輸送機能が

麻痺する 

３ 
羽田空港や空港周辺エリアの被災により、空の移動・輸送機能が麻痺

する 

４ 
被災やパンデミックにより事業継続が困難になり、多数の区内事業者

が倒産・廃業する 

５ 
金融サービス等の機能停止により区民生活や商取引に甚大な影響が

発生する 

６ 
災害廃棄物の処理が停滞し、復旧・復興の大幅な遅れや莫大な処理

費用が生じる 

７ 
地域コミュニティ＊が機能しなくなり復興に向けた合意形成が困難にな

る 

８ 専門人材や労働力が不足し、復旧・復興に大幅な遅れが生じる 

９ 避難所開設が長期化し、従前の施設機能の回復が見込めない 

６ 制御不能な二次 

災害を発生させな

い 

１ 広域かつ大規模な火災が発生する 

２ 河川堤防、防潮堤及び兼用工作物の損壊により洪水が発生する 

３ 危険物・有害物質等が広域に流出・飛散する 

４ 主要道路沿道の建物倒壊により交通麻痺等が発生する 

 

（３）「事前に備えるべき目標」の達成に向けた取組の方向性 

脆弱性の評価結果を基に、計画期間中に優先的かつ重点的に推進すべき取組の方向

性を以下のとおり整理しました。 

この取組の方向性に沿った主な取組は、別冊「『事前に備えるべき目標』の達成に向け

た取組（令和４～８年度）」に掲げ、ハード対策及びソフト対策の組み合わせにより、目標

の達成に向けて効果的に事業を推進します。また、これらの取組により、事前に備えるべき

目標の達成にどれだけ近づいたかを測るための指標を『事前に備えるべき目標』ごとに

設定します。 
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１ 大規模自然災害等から区民の生命と財産を守る 

（１）公共施設の適正かつ計画的な維持管理・改築・改修等 

（２）倒れない・燃えないまちづくりの推進 

（３）防災活動拠点の整備、避難ルート・物資輸送ルートの確保 

（４）各種訓練・講習会等の実施、災害対応マニュアル・ハザードマップ等の作成 

（５）災害時における情報発信・情報収集機能の強化 

（６）感染予防用備蓄品の充実、医療機関との連携強化等による感染症対策の推進 

指標 現状値（R4） 目標値（R8） 

住民一人当たりの公園面積 ４．１９㎡ ４．２９㎡ 

耐震化率：住宅 91.0％（Ｒ２） おおむね解消（Ｒ７） 

耐震化率：特定建築物＊ 88.2％（Ｒ２） 95％（Ｒ７） 

不燃領域率：大森中地区（西糀谷・東蒲田・大森中） 62.3％（Ｒ2） 69.9%（Ｒ7） 

不燃領域率：羽田二・三・六丁目地区 44.3％（Ｒ2） 51.8%（Ｒ7） 

不燃領域率：補助29号線沿道地区（大田区） 44.9％（Ｒ2） 49.9%（Ｒ7） 

学校防災活動拠点＊訓練の参加人数 
1,854人／年 
（R3） 

3,640人／年 

ハザードマップを確認した区民の割合 46.7％ 70.0％ 

防災アプリの登録者数 
26,028人 
（Ｒ3.12.1） 

65,000人 

 

２ 救助・救急・医療活動が迅速かつ計画的に行われる 

（１）移動ルート・物資輸送ルートの確保 

（２）消防団、市民消火隊への継続的な支援 

（３）他自治体、関係団体等からの受援体制の整備 

（４）災害時医療ボランティアの確保、訪問看護ステーション等との連携強化 

（５）備蓄品（数量・種類）の充実、提供体制の整備 

指標 現状値（R4） 目標値（R8） 

都市計画道路整備延長 52.87㎞ 55.86㎞ 

耐震整備が完了した橋梁＊数 15橋 22橋 

路面下空洞調査調査延長 988.1㎞ 1,190㎞ 

在宅人工呼吸器使用者災害時個別支援計画の作成 41件 50件 

災害時医療職ボランティアの登録数 47人 55人 

在宅人工呼吸器使用者対象電源設備を有する施設
の確保 

7か所 10か所 
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３ 被災者の健康・生活環境を確保する 

（１）避難生活に必要な食料、水、エネルギー等の確保及び輸送体制の整備 

（２）生活習慣や健康状態、多言語など、避難者の多様性に応じられる避難環境の整備 

（３）災害時要配慮者・避難行動要支援者＊が安全・安心に避難できる体制の整備 

（４）避難所における公衆衛生対策、医療救護体制の充実 

（５）帰宅困難者一時滞在施設の拡充、滞在環境の向上 

指標 現状値（R4） 目標値（R8） 

都市計画道路整備延長 52.87㎞ 55.86㎞ 

耐震整備が完了した橋梁＊数 15橋 22橋 

「防災面の対策」に対する外国人区民の満足度
（「満足」「どちらかといえば満足」と回答する割合） 

46.6％
（H30） 

59% 

福祉避難所予定施設数 49か所 増設 

 

４ 発災直後から必要不可欠な行政機能・情報伝達機能を確保する 

（１）災害対策本部体制の強化、職員の防災意識向上 

（２）他自治体、関係機関との連携強化 

（３）災害時における情報発信・情報収集機能の強化 

指標 現状値（R4） 目標値（R8） 

本部運営訓練の実施回数 ３回 ４回 

災害廃棄物処理に係る協定締結数 １０件 １２件 

防災アプリの登録者数 
26,028人 
（Ｒ3.12.1） 

65,000人 

 

５ 都市機能、経済活動を迅速に復旧する 

（１）移動ルート・物資輸送ルートの確保 

（２）民間事業者の危機管理意識の向上、ＢＣＰ＊の策定促進 

（３）災害廃棄物の処理体制整備 

（４）地域での防災・災害復興等に関する実践的な訓練の実施 

（５）他自治体、関係機関との連携強化 

（６）他自治体、関係団体等からの受援体制の整備 

指標 現状値（R4） 目標値（R8） 

都市計画道路整備延長 52.87㎞ 55.86㎞ 

耐震整備が完了した橋梁数 15橋 22橋 

路面下空洞調査調査延長 988.1㎞ 1,190㎞ 

区ホームページ「大田区簡易版BCPシート」への閲
覧数 

2,800／年間 3,520／年間 

区ホームページ「大田区簡易版BCPシート」における
各シート等のダウンロード件数 

4,700／年間 5,330／年間 

災害廃棄物処理に係る協定締結数 １０件 １２件 
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６ 制御不能な二次災害を発生させない 

（１）倒れない・燃えないまちづくりの推進 

（２）各種訓練・講習会等の実施、災害対応マニュアル・ハザードマップ等の作成 

（３）水害への対応力の強化 

（４）地域での防災・災害復興等に関する実践的な訓練の実施 

指標 現状値（R4） 目標値（R8） 

耐震化率：特定建築物＊ 88.2％（Ｒ２） 95％（Ｒ７） 

不燃領域率：大森中地区（西糀谷・東蒲田・大森中） 62.3％（Ｒ2） 69.9%（Ｒ7） 

不燃領域率：羽田二・三・六丁目地区 44.3％（Ｒ2） 51.8%（Ｒ7） 

不燃領域率：補助29号線沿道地区（大田区） 44.9％（Ｒ2） 49.9%（Ｒ7） 

住民一人当たりの公園面積 ４．１９㎡ ４．２９㎡ 

ハザードマップを確認した区民の割合  46.7％ 70.0％ 

水害対策を付加した化学物質管理方法書の再提出
率 

45% 90% 

※複数の「事前に備えるべき目標」に関連するため再掲している取組については、下線を引いています。 

 

７ 進捗管理 

大田区の強靱化を確実に進めていくために、本計画では「事前に備えるべき目標」の達

成に向けた取組の実績を把握するとともに、 事前に備えるべき目標ごとに定めた指標を基

に進捗状況を測り、継続的に検証・見直し・改善を図っていきます。 

見直しに当たっては、進捗管理と合わせて、社会情勢の変化や、国や都の国土強靱化に

関する動向を踏まえるものとし、関連計画と合わせて強靱なまちづくりを計画的に進めてい

きます。 

 

８ 計画期間 

本計画の計画期間は令和４年度（2022年度）から８年度（2026年度）までの５年間とし、

別冊「『事前に備えるべき目標』の達成に向けた取組（令和４～８年度）」については、進捗

管理等を踏まえ、適宜見直しを行うこととします。 
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第2章 国土強靱化地域計画策定の前提となる脆弱性評価の結果 

「事前に備えるべき目標」ごとに「起きてはならない最悪の事態」を設定し、従前から実施してい

る施策について、進捗状況や効果を分析・整理し、課題を洗い出した上で、課題解決に必要な取

組を整理しました。 

 

表の見方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■起きてはならない最悪の事態 

「事前に備えるべき目標」ごとに

設定した「起きてはならない最悪の

事態」を示しています。 

 

■最悪の事態を回避することに寄与している

既存の取組内容 

「最悪の事態」を回避するために既に実施

している取組を示しています。 

■課題（不足している又は遅れのある事項） 

既存の取組だけでは解消できていない課題を示して

います。 

■今後の取組予定（令和 10 年度まで） 

課題を解消するために今後実施していく

取組を示しています。 

 

 

 

 

 

 

■取組の方向性 

「今後の取組予定」が、P.６～９で示す「『事前に備えるべき目標』の達成に向けた取組の方向性」の

うち、どの方向性に基づく取組であるかを示しています。（方向性の詳細は P.６～９を参照） 

※ どの方向性にも大別されないその他の取組については、「（他）」と表記しています。 

■事前に備えるべき目標 

防災・減災の取組を着実にするための

具体的な目標を示しています。 

◆取組主体 

  取組主体が大田区以外を含む場合

は、取組予定内容の末尾に「★」を付し、

該当主体を示しています。 

◆取組の実施時期 

  取組の実施時期を□で囲っています。

詳細は次ページを参照してください。 
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【空欄の例】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「課題」欄、「今後の取組予定」欄が空欄の行は、「最悪の事態を回避することに寄与している既存の取組内容」で示す取

組が完了しており、不足や遅れ等の課題もなく、今後、継続的に実施していく取組も予定されていないことを意味します。 

「課題」欄が空欄の行は、「最悪の事態を回避することに寄与している既存の取組内容」で示す取組について、取組内容の

不足や遅れ等の課題がないことを意味します。 

「最悪の事態を回避することに寄与している既存の取組内容」欄が空欄の行は、最悪の事態を回避するために実施すべき

と考えられる取組があるが、本計画策定時点において未実施であることを意味します。 

◆取組の実施時期について 

取組の実施時期を、短期（令和４～６年度）、中期（令和６～８年度）、長期（令和８～１０年度）を目安として、次
のとおり示しています。 

【短期―中期―長期―継続】 
・・・既に実施しており、今後も継続して行う、終期の定まっていない取組。 

【短期―中期―長期―継続】 

・・・既に実施している、または短期のうちに取組を開始し、短期のうちに終期を迎える取組。 

【短期―中期―長期―継続】 

・・・既に実施している、または短期のうちに取組を開始し、中期のうちに終期を迎える取組。 

【短期―中期―長期―継続】 

・・・既に実施している、または短期のうちに取組を開始し、長期のうちに終期を迎える取組。 

【短期―中期―長期―継続】 

・・・短期のうちに取組を開始し、終期の定まっていない取組。 

【短期―中期―長期―継続】 

・・・中期のうちに取組を開始し、中期のうちに終期を迎える取組。 

【短期―中期―長期―継続】 

・・・中期のうちに取組を開始し、長期のうちに終期を迎える取組。 

【短期―中期―長期―継続】 

・・・中期のうちに取組を開始し、終期の定まっていない取組。 

【短期―中期―長期―継続】 

・・・長期のうちに取組を開始し、長期のうちに終期を迎える取組。 

【短期―中期―長期―継続】 

・・・長期のうちに取組を開始し、終期の定まっていない取組。 
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国土強靱化地域計画策定の前提となる脆弱性評価の結果 （令和 4年 12 月末現在） 

 

１ 大規模自然災害等から区民の生命と財産を守る 

 １-１ 住宅や不特定多数の人々が利用する施設等の倒壊・大規模損壊により多くの死傷者が発生する 

所管部 
最悪の事態を回避することに 

寄与している既存の取組内容 

課 題 

（不足している又は遅れのある事項） 
今後の取組予定（令和10年度まで） 

取組の

方向性 

関係 

各部 

平成30年度に区有施設の耐震診断を

完了、耐震性が不足している施設につ

いて順次改築・大規模改修・耐震補強

工事等を実施（令和4年１月現在の耐

震化率は約99％） 

・区有施設のうち50％以上（小中学

校では８割以上）が築40年以上経過

している。 

・非構造部材の更なる耐震化を進め

る必要がある。 

・施設内の什器類へ転倒防止器具を

取り付ける必要がある。 

・計画的に学校施設の整備を進める

必要がある。 

【短期―中期―長期―継続】 

 建物の適切な維持管理を行い、耐

震性の向上や特定天井等の非構造

部材の耐震化を進める。 

 大田区公共施設個別施設計画に基

づく、計画的な改修・修繕等を実施

する。 

 地域の防災拠点となる特別出張所

を計画的に整備する。 

 学校施設について、長寿命化計画に

基づき、改築・改修・修繕の優先順

位等を勘案し、計画的な施設の維

持・更新を実施する。 

 障がい者施設の整備について、増加

する生活介護の利用希望者の確実

な受け入れを実現していくため、区

立障害者福祉施設整備基本計画に

基づき、老朽化した施設の改築・改

修を進める。 

１（１） 

特定天井等の非構造部材の耐震基準

に該当する不特定多数の人々が利用す

る区有施設２棟について、改修工事の基

本設計、実施設計に着手 

将来にわたり安定的な公共施設の整

備、区民サービスの提供を行うため、個

別施設計画を作成 

スポーツ・

文化・国際 

都市部 

利用者の安全を確保するため、スポーツ

施設ごとに対応マニュアルを整備 

・ホール施設は防災計画において避

難場所に指定されておらず、災害時

の避難誘導等が確定していない。な

お、大田区民ホールアプリコ及び大田

区総合体育館については、帰宅困難

者一時滞在施設に定められている。 

・現マニュアルが地震、台風等のそれ

ぞれを想定したものになっていない。 

・展示資料を持つ文化施設でのマニ

ュアルを整備する必要がある。 

【短期―中期―長期―継続】 

 避難訓練等現行の取組を確実に実

施する。 

【短期―中期―長期―継続】 

 文化施設における様々な災害に対

応したマニュアルを整備する。 

 大田スタジアム、大森スポーツセンタ

ーにおいて災害の種類に応じたマニ

ュアルを整備する。 

 スポーツ施設閉館時の災害対応に

ついて指定管理者と協議し、協定書

等で整理する。 

【短期―中期―長期―継続】 

 様々な災害を想定した避難訓練を

実施する。 

 文化施設と近隣避難場所との連携

を推進する。 

1（4） 

大田区総合体育館において、災害の種

類に応じてマニュアルを整備 

スポーツ施設において避難訓練等を実

施 

消防法では２回と定められている訓練

を、大田区総合体育館では避難経路の

確認及び消火訓練を年４回、大森スポ

ーツセンターと大田スタジアムでは年２

回実施 

大田区民ホールアプリコ、大田区民プラ

ザ、大田文化の森の各施設で、避難誘

導訓練を年１回以上実施 

勝海舟記念館（文化財建造物）で、文

化財保護デーに合わせ近隣消防署と連

携して避難訓練を実施（令和元年度）、

避難誘導訓練を年１回実施 

福祉部 区立福祉施設において、防災訓練を定

期的に実施 

・各施設において、防災訓練の定期

的な実施等、発災時に速やかな対応

を可能とする環境整備を進める必要

がある。 

【短期―中期―長期―継続】 

 高齢者施設・障がい者施設ともに福

祉避難所開設訓練を定期的に実施

する。 

【短期―中期―長期―継続】 

 民営の施設における訓練にも時機を

とらえて区が参加を依頼したうえで、

区職員が可能な限り参加し、情報共

有することで福祉避難所として必要

な環境・態勢を整えていく。 

１（４） 

要支援者を対象とした防災訓練を実

施、マイ・タイムライン＊学習会等を実施 
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所管部 
最悪の事態を回避することに 

寄与している既存の取組内容 

課 題 

（不足している又は遅れのある事項） 
今後の取組予定（令和10年度まで） 

取組の

方向性 

健康 

政策部 

区が災害時グループウェアを活用し、災

害時医療対策の関係者へ情報提供を
行う体制を構築 

  【短期―中期―長期―継続】 

 災害時グループウェアを使用した定

期的な情報連絡訓練を継続して行

う。★（災害医療関係機関） 

１（５） 

こども 

家庭部 

・避難計画作成 

(児童館等・保育園） 
・避難マニュアル作成 

(児童館等・放課後ひろば・ 

保育園） 
・自衛消防マニュアル作成 
（放課後ひろば） 

 
（保育園） 
①「保育園防災の手引き」を令和２年３

月に改訂 
②「洪水時の避難確保計画」を令和２
年４月に制定 

③「福祉避難所および応急保育所の開
設対応マニュアル」を令和３年６月に改
訂 

④業務継続計画「ＢＣＰ＊」を令和４年度
に作成 

・福祉避難所および応急救護所にお

ける配置人員不足を解消する必要が
ある。 

【短期―中期―長期―継続】 

 保育園では、ハザードマップ（震災・
風水害編）を参考に様々な災害の事
例や二次災害を想定した訓練、研修

を実施し、マニュアルの検証・見直し
を行い、児童誘導などを想定した訓
練を継続して実施する。また、福祉避

難所および応急保育所の開設訓練
を定期的に実施する。 

 児童館では、施設から避難先までの

児童の誘導などを想定した訓練を実
施し、検証を重ねる。 

 業務継続計画「ＢＣＰ」を状況の変化

に合わせて見直す。 

１（４） 

利用施設における避難訓練の実施（月

１回） 
（児童館等・放課後ひろば・保育園） 

まち 
づくり 

推進部 

大田区耐震改修促進計画を策定、旧耐
震基準＊で建てられた建築物を対象に

耐震診断・改修助成事業を実施 

・制度開始より10年以上が経過し、
旧耐震の建物所有者が高齢化して

おり、耐震化を進めるにあたり高齢者
のニーズに対応する必要がある。 

【短期―中期―長期―継続】 
 大田区耐震改修促進計画に基づき

令和７年度末までの住宅の耐震化
率の目標を達成すべく、耐震診断・改
修助成事業を推進する。 

 木造住宅除却工事助成及び耐震シ
ェルター等設置助成制度の普及啓
発に努め、活用を促す。 

 木造住宅の除却助成制度は令和５
年度末までの助成制度となっており、
制度の継続は状況を考慮して判断す

る。 

1（2） 

住宅・マンションなどの耐震化に対する

助成 
平成18年４月から大田区全域で旧耐
震基準により建てられた住宅・マンショ

ンなどの建築物を対象に、耐震診断・改
修助成事業を開始、平成23年４月から
耐震シェルター助成開始、平成30年９

月からブロック塀等改修工事助成事業
開始、平成31年４月から木造住宅の除
却工事助成制度の開始 

（令和４年12月末までの実績は、【木
造】耐震診断2,023件、耐震改修設計
1,０１１件、耐震改修工事1,035件、除

却工事544件、耐震シェルター18件、
【非木造】耐震診断206件、耐震改修
設計43件、耐震改修工事39件） 

(特定・一般)緊急輸送道路沿道建築物
及び分譲マンションへの助成 

・非木造の建物など所有者が複数い

る場合の耐震化への合意形成が難

しい。特定緊急輸送道路沿道建築物

のうち分譲マンションでは合意形成

や資金調達が困難なケースが、また、

ビルや賃貸住宅では、賃借人等の移

転費用の捻出が負担となり、耐震化

に踏み切れないケースがある。 

【短期―中期―長期―継続】 

 特定緊急輸送道路沿道建築物の耐

震化助成は、令和７年度末までとなっ

ており、その後の対応は国、都の状況

を考慮しながら判断する。 

 分譲マンション助成事業は引き続き
継続し、理事会及び総会での助成制

度や耐震化の手順についての説明
やＤＭの送付等を通じた助成制度の
普及啓発を行う。 

1（2） 

緊急輸送道路沿道建築物等の耐震化

に対する助成 
平成23年10月から特定緊急輸送道路
沿道建築物助成を開始 

（令和４年12月末までの実績は、耐震
診断186件、耐震改修設計76件、耐震
改修工事（除却工事含む）58件） 

不燃化特区制度＊を活用した建替え等
助成を実施（令和４年12月末までに2
５８棟） 

・沿道建物の建替え・共同化などのき
っかけとなる都市計画事業の進捗に
遅れが生じている。 

【短期―中期―長期―継続】 
 不燃化特区制度を活用した建替え
等助成制度は令和７年度まで継続。 

【短期―中期―長期―継続】 
 都市防災不燃化促進事業は、令和

11年度まで建替え促進を進め、その

後の継続については事業の進捗状
況等を考慮して判断する。 

1（2） 

都市防災不燃化促進事業による建替え
助成を実施（令和４年12月末までに1

２２棟） 
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所管部 
最悪の事態を回避することに 

寄与している既存の取組内容 

課 題 

（不足している又は遅れのある事項） 
今後の取組予定（令和10年度まで） 

取組の

方向性 

まち 

づくり 

推進部 

平成26年から密集事業に着手、重点

整備路線の拡幅整備に係る用地を取

得 

・木密地域の解消については、区の取

組により改善が進みつつあるものの、

羽田地区など未だ危険度が高い地域

があり、継続して集中的、重点的に取

り組む必要がある。 

【短期―中期―長期―継続】 

 密集事業は令和５年度まで道路拡

幅整備を進め、その後の継続につい

ては事業の進捗状況等を考慮して判

断する。 

 防災街区整備地区計画により無秩

序な市街化を防止し、災害に強い市

街地を形成していく。 

1（2） 

木造密集地域の防災性向上や避難路

の安全性の強化を図るため、２地区にお

いて防災街区整備地区計画を導入済 

鉄道・都市

づくり部 

蒲田駅周辺の共同化などによる建替え

の支援 

 
【短期―中期―長期―継続】 

 蒲田駅周辺地区グランドデザインに

基づき、駅周辺建物の建替え・共同

化など機能更新を促進する。 

１（２） 

補助28号線（池上通り）・大森駅西口

広場の事業化に向けた都市計画手続き

の準備、沿道建物の建替え・共同化等

の機運醸成 

 【短期―中期―長期―継続】 

 補助 28 号線は、バス・タクシーや荷
さばき車両等の停車場所と本線交
通を分離することで、緊急車両等の

円滑な通行を可能とする。 
 西口広場は、災害時、避難者等の一
時滞留スペースや救護活動にも活用

できるオープンスペースを確保する。 

【短期―中期―長期―継続】 

 地権者組織である大森八景坂地区

まちづくり協議会の活動支援を通じ

て、沿道建物の建替え・共同化など

に向けた更なる機運醸成を図る。★

（団体） 

1（2） 

大森駅東口駅前広場等再編整備構想

の策定 

・駅前広場等、都市基盤施設の中・

長期的な再編整備の検討を深度化

するにあたり、必要な官民連携による

都市基盤施設の利活用や公共空間

の創造が進んでいない。 

【短期―中期―長期―継続】 

 官民連携まちづくりを通し、大森駅東
口駅前広場を含む中長期を見据え
た再編整備を進める。 

１（２） 

糀谷駅周辺地区の市街地再開発事業

（駅前広場整備）を完了、雑色駅周辺

の共同化などによる建替えの支援 

  【短期―中期―長期―継続】 

 市街地再開発事業によるまちづくり

で得た経験、知識等を現在検討中の

他地区のまちづくりにおいて活用す

る。 

 京急蒲田西口地区は、街区別の共

同建替えを推進するため、まちづくり

活動団体の活動を支援する。 

１（２） 

京急蒲田西口地区の市街地再開発事

業（駅前広場整備）を完了し、地区計画

等を活用した共同化などによる建替え

の支援 

空港 

まち 

づくり 

本部 

東京都震災対策条例に基づき避難場

所に指定されている「羽田イノベーショ

ンシティ」は、避難場所として機能するた

めの体制や施設機能を確保 

 【短期―中期―長期―継続】 

 羽田イノベーションシティは、令和５

年度までに全施設が完成する予定。 

1（他） 
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1-２ 住宅密集地や不特定多数の人々が利用する施設等における大規模火災により多くの死傷者が発生する 

所管部 
最悪の事態を回避することに 

寄与している既存の取組内容 

課 題 

（不足している又は遅れのある事項） 
今後の取組予定（令和 10年度まで） 

取組の
方向性 

総務部 自衛消火隊訓練の定期的な実施 ・消防団員の充足率を向上する必要

がある。 

・消防団員の活動拠点となる分団施

設を整備する必要がある。 

【短期―中期―長期―継続】 

 年度当初の活動助成金の交付、配
備しているＣ級ポンプ及び格納庫の
定期点検及び買替を行う。また、消火

隊結成時に限り個人装備品を支給
する。 

 各消防署管内ごとに消防署と連携し

た訓練を行い、市民消火隊の技術向
上を図る。★（都・団体） 

 展示イベントや講習会等において、防

災市民組織及び市民消火隊の活動
（スタンドパイプの使用についてを含
む）を紹介する。★（都・団体） 

 消防団員の募集について、ホームペ
ージ、ツイッター等の多様な媒体によ
る情報発信や、防災関連のイベント

等における消防署と連携した広報を
行う。★（都・団体） 

 分団施設整備について、消防署の計

画に基づき、連携を密にしながら設置

を支援する。★（都・団体） 

１（他） 

市民消火隊関係事業の実施（活動助

成・ポンプ支給・点検・操法大会等） 

街頭設置消火器、スタンドパイプの配備 

消防団への活動支援 

地域力 
推進部 

各学校防災活動拠点＊訓練及び自治
会・町会＊の防災訓練において、消防署
及び消防団と連携した消火訓練の実施

を支援 

・防災訓練に参加する区民の数が増
えず、特に若年層の参加が少ない。 

【短期―中期―長期―継続】 
 家族連れの住民が参加しやすいよ
う、訓練内容に消火ミニカー体験な

どを企画する。また、外国人向けのチ
ラシを作成し、外国人住民の参加を
促す。 

 避難所となる学校の生徒やＰＴＡ等と
連携・協力し、訓練参加の促進と避
難所スタッフの充実を想定した訓練

の実施を検討していく。 
 引き続き自治会・町会及び消防署・
消防団との連携を推進していく。★

（区民） 
 学校防災活動拠点の班長・副班長
会議を定期的に開催し、自治会・町

会の青年部等との連携を検討する。
★（区民） 

1（4） 

総務部と連携し、市民消火隊の活動を
支援 

スポーツ・

文化・国際 

都市部 

利用者の安全を確保するため、スポー
ツ施設ごとに対応マニュアルを整備 

・大ホール等で来館者が集中してい
る場合の避難誘導や負傷者対応な
どを、少ない職員数で実施するため

の訓練やマニュアル整備が必要であ
る。 

【短期―中期―長期―継続】 
 避難訓練等現行の取組を確実に実
施する。 

【短期―中期―長期―継続】 
 文化施設における様々な災害に対応
したマニュアルを整備する。 

 大田スタジアム、大森スポーツセンタ
ーにおいて災害の種類に応じたマニ
ュアルを整備する。 

1（4） 

大田区総合体育館において、災害の種
類に応じてマニュアルを整備 

スポーツ施設において避難訓練等を実

施 

消防法で年２回の実施を義務付けてい

る訓練について、大田区総合体育館で
は年４回、大森スポーツセンターと大田
スタジアムでは年２回実施 

大田区民ホールアプリコ、大田区民プラ

ザ、大田文化の森の各施設で、避難誘
導訓練を年１回以上実施 

福祉部 各福祉施設において、防災訓練を年１
回以上実施 

・各施設において、防災訓練の定期
的な実施等、発災時に速やかな対応

を可能とする環境整備を進める必要
がある。 

【短期―中期―長期―継続】 
 各福祉施設における防災訓練の実

施状況を把握するとともに、定期的に
実施するよう依頼する。 

１（４） 

健康 

政策部 

区が災害時グループウェア等を活用し、

災害時医療の関係者へ情報提供を行
う体制を構築 

 【短期―中期―長期―継続】 

 災害時グループウェア等を使用した
定期的な情報連絡訓練を継続して
実施する。★（災害医療関係機関） 

１（５） 
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所管部 
最悪の事態を回避することに 

寄与している既存の取組内容 

課 題 

（不足している又は遅れのある事項） 
今後の取組予定（令和 10年度まで） 

取組の
方向性 

こども 

家庭部 

・避難計画の作成 

（児童館等・保育園） 
・火災対応マニュアルの作成 
（保育園） 

・自衛消防マニュアル作成 
（放課後ひろば） 

 

（保育園） 
①「保育園防災の手引き」を令和２年３
月に改訂 

②「洪水時の避難確保計画」を令和２
年４月に制定 
③「福祉避難所および応急保育所の開

設対応マニュアル」を令和３年６月に改
訂 
④業務継続計画「ＢＣＰ＊」を令和４年度

に作成 

・福祉避難所および応急救護所にお

ける配置人員不足を解消する必要が
ある。 

【短期―中期―長期―継続】 

 保育園では、耐震対策として吊り戸
棚の耐震ロック等を全園に配備し、
避難経路を確保する。 

 児童館では、施設から避難先までの
児童の誘導などを想定した訓練を実
施し、検証を重ねる。 

 子ども家庭支援センターでは、利用
施設における避難訓練を継続して実
施する。 

 業務継続計画「ＢＣＰ」を状況の変化
に合わせて見直す。 

1（4） 

・消火設備の点検、消火器の定期交換

等の実施 
（保育園・児童館等） 
・備品維持管理（消費期限等の確認） 

・利用施設における避難訓練を実施

（子ども家庭支援センター大森・蒲田年
１回、洗足池年３回、保育園等月１回、児
童館等・放課後ひろば月１回実施） 

・消火訓練 

（保育園・児童館等） 
・煙体験訓練の実施 
（児童館等・放課後ひろば） 

まち 
づくり 
推進部 

平成26年６月に「新たな防火規制」を
区内約1,551haに導入済 

・木密地域の解消については、区の
取組により改善が進みつつあるもの
の、羽田地区など未だ危険度が高い

地域があり、継続して集中的、重点的
に取り組む必要がある。 

【短期―中期―長期―継続】 
 不燃化特区制度を活用した建替え等
助成制度は令和７年度まで継続。 

【短期―中期―長期―継続】 
 都市防災不燃化促進事業は、令和

11 年度まで建替え促進を進め、その

後の継続については事業の進捗状
況等を考慮して判断する。 

 密集事業は令和５年度まで道路拡幅

整備を進め、その後の継続について
は事業の進捗状況等を考慮して判断
する。 

 防災街区整備地区計画により無秩序
な市街化を防止し、災害に強い市街
地を形成していく。 

 狭あい道路拡幅整備事業では、年間
目標として 4.2 ㎞を整備していくとと
もに、周知活動を行い事業の拡充を

図る。 

1（2） 

不燃化特区制度＊を活用した建替え等
助成を実施（令和４年12月末までに2

５８棟） 

都市防災不燃化促進事業による建替え
助成を実施（令和４年12月末までに1
２２棟） 

平成26年から密集事業に着手、重点
整備路線の拡幅整備に係る用地を取
得 

木造密集地域の防災性向上や避難路
の安全性の強化を図るため、２地区にお
いて防災街区整備地区計画を導入済 

幅員４ｍ未満の狭あい道路拡幅整備事
業を平成16年から実施 

鉄道・都市

づくり部 

蒲田駅周辺の共同化などによる建替え
の支援 

 【短期―中期―長期―継続】 

 蒲田駅周辺地区グランドデザインに

基づき、駅周辺建物の建替え・共同

化など機能更新を促進する。 

１（２） 

補助28号線（池上通り）・大森駅西口
広場の事業化に向けた都市計画手続き

の準備、沿道建物の建替え・共同化等
の機運醸成 

 【短期―中期―長期―継続】 

 補助 28 号線は、バス・タクシーや荷
さばき車両等の停車場所と本線交
通を分離することで、緊急車両等の

円滑な通行を可能とする。 
 西口広場は、災害時、避難者等の一
時滞留スペースや救護活動にも活

用できるオープンスペースを確保す
る。 

【短期―中期―長期―継続】 

 地権者組織である大森八景坂地区ま
ちづくり協議会の活動支援を通じて、

沿道建物の建替え・共同化などに向
けた更なる機運醸成を図る。★（団
体） 

1（2） 
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所管部 
最悪の事態を回避することに 

寄与している既存の取組内容 

課 題 

（不足している又は遅れのある事項） 
今後の取組予定（令和 10年度まで） 

取組の
方向性 

鉄道・都市

づくり部 

大森駅東口駅前広場等再編整備構想

の策定 

・駅前広場等、都市基盤施設の中・

長期的な再編整備の検討を深度化
するにあたり、必要な官民連携による
都市基盤施設の利活用や公共空間

の創造が進んでいない。 

【短期―中期―長期―継続】 

 官民連携まちづくりを通し、大森駅東
口駅前広場を含む中長期を見据え

た再編整備を進める。 

１（２） 

糀谷駅周辺地区の市街地再開発事業
（駅前広場整備）を完了、雑色駅周辺
の共同化などによる建替えの支援 

  【短期―中期―長期―継続】 
 市街地再開発事業によるまちづくり
で得た経験、知識等を現在検討中の

他地区のまちづくりにおいて活用す
る。 

 京急蒲田西口地区は、街区別の共

同建替えを推進するため、まちづくり
活動団体の活動を支援する。 

１（２） 

京急蒲田西口地区の市街地再開発事
業（駅前広場整備）を完了し、地区計画
等を活用した共同化などによる建替え

の支援 

都市基盤

整備部 

公園・緑地・広場等の空地が不足して
いるエリアにおける、避難・消防活動の

円滑化や不燃領域率を高めることに有
効な空間となりうる公園用地の確保及
び整備 

  【短期―中期―長期―継続】 

 延焼防止等に資する公園・緑地・広

場等の空地を確保、整備する。 

 大規模公園の防災機能の向上及び

老朽化対策に努める。 

1（1） 

大規模公園については、安全・安心で
使いやすい公園にするとともに、安全に

避難できるようバリアフリー環境を向上 

 

1-3 津波・集中豪雨・河川の氾濫等により、広域かつ長期的な市街地の浸水が発生する 

所管部 
最悪の事態を回避することに 

寄与している既存の取組内容 

課 題 

（不足している又は遅れのある事項） 
今後の取組予定（令和 10年度まで） 

取組の

方向性 

総務部 浸水被害のリスクを周知する「ハザード
マップ（風水害編）」の作成・周知 

・水害時緊急避難場所の周知不足や
避難者の受入れスペースの不足など

に対応するため、ハザードマップの周
知や活用を推進する必要がある。 

【短期―中期―長期―継続】 

 講習会や作成支援動画などを通じ

て、マイ・タイムラインを普及啓発し、

区民の水防意識の向上を図る。 

 継続的に訓練や講話などを実施・開

催することで、激甚化災害に対する

避難対策の周知を行っていく。 

１（４） 

マイ・タイムライン＊講習会の開催や作成
支援動画による普及啓発 

地域力 

推進部 

特別出張所において大田区ハザードマ

ップを配布し、区民の意識啓発を実施 

・区民に水害時緊急避難場所と震災

時の避難所との違いが認識されてい

ない。 

・区民にマイ・タイムラインの考え方が

十分に浸透していない。 

【短期―中期―長期―継続】 

 ハザードマップが目につきやすいよう

に案内表示等を工夫する等、配布を

継続し、日頃から地域住民の地域防

災についての意識向上に努めてい

く。 

 自治会・町会＊や学校防災活動拠点＊

を通じて、水害における避難意識の向

上とともに情報伝達の強化に取り組

む。 

 水害時緊急避難場所を適切に運営

していく。 

1（他） 

各地域において総務部と連携したマイ・

タイムライン講習会を実施し、区民の意

識啓発を実施 

水害時緊急避難場所の開設・運営 

福祉部 バリアフリー設備の整った福祉施設の

一部を要支援者向けに福祉避難所とし

て開設 

・区内の他福祉施設等へ避難する際

の移動手段の確保について、協力体

制を確立する必要がある。 

・各施設に配備されている防災備蓄

品について必要数を精査のうえ保管

スペースを確保する必要がある。 

【短期―中期―長期―継続】 

 福祉避難所予定施設の協定内容を

確認する。 

【短期―中期―長期―継続】 

 サービス事業所間の連携状況を確

認する。 

【短期―中期―長期―継続】 

 民間業者等との協力関係を構築す

る。 

１（５） 

福祉避難所予定施設に避難生活に必

要な備蓄品を配備 

健康 

政策部 

全病院に対する避難確保計画に基づい

た訓練実施の促進 

・事前に各病院において、搬送患者

の選定、順位付け、搬送（転送）先病

院の確保等の検討が必要 

【短期―中期―長期―継続】 

 全病院において、実効性のある避難

確保計画の策定を推進するため、毎

年、訓練実施を促すとともに、適宜、

計画修正等を指導する。★（病院） 

1（4） 
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所管部 
最悪の事態を回避することに 

寄与している既存の取組内容 

課 題 

（不足している又は遅れのある事項） 
今後の取組予定（令和 10年度まで） 

取組の
方向性 

こども 

家庭部 

・避難計画の作成 

（児童館等・放課後ひろば・保育園） 

・「洪水時の避難確保計画」を令和２年
４月に制定 （保育園） 

 【短期―中期―長期―継続】 

 児童館での備蓄品配備を計画的に

実施する。 

 児童館では、施設から避難先（垂直

避難を含む）への児童の誘導などを

想定した訓練を実施し、検証を重ね

る。学校内学童保育の場合は、学校

との連携を日頃から緊密にしておく。 

【短期―中期―長期―継続】 

 子ども家庭支援センターでは、マイ・

タイムライン＊講習会を子育てひろば

で開催する。 

 保育園では、水害に対する訓練の実

施や垂直避難後における協力体制

を確立のうえ、児童誘導などを想定

した訓練を継続して実施する。また、

福祉避難所および応急保育所の開

設訓練を定期的に実施する。 

1（4） 

１（他） 

避難訓練の実施 

（児童館等・放課後ひろば・保育園） 

建物内の垂直避難行動の周知 

（児童館等・放課後ひろば・保育園） 

食料等の備蓄（３日分） 

（児童館等・保育園） 

都市基盤

整備部 

雨水流出抑制のための透水性舗装、浸

透桝の整備、開発事業者への指導 

（呑川流域の目標量10.3万㎥に対し

10.0万㎥完了、丸子川流域の目標量

1.7万㎥に対し1.2万㎥完了（令和２年

度）） 

・都の豪雨対策計画では、各流域の

目標量を令和19年度までに達成す

ることを目指しているため、目標達成

には年次計画の策定や計画的な予

算やマンパワーの投入が必要であ

る。 

【短期―中期―長期―継続】 

 引き続き東京都との連携を図りなが

ら浸水対策を推進していく。 

 呑川流域の目標量10.3万㎥に対し

令和12年に10.1万㎥を、丸子川流

域の目標量1.7万㎥に対し令和12

年に1.5万㎥を努力目標として、雨水

流出抑制施設の整備や開発事業者

への指導などに取り組む。 

1（他） 

都の浸水対策において、施工ヤード確

保や地元調整などの連携を推進 

公園・緑地等を活用し、雨水貯留浸透

対策と暑熱緩和対策を総合的に実施 

  【短期―中期―長期―継続】 

 グリーンインフラを活用した減災計画

の策定 

【短期―中期―長期―継続】 

 公園・緑地等を活用し、雨水貯留浸

透対策と暑熱緩和対策を総合的に

実施する。 

1（他） 

大田区仲六郷水防資機材センターの整

備（建設工事・配水ポンプ車等水防資

器材の購入） 

・浸水リスクの高い地域への水害対

策を早急に講じる必要がある。 

【短期―中期―長期―継続】 

 大田区仲六郷水防資機材センター

及び大田区田園調布水防センターを

活用し、機器操作や土のう作成など

の各種訓練等を実施する。 

1（3） 

大田区田園調布水防センターの整備

（建設工事・遠隔操作が可能な排水設

備の導入） 

 

1-4 広域かつ大規模な液状化・地盤沈下が発生し、多数の避難者や災害活動に必要な移動ルートの損壊・遮

断が発生する 

所管部 
最悪の事態を回避することに 

寄与している既存の取組内容 

課 題 

（不足している又は遅れのある事項） 
今後の取組予定（令和 10年度まで） 

取組の

方向性 

地域力 

推進部 

区とキヤノン（株）の災害時協力協定に

より、敷地内の道路を住民避難道路とし

て活用、令和元年度に地域住民の視察

を実施 

  【短期―中期―長期―継続】 

 キヤノン（株）との災害時協力協定に

基づき、具体的な取組に関する検討

を行う。★（民間） 

1（他） 

こども 

家庭部 

食料等の備蓄（３日分） 

（児童館等・保育園） 

  【短期―中期―長期―継続】 

 児童館での備蓄品配備を計画的に

実施する。 

 保育園での備蓄品配備を計画的に

実施する。また、災害発生時のマニュ

アルを活用し、調理師以外の職員に

対する調理訓練を実施する。 

１（4） 

1（他） 

（保育園）東京都帰宅困難者対象条例

に関連して職員および園児を対象に

３日分の食糧を備蓄済。（備蓄率とし

て、当日は 100％、２日目の昼 50％、

以降は3 日目の昼まで 30％、3日目

の夜 0％とする） 
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所管部 
最悪の事態を回避することに 

寄与している既存の取組内容 

課 題 

（不足している又は遅れのある事項） 
今後の取組予定（令和 10年度まで） 

取組の
方向性 

都市基盤

整備部 

道路障害物除去路線及び主要路線を

調査対象として、５年毎に路面下空洞調
査を実施し、補修工事を施工 

・いずれの事業も重要であるが、投入

できる行政資源には限りがあるため、
優先順位の高いところから計画的か
つ着実に進めていく必要がある。 

・都市計画道路及び無電柱化の整
備に必要となる用地取得（まちづくり
推進部所管）や各企業者（ガス・水

道・下水等）の支障移設工事、地元
調整等に時間を要する。 

【短期―中期―長期―継続】 

 道路障害物除去路線及び主要路線
を調査対象として、適時路面下空洞
調査を実施する。調査結果を受け、空

洞箇所の調査補修工事を道路占用
企業者と協力して実施する。★（民
間） 

【短期―中期―長期―継続】 
 街路樹保全基礎調査結果を受け、
腐朽樹木については適宜、撤去処分

を実施する。 

1（3） 

道路障害物除去路線を対象に平成30

年度から令和３年度の４か年計画で街
路樹保全基礎調査を実施し、補修工事
を施工 

橋梁＊耐震補強整備、架替整備（優先

対策橋梁のうち落橋防止等に着目した
整備を5７橋完了） 

【短期―中期―長期―継続】 

 避難や物流等のシミュレーション解
析を実施した上で、より現実的な優
先対策橋梁の選定を行い、整備に着

手する。 
【短期―中期―長期―継続】 
 短期の取組の成果を踏まえて耐震整

備計画の見直しを行う。また、橋脚を
有する優先対策橋梁の耐震性能照
査を完了し、優先対策橋梁の耐震整

備を進める。 

1（3） 

無電柱化整備工事（区画街路１号線・
主要区道30号線・主要区道94号線

等） 

都市防災機能の強化を目的の一つとし
た都市計画道路の整備 

【短期―中期―長期―継続】 
 都市計画道路は事業中の路線だけ
でなく、令和７年までに整備すべき優

先整備路線の事業化を図る。 
【短期―中期―長期―継続】 
 「無電柱化推進計画」に定められた

地域や路線の無電柱化を今後優先
的に推進していく。 

1（3） 

今後優先的に無電柱化する地域や路

線を定める「無電柱化推進計画」を策
定（令和２年度） 
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1-５ 情報伝達や事前準備の不足により避難行動が遅れ、多くの死傷者が発生する 

所管部 
最悪の事態を回避することに 

寄与している既存の取組内容 

課 題 

（不足している又は遅れのある事項） 
今後の取組予定（令和 10年度まで） 

取組の
方向性 

企画 

経営部 

優先度の高い情報をわかりやすく整理

して発信できる区ホームページ災害モ
ードの構築 

・情報弱者等への対応も視野に、社

会情勢に応じた適切な情報伝達手
段を用意する必要がある。 

【短期―中期―長期―継続】 

 災害時における現実的・効果的な情
報伝達手段についての検討を、継続
して行う。 

 区ホームページや公式SNS等、区公
式媒体の継続的な運営により、多く
の区民に情報を発信できる環境を整

備・維持する。 

１（５） 

ツイッター等の区ホームページ以外の情

報発信ツールの整備 

区ホームページへのアクセス集中対策

として閲覧用サーバーを増設 

防災用 Wi-Fi（ワイファイ）や専用ノート
パソコンを整備し、区ホームページの更

新作業を円滑化 

総務部 防災行政無線放送塔の適正配置 ・情報弱者等への対応を強化する必
要がある。 

・一斉発信機能を整備する必要があ
る。 
・適切な避難行動を行うための区民

への情報伝達方法について検討する
必要がある。 

【短期―中期―長期―継続】 
 放送卓の更新により情報の一斉配

信機能を強化する。 
 適切な避難行動が行えるよう令和島
に防災行政無線放送塔を整備する。 

 適切な情報提供が行えるよう老朽化
した計測震度計を更新する。 

【短期―中期―長期―継続】 

 防災行政無線の音達区域の拡充
や、新たな情報伝達手段の導入につ
いて検討を行う。 

１（５） 

情報発信手段の多様化 
（防災アプリ・防災ポータル・防災行政

無線・ホームページ・ツイッター・エリアメ
ール・区民安全安心メール・L アラート
等） 

水害時緊急避難場所の見直しや避難
対策について区民に広く周知するため、
ハザードマップを全戸配布（令和２年

度） 

適切な避難行動を促すべく、広域避難

場所や水害時緊急避難場所、情報収集
手段をハザードマップ等にて周知 

総合防災情報システムを導入 

防災行政無線電話応答サービスの見
直しを実施 

防災行政無線放送卓の更改 

地域力 
推進部 

各自治会・町会＊と特別出張所におい
て、無線機又はスマホ（災害時優先電
話）を活用した情報伝達訓練を実施 

・取組内容が各地域で不統一となっ
ている。 
・自治会・町会役員以外の区民への

情報提供手段が不足している。 

【短期―中期―長期―継続】 
 無線機器等の充実を図りながら、地
区連合会合同防災訓練、学校防災

活動拠点訓練、地域力推進会議内
の分科会活動を継続し、各自治会・
町会と特別出張所の情報伝達方法

のスキルアップを図っていく。★（区
民） 

 風水害時の避難方法等に関する啓

発ポスター・チラシを作成し、掲示版
等で周知する。 

1（4） 
1（5） 

学校防災活動拠点＊において、避難行
動訓練を実施 

スポーツ・

文化・国際 

都市部 

外国人向けに区の防災ポータルのアプ
リや区及び（一財）国際都市おおた協

会のホームページ・SNSで、多言語やや
さしい日本語＊による情報の発信 

 【短期―中期―長期―継続】 
 現行の取組を確実に実施していく。 

1（5） 

福祉部 避難行動要支援者名簿＊を作成し、支
援者（自治会・町会、民生委員、警察
署、消防署、地域包括支援センター）に

配付して情報共有 

・介護事業所、障害福祉サービス事
業所と情報伝達や避難行動要支援
者＊の受け入れ態勢について連携・

協力が必要である。 
・平時より名簿登録者が避難行動等
について「自助」の意識を高める必

要がある。 
・自治会・町会や民生委員等の支援
者が名簿活用を促進するための環境

整備が必要である。 

【短期―中期―長期―継続】 
 サービス事業者で構成される連絡会
等に参加し情報共有を図る。 

 要支援者（要配慮者）を対象に講習
会を開催するなどマイ・タイムライン＊

を周知する。 

 避難行動要支援者名簿の活用方法
について、更なる周知を図る。 

1（4） 
１（５） 

支援者等による、避難行動要支援者名

簿を用いた要支援者の平時からの状況
確認・注意喚起 
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所管部 
最悪の事態を回避することに 

寄与している既存の取組内容 

課 題 

（不足している又は遅れのある事項） 
今後の取組予定（令和 10年度まで） 

取組の
方向性 

福祉部 個別避難計画の作成 ・計画作成における福祉専門職や関

係団体等との連携が必要である。 
・計画作成の対象となる避難行動要
支援者＊への周知を行う必要がある。 

・避難先の拡充、移送手段の確保を

していく必要がある。 

【短期―中期―長期―継続】 

 庁内外関係者による連絡会議（仮
称）を立ち上げ、連携して作成を進め
る。 

 個別避難計画の様式についてＨＰな
どでの周知を継続するとともに、計画
作成対象者に計画書を送付し、周知

啓発を図る。 

１（５） 

健康 

政策部 

緊急医療救護所＊を設置する病院の近

隣に地域ＢＷＡ（広帯域移動無線アクセ
ス）回線の基地局を整備 

・地域ＢＷＡの基地局自体のバッテリ

ーは停電時３時間程度で電源が切
れるが、設置している施設との交渉や
コスト等の課題もあり、災害時に継続

的な電源確保が困難である。 

【短期―中期―長期―継続】 

 災害時グループウェア等を使用した
定期的な情報連絡訓練を実施する。
★（災害医療関係機関） 

１（５） 

地域ＢＷＡの Wi-Fi 端末を緊急医療救
護所設置病院、緊急医療救護所等、部

内各課に配備 

災害時用にＰＣをリースし、緊急医療救
護所等、部内各課に配備 

災害時医療対策の関係者とネットワー
クを構築（大田区災害時グループウェア
のアカウント付与）し、緊急医療救護所

等の訓練の他、定期的な情報通信訓練
を実施 

こども 
家庭部 

避難計画の作成（児童館等・放課後ひ
ろば・保育園） 

・福祉避難所および応急救護所にお
ける配置人員不足を解消する必要が
ある。 

【短期―中期―長期―継続】 
 児童館では、避難計画に基づき定期
的な訓練を実施する。また、学童保育

お知らせメールシステムを活用するな
ど、保護者への連絡方法を常に確保
する。 

 保育園では、保護者へＩＣＴ＊機能を
活用して災害連絡訓練を実施する。
また、職員は防災用ＰＨＳ電話機を活

用して、情報伝達訓練を実施する。 
 業務継続計画「ＢＣＰ」を状況の変化
に合わせて見直す。 

１（4） 
1（5） 

避難マニュアルの作成(児童館等・放課

後ひろば・保育園） 
（保育園） 
①「保育園防災の手引き」を令和２年３

月に改訂 
②「洪水時の避難確保計画」を令和２
年４月に制定 

③「福祉避難所および応急保育所の開
設対応マニュアル」を令和３年６月に改
訂 

④業務継続計画「ＢＣＰ＊」を令和４年度
に作成 

避難訓練の実施(児童館等・放課後ひ

ろば・保育園） 

保護者の複数の緊急連絡先（電話番

号）の把握(児童館等・放課後ひろば・
保育園） 

まち 
づくり 
推進部 

平成19年に「まちづくり推進部水防マ
ニュアル（がけ崩れ対応マニュアル）」
を策定 

・平常時に危機管理意識向上、個々
の防災力向上を図る必要がある。 

【短期―中期―長期―継続】 
 避難情報周知ルートのブラッシュアッ
プを定期的に行い、いざという時に公

用車による避難周知がスムーズに行
えるよう訓練を実施する。また部内研
修等を開催し、水防業務に従事する

職員へ周知を行う。 

1（4） 

いざという時に公用車による避難情報
周知がスムーズに行えるよう、平成27

年に急傾斜地崩壊危険個所の巡回ル
ートを作成、平成30年に土砂災害警戒
区域を反映した巡回ルートに変更 
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1-6 大規模浸水や土砂災害により多くの死傷者が発生する 

所管部 
最悪の事態を回避することに 

寄与している既存の取組内容 

課 題 

（不足している又は遅れのある事項） 
今後の取組予定（令和 10年度まで） 

取組の
方向性 

総務部 区民の早期避難に役立つマイ・タイムラ

イン＊（避難行動計画）の普及啓発（講
習会・出前講座の実施） 

・早期避難するための情報の発信 

・土砂災害区域におけるリスクの周知 
・家屋倒壊等氾濫想定区域における
リスクの周知 

【短期―中期―長期―継続】 

 講習会や作成支援動画を通じてマ
イ・タイムラインを普及・啓発していく。
また、土砂災害警戒区域や家屋倒壊

等氾濫想定区域に該当する地域に
ついては、区民に対し継続的に危険
箇所の周知を行っていく。 

１（４） 

浸水被害のリスクを周知する「ハザード
マップ（風水害編）」の作成・周知 

地域力 

推進部 

特別出張所において大田区ハザードマ

ップを配布し、区民の意識啓発を実施 

・一時避難施設の老朽化、受入定員

の不足 
・区民に水害時緊急避難場所と震災
時の避難所との違いが認識されてい

ない 
・区民にマイ・タイムラインの考え方が
浸透していない 

【短期―中期―長期―継続】 

 各地区での自治会・町会長会議や
学校防災活動拠点＊会議、防災訓練
など機会を捉えて、水害時緊急避難

場所の位置付けやマイ・タイムライン
の考え方を周知していく。 

1（4） 

1（他） 

各地域における総務部と連携したマイ・
タイムライン講習会の実施、地域力推進
会議や町会長会議における防災情報等

の情報提供を通じて、被害防止に向け
た意識啓発を実施 

総務部・まちづくり推進部と連携した急
傾斜地崩壊危険個所に居住している区

民への注意喚起を実施 

区が避難指示等を発令した場合に避難
住民を受け入れるための水害緊急避難

場所（10箇所）を開設 

水害時緊急避難場所の開設・運営 

福祉部 土砂災害警戒区域に居住する要支援
者について、避難行動要支援者名簿＊

を用いた、区による状況把握 

・平時から名簿登録者が避難行動等
について「自助」の意識を高める必
要がある。 

・対象者への避難情報の周知方法を
検討する必要がある。 

【短期―中期―長期―継続】 
 平時から対象世帯の生活環境等を
把握し、危険度に応じて分類するとと

もに、自助・共助の考え方を浸透させ
るための啓発を実施する。 

 発災時には、分類により危険度が高

い世帯に対して、区から事前に注意
喚起を行う。 

１（５） 

健康 
政策部 

全病院に対する避難確保計画に基づい
た訓練実施の促進 

・事前に各病院において、搬送患者
の選定、順位付け、搬送（転送）先病

院の確保等の検討が必要 

【短期―中期―長期―継続】 

 全病院において、実効性のある避難
確保計画の策定を推進するため、毎
年、訓練実施を促すとともに、適宜、

計画修正等を指導する。★（病院） 

1（4） 

こども 
家庭部 

避難計画の作成 
（児童館等・放課後ひろば・保育園） 

・福祉避難所および応急救護所にお
ける配置人員不足を解消する必要が
ある。 

【短期―中期―長期―継続】 
 保育園では、ハザードマップ（震災・
風水害編）を参考に様々な災害の事

例や二次災害を想定した訓練、研修
を実施し、マニュアルの検証、見直し
を行う。また、福祉避難所および応急

保育所の開設訓練を定期的に実施
する。 

 児童館では、避難計画に基づき定期

的な訓練を実施する。 

1（4） 

避難訓練の実施 
（児童館等・放課後ひろば・保育園） 

（保育園） 
①「保育園防災の手引き」を令和２年３
月に改訂 

②「洪水時の避難確保計画」を令和２
年４月に制定 
③「福祉避難所および応急保育所の開

設対応マニュアル」を令和３年６月に改
訂 
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所管部 
最悪の事態を回避することに 

寄与している既存の取組内容 

課 題 

（不足している又は遅れのある事項） 
今後の取組予定（令和 10年度まで） 

取組の
方向性 

まち 

づくり 
推進部 

平成21年10月にがけ等整備工事助成

事業開始（令和４年12月末までに49
件の整備工事を実施） 

・擁壁設置等の工事費用が高額であ

ることが整備が進まない一因となって
いる。 
・所有者が不明確ながけ等への改善

に向けた働きかけを検討する必要が
ある。 

【短期―中期―長期―継続】 

 がけ等整備工事助成事業について、
令和８年度まで事業を継続する。 

 大田区がけ等の崩壊事故防止に関

する指導要綱に基づき、令和元年度
から２年度にかけて実施したがけ等
実態調査の結果に応じて、がけ等の

所有者に改善指導を行う。 
 ＤＭによる指導及びがけ等整備工事
助成制度の普及啓発を引き続き実

施する。 
 令和４年度から開始したがけ等アド
バイザー制度を活用し、擁壁整備を

実施することが困難な方に対しては、
安全性の向上する改修工事の早期
着手を促す。 

 災害発生時などに円滑に被災宅地
危険度判定が行えるよう、マニュアル
を充実させる。 

１（他） 

平成22～23年度にがけ等実態調査、

令和元・２年度にがけ等実態再調査を
実施 

平成29年に大田区がけ等の崩壊事故
防止に関する指導要綱を策定し、がけ

等の所有者に対し改善指導を開始 

平成29年から大田区がけ等の崩壊事
故防止に関する指導要綱に基づき、が

け等の所有者に改善指導を行うため、Ｄ
Ｍによる指導及びがけ等整備工事助成
制度の普及啓発を実施 

令和４年度から専門家による現地訪
問・相談、具体的な工法提案を行うアド
バイザー派遣制度を開始 

空港まち
づくり 
本部 

羽田イノベーションシティにおいて豪雨
に備えた貯留槽を配置（令和2年5月に
第一期工事分1,510㎥配置完了） 

 【短期―中期―長期―継続】 
 第２期工事分800㎥について、令和

5年度に配置予定。雨水を速やかに

誘導・貯留することで雨水の表面滞
留を抑制する。 

1（他） 

都市基盤

整備部 

がけ地調査結果に基づき、道路・公園・
緑地等のがけ地・ブロック塀対策工事
を実施 

・民有地のがけ対策について、行政
が介入できるルールづくりが必要で
ある。 

【短期―中期―長期―継続】 
 公園・緑地等のがけ地・ブロック塀で
安全対策を推進する。 

 引き続き東京都との連携を図りなが
ら浸水対策を推進していく。 

 呑川流域の目標量10.3万㎥に対し

令和12年に10.1万㎥を、丸子川流
域の目標量1.7万㎥に対し令和12
年に1.5万㎥を努力目標として、雨水

流出抑制施設の整備や開発事業者
への指導などに取り組む。 

1（1） 
1（他） 

都の浸水対策において、施工ヤード確

保や地元調整などの連携を推進 

雨水流出抑制のための透水性舗装、浸
透桝の整備、開発事業者への指導（呑
川流域の目標量10.3万㎥に対し10.0

万㎥完了、丸子川流域の目標量1.7万
㎥に対し1.2万㎥完了（令和2年度）） 

 

  



24 

  

 

1-７ 新たな感染症の大流行（パンデミック）により、多くの重症者や死者が発生する 

所管部 
最悪の事態を回避することに 

寄与している既存の取組内容 

課 題 

（不足している又は遅れのある事項） 
今後の取組予定（令和 10年度まで） 

取組の
方向性 

総務部 避難想定必要数の感染症予防対策物

品の備蓄 

・感染症流行期には必要な物品が品

薄になり、入手が困難となる。 

【短期―中期―長期―継続】 

 必要な品目・数量の物品を確実に備
蓄できるよう、取組を確実に実施して
いく。 

１（６） 

各避難所へ、マスク、アルコール消毒
液、検温器、フェイスシールド等を備蓄  

スポーツ・

文化・国際 

都市部 

【博物館・記念館】 
・臨時休館 

・開館の場合は感染拡大防止に 
 努めながら運営 
【文化施設】【スポーツ施設】 

・感染拡大状況を踏まえ、必要に応じて
イベント及び貸館について縮小・中止
及び利用人数制限 

・予定されているイベントや利用者対
応などについて、延期や中止、利用方

法変更などを行う際の丁寧な説明が
重要である。 

【短期―中期―長期―継続】 
 現行の取組を確実に実施していく。 

１（４） 

・臨時休館期間の周知徹底 
・開館に向けて、運営ガイドラインの作成

及び施設内の開館準備の徹底 

外国人向けに区の防災ポータルのアプ
リや区及び（一財）国際都市おおた協

会のホームページ・SNS 等で、多言語
ややさしい日本語＊による情報の発信 

  【短期―中期―長期―継続】 
 現行の取組を確実に実施していく。 

１（５） 

福祉部 各課事務室内の消毒及び関係団体や
事業所、福祉施設への感染症対策を依

頼 

・消毒用アルコールやマスクなど、関
係施設に向けた衛生資材の必要数

を把握する必要がある。 
・感染症が原因で死亡した遺体を安
置所に収容する際、そこに従事する職

員に感染の危険がある。 

【短期―中期―長期―継続】 
 感染症感染拡大期に大規模災害が

発生することに備えて、福祉避難所
予定施設には備蓄用として衛生資材
を調達する。 

 遺体安置所での感染症対策の検討
を進める。 

１（６） 

遺体安置所について、その開設及び運
営方法について検討中 

健康 
政策部 

医療機関に対して、日ごろから情報共
有や協力等を行っている。 

・各医療機関や医師会等により、事
情が異なるため、詳細な聞き取り等

が必要。 
・最大規模の想定が困難である。 

【短期―中期―長期―継続】 
 医療機関との情報交換や訓練等を

実施する。★（災害医療関係機関） 
【短期―中期―長期―継続】 
 今回の新型コロナウイルス感染症で

の対応を振り返り、今後のパンデミッ
ク発生時の態勢を再構築する。★
（災害医療関係機関） 

１（６） 

患者対応や遺体搬送等について、定期

的に訓練を行っている。 

区が災害時グループウェア等を活用し、
災害時医療対策の関係者へ情報提供
を行う体制を構築 

  【短期―中期―長期―継続】 
 災害時グループウェア等を使用した
定期的な情報連絡訓練を継続して

実施する。★（災害医療関係機関） 

１（５） 
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１-８ エレベーター閉じ込め等により多くの死傷者が発生する 

所管部 
最悪の事態を回避することに 

寄与している既存の取組内容 

課 題 

（不足している又は遅れのある事項） 
今後の取組予定（令和10年度まで） 

取組の

方向性 

企画 

経営部 

区施設のエレベーターに「地震時管制

運転装置」を設置 

・区施設のエレベーターの約７割に

「地震時管制運転装置」を設置して

おり、残りについても引き続き改修を

進めていく必要がある。 

【短期―中期―長期―継続】 

 「地震時管制運転装置」が未設置

の区施設に対し、引き続き改修を進

めていく。 

１（他） 

総務部 区施設のエレベーター内に防災キャビネ

ットなどを設置 

・国土交通省通知「エレベーターの地

震対策の実施について」における防

災キャビネットの設置について、区施

設管理者への周知が不足している。 

【短期―中期―長期―継続】 

 区施設のエレベーター内への防災

キャビネット設置を進めていく。 

１（他） 

民間施設におけるマンション防災講習会

の開催やパンフレットによる普及啓発 

・震災時にマンションで起こりうる特有

の問題について周知を進めていく必

要がある。 

【短期―中期―長期―継続】 

 マンション居住者、管理組合に向け

たパンフレット、講習会を通じて引き

続き、「マンション防災」の啓発を図

る。 

１（他） 

まち 

づくり 

推進部 

民間施設のエレベーター所有者等から

の定期的な保守点検の実施報告 

 【短期―中期―長期―継続】 

 引き続き、定期報告の際には、地震

時管制運転装置等の設置状況確認

を行う。 

1（他） 
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２ 救助・救急・医療活動が迅速かつ計画的に行われる 

2-1 自衛隊、警察、消防等の被災等により救助・救急活動に必要な人員が絶対的に不足する 

所管部 
最悪の事態を回避することに 

寄与している既存の取組内容 

課 題 

（不足している又は遅れのある事項） 
今後の取組予定（令和 10年度まで） 

取組の
方向性 

総務部 消防団、市民消火隊の活動支援 ・受援体制（宿泊場所、執務スペース

の確保等）を整備する必要がある。 

【短期―中期―長期―継続】 

 活動助成金の交付及び配備品（Ｃ級
ポンプ及び格納庫）のメンテナンスを
引き続き行う。また、展示イベントや講

習会等において市民消火隊の活動
内容紹介を行い、組織への参加を呼
びかける。★（都・団体） 

 災害時の執務スペース確保のため、
日常的に会議室の配置や運用を見
直していく。 

 地域防災力向上のため、消防団の活
動が充実するように継続的に支援す
る。★（都・団体） 

 災害時に必要な資源の確保のため、
協定締結を進める。★（他自治体） 

２（２） 

２（３） 

他自治体との災害時相互応援に関する
協定を締結・個別協定７自治体（美郷
町・東御市・東松島市・伊東市・長井

市・桐生市・岡谷市）・グループ協定４種
（城南５区・特別区・東海道53次市区
町・東京都及び都内の区市町村） 

こども 

家庭部 

災害時の救護復旧活動に従事する職

業の保護者の子どもを受け入れる「応
急保育所」を区内４地区の４園（定員
204人）で開設 

 
【短期―中期―長期―継続】 

 子ども家庭支援センターでは、看護
師による事故予防教室を継続的に
開催する。 

 保育園では、応急保育所開設を想定
した訓練を実施する。 
また、看護師による救命救急講習会

を継続し実施する。 
 児童館では、避難計画に基づき定期
的な訓練を実施する。 

【短期―中期―長期―継続】 
 子ども家庭支援センターでは、警察
官等による不審者対応訓練を実施す

る。 

２（他） 

・区災害対策本部体制による非常配備
体制の指定（児童館等・保育園） 

・区災害対策本部体制による非常配備
体制の指定 

・保育士の救急救命訓練の実施 
・不審者対応訓練の実施 

（保育園） 
・不審者対応訓練の実施 
（児童館等・放課後ひろば・ 

保育園） 
・「さすまた」等の防犯設備の設置（保
育園） 

・消火設備の点検、消火器の定期交換
等の実施（保育園） 

・消火訓練の実施 
（児童館等・放課後ひろば・保育園） 
・消防隊による講習会 

（児童館等） 
（保育園）消防署による講習会 
（保育園での実施） 

・看護師等による救命救急講習会の実
施 
・警察官による不審者対応訓練実施 

・月１回の防災訓練実施 

 

2-２ 食糧、水、燃料、物資等の供給が長期間途絶し、救助・救急・医療活動が滞る 

所管部 
最悪の事態を回避することに 

寄与している既存の取組内容 

課 題 

（不足している又は遅れのある事項） 
今後の取組予定（令和 10年度まで） 

取組の
方向性 

総務部 各避難所に防災備蓄倉庫を設置し食

糧や日用品等を備蓄 

・備蓄スペースが充分でない避難所

がある。 

【短期―中期―長期―継続】 

 災害時を想定した効果的な備蓄倉
庫の在り方を検討し、避難者等へ確
実に備蓄物品を提供できる体制を整

備する。また、令和元年台風第19号
の教訓から浸水が想定される避難所
については上階への移設を引き続き

進めていく。 

２（５） 

避難所や区庁舎等に外部からの燃料
供給を要しないLED投光器や非常用蓄
電池を配備 
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所管部 
最悪の事態を回避することに 

寄与している既存の取組内容 

課 題 

（不足している又は遅れのある事項） 
今後の取組予定（令和 10年度まで） 

取組の
方向性 

スポーツ・

文化・国際 

都市部 

総合体育館の利用者や一時滞在者の

身の安全を守るため、備蓄物品を確保 

・アレルギー食や宗教食、菜食主義な

どにも対応し、誰もが飲食することの
できる非常食を準備する必要があ
る。 

【短期―中期―長期―継続】 

 現状の備蓄物品のほか、一時滞在者
が必要とする備蓄物品について関係
部署と調整を進める。 

【短期―中期―長期―継続】 
 誰もが飲食できる共通の非常食を検
討し、収集した飲食店情報を関係部

署へ提供し、実際の備蓄へとつなげ
ていく。                                                                       

2（5） 

健康 
政策部 

ＥＭＩＳ（広域災害救急医療情報システ
ム）、災害時グループウェア等を活用し、
各病院の状況を把握する体制を構築 

・停電、断水時の透析患者の区外搬
送（中長期的な疎開）について、移送
手段、移送先、情報の管理方法の具

体化が必要 

【短期―中期―長期―継続】 
 災害時グループウェア等を使用した
定期的な情報連絡訓練を継続的に

行う。★（災害医療関係機関） 
【短期―中期―長期―継続】 
 東京都や透析医療ネットワークとの

情報共有体制等の確立、また災害医
療連携会議の各作業部会での検討
を通じて、透析患者の移送手段等を

検討する。★（都・災害医療関係機
関） 

２（他） 

災害拠点病院＊５か所は３日分を備蓄 

こども 
家庭部 

食料等の備蓄（３日分） 
（児童館等・保育園） 
（保育園） 

東京都帰宅困難者対象条例に関連し
て職員および園児を対象に３日分の
食糧を備蓄済。（備蓄率）当日は

100％、２日目の昼50％、以降は3日
目の昼まで30％、3日目夜0％ 

  【短期―中期―長期―継続】 
 児童館での備蓄品配備を計画的に
実施する。 

 保育園での備蓄品配備を計画的に
実施する。 

【短期―中期―長期―継続】 

 子ども家庭支援センターで医薬品・
食料を備蓄する。 

２（５） 

医薬品の備蓄 
（児童館・放課後ひろば・保育園）        
（保育園） 

消毒液等を配備。使用期限前に随時
交換。 

 

2-３ 救助・救急・医療活動に必要な移動ルートが損壊・遮断される  

所管部 
最悪の事態を回避することに 

寄与している既存の取組内容 

課 題 

（不足している又は遅れのある事項） 
今後の取組予定（令和 10年度まで） 

取組の

方向性 

地域力 
推進部 

久が原地区で、学校防災活動拠点＊に
おいて、災害時を想定した医療機関へ

の搬送ルートの複数案を検討 

・地域の実情により各地区での取組
が異なるため、好事例等の他地区へ

の展開が課題 

【短期―中期―長期―継続】 
 各地域での好事例の取組を紹介す

るなど、他地区での事例の活用を検
討する。 

2（他） 

健康 
政策部 

区が災害時グループウェア等を活用し、
災害時医療対策の関係者へ情報提供

を行う体制を構築 

・区内の道路状況等を把握し、医療
関係機関との情報共有が必要 

【短期―中期―長期―継続】 
 災害時グループウェア等を使用した

定期的な情報連絡訓練を継続的に
行う。★（災害医療関係機関） 

２（他） 

こども 

家庭部 

医薬品の備蓄(児童館等・放課後ひろ

ば・保育園） 
消毒液等を配備。使用期限等の維持
管理。 

  【短期―中期―長期―継続】 

 保育園では、医薬品の備蓄及び品質
年数の管理を行う。 

 児童館での備蓄品配備を計画的に

実施する。 

２（５） 
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所管部 
最悪の事態を回避することに 

寄与している既存の取組内容 

課 題 

（不足している又は遅れのある事項） 
今後の取組予定（令和 10年度まで） 

取組の
方向性 

鉄道・都市

づくり部 

補助２８号線（池上通り）・大森駅西口

広場の事業化に向けた都市計画手続き
の準備 

 【短期―中期―長期―継続】 

 補助 28 号線は、バス・タクシーや荷
さばき車両等の停車場所と本線交

通を分離することで、緊急車両等の
円滑な通行を可能とする。 

 西口広場は、災害時、避難者等の一

時滞留スペースや救護活動にも活
用できるオープンスペースを確保す
る。 

２（１） 

下丸子１号、２号踏切の抜本的対策に
向けた検討 

・東京都等の関係者（機関）との連携 【短期―中期―長期―継続】 

 法指定を受けた下丸子１号、２号踏

切の抜本的な対策とあわせ、災害に
強いまちづくりを行う。 

 下丸子１号、２号踏切の除却に向け

た調査・検討及び関係手続を実施す
る。 

【短期―中期―長期―継続】 

 踏切対策とあわせたまちづくりを推
進するため「下丸子駅周辺地区のま

ちづくり構想」を策定する。 
 構想の将来像の実現に向けた具体
的な取組を位置付ける「（仮称）下

丸子駅周辺地区グランドデザイン」
を策定する。 

２（１） 

下丸子駅周辺地区のまちづくり構想

（案）の策定 

都市基盤

整備部 

道路障害物除去路線及び主要路線を

調査対象として、５年毎に路面下空洞調

査を実施し、補修工事を施工 

・いずれの事業も重要であるが、投入

できる行政資源には限りがあるため、

優先順位の高いところから計画的か

つ着実に進めていく必要がある。 

・都市計画道路及び無電柱化の整

備に必要となる用地取得（まちづくり

推進部所管）や各企業者（ガス・水

道・下水等）の支障移設工事に時間

を要する。 

・道路障害物除却活動において、災

害協定団体が使用する重機のリース

業者と協定締結を行う必要がある。 

【短期―中期―長期―継続】 

道路障害物除去路線及び主要路線

を調査対象として、適時路面下空洞
調査を実施する。調査結果を受け、空
洞箇所の調査補修工事を道路占用

企業者と協力して実施する。★（民
間） 

【短期―中期―長期―継続】 

 街路樹保全基礎調査結果を受け、腐

朽樹木については適宜、撤去処分を

実施する。 

2（1） 

道路障害物除去路線を対象に平成30

年度から令和３年度の４か年計画で街

路樹保全基礎調査を実施し、補修工事

を施工 

橋梁＊耐震補強整備、架替整備（優先

対策橋梁のうち落橋防止等に着目した

整備を57橋完了） 

【短期―中期―長期―継続】 

 避難や物流等のシミュレーション解

析を実施した上で、より現実的な優

先対策橋梁の選定を行い、整備に着

手する。 

【短期―中期―長期―継続】 

 短期の取組の成果を踏まえて耐震整

備計画の見直しを行う。また、橋脚を

有する優先対策橋梁の耐震性能照

査を完了し、優先対策橋梁の耐震整

備を進める。 

【短期―中期―長期―継続】 

 都市計画道路は事業中の路線だけ

でなく、令和７年までに整備すべき優

先整備路線の事業化を図る。 

【短期―中期―長期―継続】 

 重機のリース業者との協定締結に向

け、検討を進めていく。 

2（1） 

都市防災機能の強化を目的の一つとし

た都市計画道路の整備 

無電柱化整備工事（区画街路１号線・

主要区道30号線・主要区道94号線 

等） 

道路障害物の除去について大田建設

協会等との災害協定締結 

防災船着場（天空橋船着場、大森ふる

さとの浜辺公園船着場）を整備 

（令和２年２月27日に船を使用した訓

練を実施） 

【短期―中期―長期―継続】 

 発災時に備え、東京都と連携して、総

務部防災危機管理課を中心とした

防災船着場の訓練を継続して実施

する。 

 災害時における確実な水上輸送を可

能とするため、水上輸送ルート上に架

かる橋梁の耐震整備を進めていく。 

【短期―中期―長期―継続】 

 「無電柱化推進計画」に定められた

地域や路線の無電柱化を今後優先

的に推進していく。 

2（1） 

今後優先的に無電柱化する地域や路

線を定める「無電柱化推進計画」を策

定（令和２年度） 
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 2-4 交通麻痺や被災、パンデミック等により医療従事者の絶対数が不足し、医療機能が麻痺する 

所管部 
最悪の事態を回避することに 

寄与している既存の取組内容 

課 題 

（不足している又は遅れのある事項） 
今後の取組予定（令和 10年度まで） 

取組の
方向性 

健康 

政策部 

大田区災害時医療職ボランティア要綱

を定め、看護師等の確保を推進する 

他県ＤＭＡＴの応援要請及び受入を円

滑に行うため、大田区災害医療コーディ

ネーターや東京都地域災害医療コーデ

ィネーターと連携を図る 

・医療者が勤務場所への到達が困難

な場合、近隣の病院等での医療救護

活動に従事する等、人的資源を有効

に活用する対策の検討が必要であ

る。 

【短期―中期―長期―継続】 

 各種広報媒体（区ホームページ、区

報等）を活用して、大田区災害時医

療職ボランティアの募集を継続する。 

 大田区災害医療連携会議にて、各コ

ーディネーターを含めた医療関係者

と連携して災害時医療体制の整備を

図ることを継続する。★（災害医療関

係機関） 

２（４） 

ＥＭＩＳ（広域災害救急医療情報システ

ム）、災害時グループウェアを活用し、各

病院の状況を把握する体制を構築（必

要に応じて各医師会へ応援要請を行

う） 

こども 

家庭部 

看護師の配置（保育園）      

 

 2-5 建物倒壊、電源喪失等により、病院機能や患者の移送・傷病者の救護体制を維持できなくなる 

所管部 
最悪の事態を回避することに 

寄与している既存の取組内容 

課題 

（不足している又は遅れのある事項） 
今後の取組予定（令和10年度まで） 

取組の

方向性 

健康 

政策部 

病院の耐震化に係る補助制度（コンサ

ル委託料） 

・病院の耐震化・免震化を促進する

ため、建物工事に係る補助制度が必

要である。 

・非常用電源の購入、移設（地下から

地上階）等に係る補助制度が必要で

ある。 

【短期―中期―長期―継続】 

 東京都や国の制度について、周知す

る。 

２（他） 

大田区災害医療コーディネーター等を

委嘱し、連携して患者の移送を実施する

体制を構築 

被災地内での受入れが困難な際、被災

地外へ空路による広域搬送を行う体制

を整備（東京都による広域搬送拠点の

設置） 

こども 

家庭部 

医薬品の備蓄(児童館等・放課後ひろ

ば・保育園） 

（保育園）消毒液等を配備 

使用期限等の維持管理  

  【短期―中期―長期―継続】 

 児童館での備蓄品配備を計画的に

実施する。 

 保育園での備蓄品配備を計画的に

実施する。 

 保育園では、災害時における医療的

ケア児への対応に関する研修を実施

する。 

２（５） 

救命救急訓練の実施(児童館等・放課

後ひろば・保育園） 

看護師研修の実施（保育園） 

 

2-6 電力供給停止等により在宅人工呼吸器患者等の機器類が停止し、死者が発生する 

所管部 
最悪の事態を回避することに 

寄与している既存の取組内容 

課題 

（不足している又は遅れのある事項） 
今後の取組予定（令和10年度まで） 

取組の

方向性 

福祉部 在宅で人工呼吸器を使用している人に

対して、訪問看護ステーションを介して

災害時個別支援計画の作成を依頼し、

区と訪問看護ステーションで情報共有 

・患者自身がバッテリーを確保するな

どの働きかけをすることで自助の力

を促進する必要がある。 

・災害時個別支援計画の作成につい

て、対象者及びその関係者へのより

一層の周知が必要である。 

・災害時個別支援計画を未作成の

方、訪問看護ステーションを利用して

いない在宅人工呼吸器使用者への

情報提供や支援等を行う必要があ

る。 

【短期―中期―長期―継続】 

 個別支援計画の実効性をより高める

ために内容を精査し、必要に応じて

変更を行う。 

 訪問看護ステーション、医師会などの

医療関係者の会議体に参加し、周知

を行うことで計画策定を促進する。 

【短期―中期―長期―継続】 

 健康政策部と連携し、人工呼吸器使

用者災害時支援について、方向性の

検討を進める。 

 大規模停電時における在宅人工呼

吸器使用者の電源確保のため、電源

設備保有施設の拡充を行う。 

２（４） 

２（5） 

２（他） 

各地域庁舎に人工呼吸器バッテリー充

電用の発電機を配備し、令和２年度に

はさらに来庁者向けに発電機１台、貸出

用として充電器１台を新たに配備 
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所管部 
最悪の事態を回避することに 

寄与している既存の取組内容 

課題（不足している 

又は遅れのある事項） 
今後の取組予定（令和10年度まで） 

取組の

方向性 

健康 

政策部 

災害時個別支援計画作成に係る保健

師のかかわり方について、訪問看護ス

テーション連絡会、福祉部等と具体化に

向けた検討を推進 

・非常用発電機（バッテリー）の配備

等が必要である。 

【短期―中期―長期―継続】 

 災害時個別支援計画の作成に係る

保健師のかかわり方について、訪問

看護ステーション連絡会、福祉部等と

連携して検討を行う。★（団体） 

２（４） 

必要に応じて医療機関へ搬送できるよ

う、個別支援計画の具体化、関係者との

情報共有に向けた検討を推進 
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３ 被災者の健康・生活環境を確保する 

3-１ 被災地において食料や飲料水等、生命に関わる物資やエネルギー等の供給が長期間停止する 

所管部 
最悪の事態を回避することに 

寄与している既存の取組内容 

課 題 

（不足している又は遅れのある事項） 
今後の取組予定（令和10年度まで） 

取組の

方向性 

総務部 各避難所に被害想定者の約１日分の食

糧等を備蓄（２日目以降については東

京都が備蓄又は調達） 

・蓄電池等、エネルギー供給に関わる

物品の備蓄が十分でない。 

・応急給水栓の使用方法の周知が不

足している。 

・備蓄品を各避難所へ配送するため

の人手を確保する必要がある。 

【短期―中期―長期―継続】 

 アレルギー対応など、備蓄食料の充

実を引き続き進める。 

 職員研修等を実施し、短期的に応急

給水栓の使用方法を周知する。 

３（１） 

各避難所地域内に応急給水栓及び資

機材を整備（給水栓は東京都が整備） 

地域防災計画に基づき各区内小・中学

校等（９１か所）や地区備蓄倉庫（３８か

所）に非常食を備蓄、アレルギー対応と

して備蓄物品（原材料）の内容をホーム

ページ等で周知 

賞味期限が到来したアルファ化米から

順次、アレルギー対応のレトルト食品へ

の切り替えを実施、令和元年度に避難

所９１か所にアレルギー対応のブラウン

シチューを備蓄 

外部からの燃料供給を要しないＬＥＤ投

光器や非常用蓄電池を配備 

地域力 

推進部 

羽田地区の学校防災活動拠点＊会議に

おいて、備蓄物品の見直しを実施 

・地域の実情により各地区での取組

が異なるため、好事例等の他地区へ

の展開が課題 

【短期―中期―長期―継続】 

 各地域での好事例の取組を紹介す

るなど、他地区での事例の活用を検

討する。 

3（1） 

3（他） 

産業 

経済部 

東京都米穀小売商業組合大田支部、

大田区食品衛生協会、東京都公衆浴

場業生活衛生同業組合大田支部等と、

応急炊き出し、応急給水に係る災害時

の協力協定を締結 

・休日夜間の対応や災害時の連絡体

制を構築するとともに、その実効性を

担保する必要がある。 

【短期―中期―長期―継続】 

 協定締結先と災害発生時の対応に

ついて協議を行っていく。 

【短期―中期―長期―継続】 

 協定発動を想定し、関係部局と連携

した連絡等訓練を継続的に実施す

る。 

3（1） 

こども 

家庭部 

食料等の備蓄（３日分）（児童館等・保

育園） 

（保育園）東京都帰宅困難者対象条例

に関連して職員および園児を対象に

３日分の食糧を備蓄済。（備蓄率）当

日は100％、２日目の昼50％、以降は

3日目の昼まで30％、3日目夜0％ 

  【短期―中期―長期―継続】 

 児童館での備蓄品配備を計画的に

実施する。 

 保育園での備蓄品配備を計画的に

実施する。 

 保育園での備蓄品配備を計画的

（循環備蓄）に実施する。 また、災害

発生時のマニュアルを活用し、調理

師以外の職員に対する調理訓練を

実施する。 

３（１） 

３（４） 

医薬品の備蓄（児童館等・放課後ひろ

ば・保育園）      

（保育園）消毒液等を配備。使用期限

等の維持管理。 
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所管部 
最悪の事態を回避することに 

寄与している既存の取組内容 

課 題 

（不足している又は遅れのある事項） 
今後の取組予定（令和10年度まで） 

取組の

方向性 

都市基盤

整備部 

橋梁＊耐震補強整備、架替整備（優先

対策橋梁のうち落橋防止等に着目した

整備を57橋完了） 

・いずれの事業も重要であるが、投入

できる行政資源には限りがあるため、

優先順位の高いところから計画的か

つ着実に進めていく必要がある。 

・都市計画道路及び無電柱化の整備

に必要となる用地取得（まちづくり推

進部所管）や各企業者（ガス・水道・

下水等）の支障移設工事に時間を要

する。 

・道路障害物除却活動において、災

害協定団体が使用する重機のリース

業者と協定締結を行う必要がある。 

・夜間に船着場を使用する場合の照

明や鍵の管理が課題となっている。 

【短期―中期―長期―継続】 

 避難や物流等のシミュレーション解

析を実施した上で、より現実的な優

先対策橋梁の選定を行い、整備に着

手する。 

【短期―中期―長期―継続】 

 短期の取組の成果を踏まえて耐震整

備計画の見直しを行う。また、橋脚を

有する優先対策橋梁の耐震性能照

査を完了し、優先対策橋梁の耐震整

備を進める。 

【短期―中期―長期―継続】 

 重機のリース業者との協定締結に向

け、検討を進めていく。 

3（1） 

道路障害物の除去について大田建設

協会等との災害協定締結 

都市防災機能の強化を目的の一つとし

た都市計画道路の整備 

【短期―中期―長期―継続】 

 都市計画道路は事業中の路線だけ

でなく、令和７年までに整備すべき優

先整備路線の事業化を図る。 

【短期―中期―長期―継続】 

 「無電柱化推進計画」に定められた

地域や路線の無電柱化を今後優先

的に推進していく。 

【短期―中期―長期―継続】 

 発災時に備え、東京都と連携して、総

務部防災危機管理課を中心とした

防災船着場の訓練を継続して実施

する。 

 災害時における確実な水上輸送を可

能とするため、水上輸送ルート上に架

かる橋梁の耐震整備を進めていく。 

3（1） 

無電柱化整備工事（区画街路１号線・

主要区道 30 号線・主要区道９４号線

等） 

防災船着場（天空橋船着場、大森ふる

さとの浜辺公園船着場）を整備 

（令和２年２月27日に船を使用した訓

練を実施） 

今後優先的に無電柱化する地域や路

線を定める「無電柱化推進計画」を策

定（令和２年度） 

環境 

清掃部 

  ・備蓄物資等の輸送について、具体

的な検討や訓練等を実施していない

ため、なるべく早期に検討を開始する

必要がある。 

【短期―中期―長期―継続】 

 備蓄物資の輸送等にかかる検討体

制を構築し、検討を進める。 

【短期―中期―長期―継続】 

 備蓄物資の輸送訓練を実施する。 

３（１） 

 

3-2 想定を超える避難者が避難所に殺到し、受け入れ困難な事態や物資の不足が生じる 

所管部 
最悪の事態を回避することに 

寄与している既存の取組内容 

課 題 

（不足している又は遅れのある事項） 
今後の取組予定（令和10年度まで） 

取組の

方向性 

総務部 避難所の容量が不足した場合に備え、

補完避難所38か所（区施設・協定先）

を指定し、物品等を備蓄 

・各避難所の運営状況を把握する必

要がある。 

・物流拠点を確保する必要がある。 

【短期―中期―長期―継続】 

 協定に基づき各備蓄倉庫周辺地域

の組合加盟企業が車両等を調達し、

輸送を行うための課題を検討する。

★（民間・団体） 

 災害時における国や都、他自治体か

らの支援物資の受入れを含めた物

資輸送体制の再構築、具体的な検

討に当たり、民間物流事業者や東京

都トラック協会大田支部との意見交

換等を行い、協力して進める。★（民

間・団体） 

３（１） 

地域力 

推進部 

都立、私立学校等の施設を補完避難所

として使用する「災害時における学校施

設に関する協定」を締結 

・避難所が受入不能となった状況に
おける情報伝達手段が確立していな

い。 
・補完避難所を開設する際の統一的
な基準、開設要員、物資配備を検討

する必要がある。 

・補完避難所の施設使用を想定した

訓練の強化が必要である。 

【短期―中期―長期―継続】 
 東京工業大学との連携について引き

続き検討する。★（団体） 

 都立田園調布高校と連携・協力し、

補完避難所の開設を想定した避難

者受付訓練など、実践的な訓練を継

続的に実施する。★（団体） 

3（5） 

総務部と連携した自助（自宅での備

蓄）の推奨 
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所管部 
最悪の事態を回避することに 

寄与している既存の取組内容 

課 題 

（不足している又は遅れのある事項） 
今後の取組予定（令和10年度まで） 

取組の

方向性 

スポーツ・

文化・国際 

都市部 

避難所等で通訳が必要な場合は、特別

出張所等に配備している多言語通訳タ

ブレットや電話通訳サービスを活用し対

応する 

・多くの避難所等からの支援要請が

ある場合は、特別出張所等に配備し
ている多言語通訳タブレット等を活用
する体制づくりが必要。 

・発災時の通信状況や通訳タブレットの

通訳者の確保が困難な場合が想定さ

れる。 

・災害時支援ボランティア等の育成
が求められる。 

【短期―中期―長期―継続】 

 全課に配備されているタブレット端末
等に、通訳対応アプリの導入を検討
する。（実施に当たっての電源確保も

検討する。） 
 災害時支援ボランティア等の育成を
支援する。 

3（2） 

大田区災害時要支援外国人相談窓口
の設置及び運営に関する協定を締結 
 

締結先 
（一財）国際都市おおた協会 
締結年月日 

平成30年12月28日 

通訳が必要な場所に災害時支援ボラン

ティア等を派遣する 

福祉部 区内高齢者施設30か所、障害者施設

19か所と福祉避難所として協定を締結
し、要支援者の避難先として確保 

・一次避難所から二次避難所（福祉

避難所）への移動手段を確保する必
要がある。 
・要支援者の特性に応じた福祉避難

所の受入体制（災害備蓄品を含む）
を整理する必要がある。 

【短期―中期―長期―継続】 

 福祉避難所のあり方について、震災
時・風水害時それぞれの開設・運営
について、方向性の検討を進める。 

３（３） 

福祉避難所開設等訓練の実施 

健康 
政策部 

  ・避難所での公衆衛生対策が必要で
ある。 

【短期―中期―長期―継続】 
 長期化する避難所生活における公衆
衛生対策の必要性について、健康支

援ハンドブックを使用し、啓発を行う。 

3（4） 

こども 
家庭部 

乳児を抱える世帯が保育園を一時生活
の場とする「福祉避難所」について、区
立保育園３０園および私立保育園２園

で1,334世帯が避難できる体制を整備 

・各保育園の福祉避難所の運営状況
を把握する必要がある。 

【短期―中期―長期―継続】 
 保育園において福祉避難所開設を
想定した訓練を実施する。 

3（他） 

保育園において福祉避難所開設を想定
した訓練を実施 

空港 

まち 
づくり 
本部 

羽田イノベーションシティにおける帰宅

困難者の受入れ対応、体制の整備 

・大田区と羽田イノベーションシティ運

営事業者との連携体制の整備及び
防災マニュアルの適宜見直し・改善
を進めていく必要がある。 

【短期―中期―長期―継続】 

 羽田イノベーションシティ運営事業者
との公民連携による連携体制の構
築・強化を図っていく。★（民間） 

 羽田イノベーションシティ運営事業者
と防災マニュアルの適宜見直し・改
善を行う。★（民間） 

3（5） 

令和２年5月に、羽田イノベーションシテ

ィにおいて災害用マンホールトイレ（10
基）及び簡易トイレを配備 

羽田イノベーションシティにおける防災
マニュアルを策定 

環境 
清掃部 

平成27年３月に23区で「特別区災害
廃棄物処理対策ガイドライン」を策定
し、災害時のし尿処理の扱いを規定 

・大田区災害廃棄物処理基本計画を
運用する中で、災害時のし尿処理の
具体的な対応について検討する必要

がある。 

【短期―中期―長期―継続】 
 災害時のし尿処理の具体的な対応
を検討する。 

【短期―中期―長期―継続】 
 災害時を想定した実地訓練を実施
する。 

3（他） 

災害廃棄物の処理に係る他自治体、民
間団体等との協力体制構築を目的とし

た協定締結 
「災害廃棄物の共同処理等に関する協
定」 

所管：清掃事業課 
締結先：特別区及び東京二十三区清掃
一部事務組合 

締結年月日：令和２.４.１ 
「災害時における事業者との協力協
定」計８件 

所管：清掃事業課 
締結先：東京環境保全協会、東京廃棄
物事業協同組合ほか 

締結年月日：令和２.４.１ 
（特別区清掃リサイクル主管課長会に
て、各協定の実施細目等調整中） 

令和２年３月「大田区災害廃棄物処理

計画」を策定 
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３-３ 広範囲なエリアにおける疫病や感染症の大規模発生、避難所における集団食中毒の発生等に対し、必要

な人員、物品（備蓄品、備蓄医薬品）等の不足により抑止できなくなる 

所管部 
最悪の事態を回避することに 

寄与している既存の取組内容 

課 題 

（不足している又は遅れのある事項） 
今後の取組予定（令和10年度まで） 

取組の

方向性 

総務部 非常食の備蓄については、地域防災計

画に基づき各区内小・中学校等（91か

所）や地区備蓄倉庫（38か所）に備

蓄。備蓄食料品の入替は賞味期限前に

実施、アレルギー対応については備蓄

物品（原材料）の内容をホームページ

等で周知。 

・備蓄品は種類、メーカー等を細かく

分ける必要がある。 
・被災後に救援物資の振り分けを行
う際には、同種の物を広範囲に配布

しないようにする必要がある。 

・備蓄食料を原因とする食中毒の発

生を回避するためには、備蓄食料の

量的充足及び種類の充実が求めら

れるが、備蓄倉庫の広さや現状の管

理状況を踏まえると現時点では難し

い。 

【短期―中期―長期―継続】 

 安全安心な備蓄食料の提供につい

て、継続的に検討し、改善を図る。 

 引き続き、アルファ化米からアレルギ

ー対応のレトルト食品の切り替えを進

めていく。 

３（１） 

賞味期限が到来したアルファ化米から

順次、アレルギー対応のレトルト食品の

切り替えを推進。令和元年度には避難

所91か所にアレルギー対応のブラウン

シチューを入庫完了。 

地域力 

推進部 

総務部と連携し、感染症拡大の予防に

備え、学校防災活動拠点＊の備蓄倉庫

に救急箱、マスク、ゴム手袋、消毒剤等

を備蓄 

・避難所では、感染症隔離エリアの確

保が困難であり、専門的な知識も不

足すると見込まれる。 

【短期―中期―長期―継続】 

 避難所での感染症対策について検

討していく。 

3（4） 

健康 

政策部 

医師等による医療救護班の巡回体制の

構築 

・対応人員の確保及び消毒薬等の資

機材の備蓄を進める必要がある。 

・避難所内で有症状者のエリアを分

ける必要がある。 

【短期―中期―長期―継続】 

 大田区災害医療連携会議の作業部

会で避難所に開設する医療救護所

の巡回体制の構築を検討する。★

（災害医療関係機関） 

 長期化する避難所生活における公衆

衛生対策の必要性について、健康支

援ハンドブックを使用し、啓発を行う。 

３（４） 

避難所における衛生指導、防疫活動、

食中毒対策を行う専門職による体制

（班）の構築 

被災住民の健康調査の実施により患者

発見に努め、必要に応じ避難所等の消

毒指導を実施 

こども 

家庭部 

  ・周辺自治体や民間会社等との連携

協定を締結する必要がある。 

【短期―中期―長期―継続】 

 協定締結に向けた検討を行う。 

３（４） 

 

3-4 想定を超える帰宅困難者が発生し、滞在場所や物資が不足する 

所管部 
最悪の事態を回避することに 

寄与している既存の取組内容 

課 題 

（不足している又は遅れのある事項） 
今後の取組予定（令和10年度まで） 

取組の

方向性 

地域力 

推進部 

千束地区で、東京工業大学との連携に

ついて検討 

・帰宅困難者の滞在場所が不足して

いる。 

・補完避難場所との連携、機能の検

討が必要である。 

【短期―中期―長期―継続】 

 東京工業大学との連携について検

討する。★（団体） 

3（5） 

スポーツ・

文化・国際 

都市部 

通訳が必要な場合は、特別出張所等に
配備している多言語通訳タブレットや電

話通訳サービスを活用し対応する 

・帰宅困難者滞在場所から多くの支

援要請がある場合は、特別出張所等

に配備している多言語通訳タブレット

等を活用する体制づくりが必要。 

・停電等で通訳タブレット等の使用が

不可になることが想定される。 

・災害時支援ボランティア等の育成

が求められる。 

【短期―中期―長期―継続】 

 全課に配備されているタブレット端末

等に、通訳対応アプリの導入を検討

する。（実施に当たっての電源確保も

検討する。） 

 災害時支援ボランティア等の育成を

支援する。 

3（2） 

通訳が必要な場所に災害時支援ボラン
ティア等を派遣する 

区民部 蒲田駅周辺における民間事業者との更

なる協定の締結について検討 

・蒲田駅周辺で帰宅困難者が一時

的に滞在できる地理的に適当な事業

者が現れていない。 

・一時滞在施設において感染症予防

対策を講じる必要がある。 

・駅や集客施設等の事業者が、利用

者保護の対策を進める必要がある。 

【短期―中期―長期―継続】 

 区ホームページや蒲田駅周辺滞留

者対策推進協議会において、蒲田駅

周辺の帰宅困難者一時滞在施設に

関する事業者への周知を行う。 

 関係各部及び蒲田駅周辺滞留者対

策推進協議会において、感染症予防

対策について検討する。 

３（５） 

関係各部との感染症予防対策に関する

事前協議 

  



35 

  

 

所管部 
最悪の事態を回避することに 

寄与している既存の取組内容 

課 題 

（不足している又は遅れのある事項） 
今後の取組予定（令和10年度まで） 

取組の

方向性 

福祉部 要支援者の避難場所として、福祉避難

所及び学校等避難所における要配慮

者スペースの開設準備の実施 

・福祉避難所と要配慮者スペースと

の役割の違いを明確にすることが必

要である。 

・帰宅困難となった要支援者に対し、

区内でバリアフリー設備が整った公

共施設を一時的避難場所として提供

するための連携を図る必要がある。 

【短期―中期―長期―継続】 

 要配慮者スペースと福祉避難所の

避難対象者を明確にする。 

 帰宅困難者一時的避難場所として

指定されている施設に要支援者スペ

ースを設けることについて検討・調整

を行う。 

３（３） 

福祉避難所及び要配慮者スペースにお

ける必要な物資の備蓄状況を確認・調

整中 

鉄道・都市

づくり部 

蒲田駅西口広場初動期整備 ・蒲田駅東西の連絡機能について安

全性、利便性などが不足している。 

・蒲田駅前の公共空間が不足してい

る。 

【短期―中期―長期―継続】 

 蒲田駅周辺地区グランドデザインに
基づき、蒲田駅東西自由通路のほか

駅を中心とする基盤施設を一体的に
捉えた整備の検討を行う。 

３（５） 

補助２８号線（池上通り）・大森駅西口

広場の事業化に向けた都市計画手続き

の準備 

 【短期―中期―長期―継続】 

 補助 28 号線は、バス・タクシーや荷

さばき車両等の停車場所と本線交通
を分離することで、緊急車両等の円
滑な通行を可能とする。 

 西口広場は、災害時、避難者等の一
時滞留スペースや救護活動にも活用
できるオープンスペースを確保する。 

3（5） 

都市基盤

整備部 

 ・徒歩帰宅者の休憩・情報提供等の

場となる公園・緑地の整備を進める

必要がある。 

【短期―中期―長期―継続】 

 帰宅困難者対策に資する公園緑地

の活用方針の検討を行う。 

3（5） 

 

3-5 避難所生活が長期化し、保健・環境衛生対策の不足等により、心身の不調や災害関連死が発生する 

所管部 
最悪の事態を回避することに 

寄与している既存の取組内容 

課 題 

（不足している又は遅れのある事項） 
今後の取組予定（令和10年度まで） 

取組の

方向性 

地域力 
推進部 

心身不調の予防のための取組として、
入新井地区で介護予防事業や防災講
習会、健康講演会等を実施 

・地域の実情により各地区での取組
が異なるため、好事例等の他地区へ
の展開が課題である。 

【短期―中期―長期―継続】 

 各地域での好事例の取組を紹介す

るなど、他地区での事例の活用を検
討する。 

3（他） 

健康 

政策部 

保健師等が巡回できるまでの間、避難
所内において、自助・共助の取組で予

防ができる啓発物を作成 

・全避難所への普及啓発活動が必要

である。 

・避難所からの医療ニーズに係る情

報収集体制の整備（避難所→健康

政策部）と、情報に基づき行動判断

するための訓練が必要である。 

【短期―中期―長期―継続】 

 避難所生活での保健衛生対策の普

及啓発のため、避難所における公衆

衛生対策訓練を実施する。実施方法

は、避難所の訓練と連携して行い、参

加している区民に保健衛生対策の普

及啓発を行う。 

３（４） 

避難所の訓練において、保健衛生対策
の普及啓発を実施（必要性について運

営スタッフ・参加者に説明） 

胃腸炎患者への支援策として、経口補

水液の備蓄や供給体制の確保のため、
災害時協力協定の締結を実施 
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４ 発災直後から必要不可欠な行政機能・情報伝達機能を確保する 

４-1 区の職員の被災や参集困難、公共施設の被災、パンデミック等により行政機能が大幅に低下する 

所管部 
最悪の事態を回避することに 

寄与している既存の取組内容 

課 題 

（不足している又は遅れのある事項） 
今後の取組予定（令和10年度まで） 

取組の

方向性 

企画 

経営部 

公共施設の耐震化率は約99％ 

耐震性が不足している施設については、
改修計画や改築設計に着手 

・公共施設におけるパンデミック対策

の充実を図る必要がある。 

【短期―中期―長期―継続】 

 建物の老朽化や劣化状況を適切に
把握し、計画的に改築や改修を行
い、適正な維持管理に努める。 

 パンデミック対策として、ドアノブや水
栓などを通じた接触機会を減少させ
るための方策を検討する。 

 パンデミック対策として、施設の換気
能力の充実を図っていく。 

４（他） 

平成30年度に区役所本庁舎の構造

体、非構造部材、建築設備の耐震性能
の向上を図るため、耐震性向上改修工
事を実施 

総務部 状況に応じて職員の参集を図るため、
各所属で緊急連絡網を作成 

・公共交通機関の不通等、職員が登
庁できないことが想定される。 
・職員の災害対策に対する意識を向

上する必要がある。 
・職員一人ひとりが日常的な感染症
予防を徹底する必要がある。 

・システムを活用できる職員を増やす
必要がある。 
・災害対策本部体制の連携強化が

課題 
・本庁舎が火災や浸水等により使用
できない場合に備え、本庁舎の代替

庁舎についての検討を進める必要が
ある。 

【短期―中期―長期―継続】 
 国や都の動向を把握し、適宜地域防
災計画の改訂を行い、区の防災対策

を推進する。 
 災害対策本部体制について、令和元
年の台風第19号の教訓や様々な訓

練（災害対策本部活動の確認や総
合防災情報システム習熟）を通して、
体制・連携強化に努める。 

 被災地派遣を経験した区職員や災
害対応経験者による講話を通して、
職員の防災意識の向上を図る。★

（国・都・団体） 
 頻発する地震や風水害などの大規
模災害を想定した訓練を実施する。

★（国・都・団体） 
 代替庁舎の使用計画について具体
化していく。 

４（１） 

職場における「３つの密」を回避するた
めの取組 

（時差出勤、週休日の振替等） 

大田区業務継続計画（ＢＣＰ＊）の作成 

必要に応じて地域防災計画を改定 
【令和３年部分修正（令和２年度）】 
令和元年台風 19 号を踏まえての風水

害対策の強化及び災害時の感染症対
策の取組を反映 
【令和４年全体修正（令和３年度）】 

東京都地域防災計画の修正や災害対
策基本法の改正を踏まえて整合性確保 

【短期―中期―長期―継続】 
 首都直下地震等による新たな被害
想定や東京都の地域防災計画の修

正を踏まえ、区地域防災計画を修正
する。 

 東京都の地域防災計画や業務継続

計画（ＢＣＰ）の修正を踏まえ、大田区
業務継続計画（ＢＣＰ）を修正する。 

総合防災情報システムを活用した訓練

を実施 

地域力 
推進部 

学校防災活動拠点＊において、避難所
開設・運営について、地域の方の力で

行えるよう訓練を実施 

・区施設が被災した場合の代替施設
の検討が必要である。 

・感染症の疑いがある避難者の受入
れを想定した訓練が未実施である。 
・災害時の組織人員体制の検討が必

要である。 

【短期―中期―長期―継続】 
 感染症対策も想定した学校防災活

動拠点訓練を継続して実施する。 
 水害時の特性及び感染症対策を考
慮した施設使用計画の見直しを行

う。 

4（1） 

感染症対策を考慮した避難所の開設・

運営 

区民部 ＢＣＰに基づく業務計画に則り、必要最
低限の窓口業務等を実施 

・区内在住者の減少により参集でき
る職員数が減少している。 
・パンデミック等の感染拡大状況によ

っては職員の参集に支障をきたす可
能性がある。 

【短期―中期―長期―継続】 
 区内在住者の人事配置について人
事課と協議していく。 

 ＢＣＰに基づく、必要最低限の窓口業
務等への対応を検討する。 

 DXの推進に伴い、窓口業務等につ

いてBPR（業務改善）を検討してい
く。 

４（他） 

発生段階に応じて窓口業務等の継続、

縮小、休止を実施 

福祉部 災害時における福祉避難所への人員配
置計画を検討中 

・災害時における組織人員体制につ
いて、平時からの検討が必要である。 
・発災時の時間帯により、参集可能な

職員の数が流動的である。 

【短期―中期―長期―継続】 
 福祉避難所への職員の派遣を含め
た人員体制の整備を進める。 

４（他） 

災害時における学校等避難所内要配
慮者スペース運営体制の構築 

・学校防災活動拠点と連携し、要配
慮者スペースの運営体制を構築、強

化していく必要がある。 

【短期―中期―長期―継続】 
 学校等避難所内における要配慮者ス

ペースの運営マニュアルにより、配置
職員への研修を継続していく。 

 学校防災活動拠点訓練等に参加し、

連携強化を進める。 

健康 

政策部 

災害応急対策業務等を迅速かつ適切

に実施するため、災対健康政策部初動
マニュアルを作成 

ＤＥＨＡＴ（健康危機管理支援チー

ム）等の受入れ体制構築の検討が必
要 

【短期―中期―長期―継続】 

 災害時における初動対応訓練を健
康政策部で実施し、円滑な災害時初
動対応ができるようにする。 

4（1） 



37 

  

 

所管部 
最悪の事態を回避することに 

寄与している既存の取組内容 

課 題 

（不足している又は遅れのある事項） 
今後の取組予定（令和10年度まで） 

取組の

方向性 

環境 

清掃部 

職員の参集困難や、通常の清掃業務に

災害廃棄物処理業務が上乗せとなるこ
とで、必要な人数が確保できない場合
には、委託事業者に作業員付き車両を

要請 

・協定先も同時に被災することを想定

し、連携先を広域に広げていく必要
がある。 

【短期―中期―長期―継続】 

 協定内容について定例的な意見交
換を実施する。★（団体） 

 新たな協定締結先の検討を行う。 

４（２） 

災害時の廃棄物対策を中心とした協定

として以下を締結 
「災害時におけるがれき・ごみ処理等応
急対策活動に関する協定」 

所管：清掃事業課 
締結先：大田区環境協会 
締結年月：平成 14.３.27 

(最終更新：平成 27.４.22） 
令和３年１２月大田区環境協会と意見交
換実施（出動可能人員・機材等確認） 

 

４-2 治安が悪化し犯罪が多発する 

所管部 
最悪の事態を回避することに 

寄与している既存の取組内容 

課 題 

（不足している又は遅れのある事項） 
今後の取組予定（令和10年度まで） 

取組の

方向性 

総務部 区民安全・安心メールによる啓発 ・区民安全・安心メールを登録してい

ない方への普及啓発。 

【短期―中期―長期―継続】                    

 区民の安全・安心のため、区内４警
察署に立寄って犯罪発生状況等の
情報提供を受けるなど、警察署と連

携しながら、青色回転灯装備車両に
よるパトロールを継続的に実施する。 

 広報媒体で区民への周知を行う。 

４（３） 

青色回転灯装備車両によるパトロール

体制の整備 

地域力 
推進部 

自治会・町会＊の会議や地域力推進会
議において、防犯意識の向上を推進 

・発災時に十分対応できるかが課
題。 

【短期―中期―長期―継続】 
 自治会・町会主体で行われている防
犯パトロールの枠組みを活かし、学

校防災活動拠点会議などで、「地域
の見回り」「防犯活動」の具体的な
取組方法を検討する。★（区民） 

4（他） 

自治会・町会等の地域の方が主体で実
施している防犯パトロール活動を支援 

学校防災活動拠点＊運営マニュアルに
「地域の見回り」「防犯活動」の項目を

規定 

こども 
家庭部 

「さすまた」等の防犯設備の設置（保育
園） 

  【短期―中期―長期―継続】 
 保育園において「さすまた」等を使用
した防犯訓練を実施する。 

4（他） 

 

４-3 電力供給停止等により情報発信ツールが使用できなくなり、被災者へ必要な情報が伝達できない 

所管部 
最悪の事態を回避することに 

寄与している既存の取組内容 

課 題 

（不足している又は遅れのある事項） 
今後の取組予定（令和10年度まで） 

取組の

方向性 

企画 
経営部 

インターネットへのアクセスが可能な状
態であれば、ツイッター、LINEでの情報
発信が可能 

   

庁舎非常電源の活用、非常用バッテリ
ー（ソーラーパネル付属）の用意 

総務部 本庁舎非常電源設備の定期的な点検・
作動確認 

・発災時を想定した非常電源設備の
燃料の補充等を訓練する必要があ

る。 
・一部の発信ツールが使用不可とな
った場合に備え、多様な手段により区

民への情報発信ができる環境を整え
る必要がある。 

【短期―中期―長期―継続】 
 可搬型の非常用蓄電池及び充電用

ソーラーパネルを整備する。 
【短期―中期―長期―継続】 
 防災アプリや防災行政無線等、多用

な手段で区民への災害情報発信が
できる環境を整備する。 

４（３） 

災害対策本部機能を維持するための非

常用電源の確保 

非常電源設備の燃料（３日分）を備蓄、

電力停止が長期間に及ぶ場合の燃料
確保のため協定を締結 

【短期―中期―長期―継続】 

 毎年の設備定期点検時に燃料補充
の確認作業を実施する。 

４（３） 
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所管部 
最悪の事態を回避することに 

寄与している既存の取組内容 

課 題 

（不足している又は遅れのある事項） 
今後の取組予定（令和10年度まで） 

取組の

方向性 

地域力 

推進部 

特別出張所や学校防災活動拠点＊に発

動発電機を備え、運転訓練、点検を実
施 

・発動発電機の使用時間に限り（約

72時間）がある。 

【短期―中期―長期―継続】 

 発動発電機及び蓄電池の点検を実
施するとともに、これらを活用した訓
練を実施し、災害時に対応できる体

制を整える。 

4（3） 

令和２年度より特別出張所や学校防災

活動拠点に蓄電池の配備を開始 

スポーツ・

文化・国際 

都市部 

 ・災害時要支援外国人相談窓口であ
るおおた国際交流センター及び本庁
舎で従事する職員用の蓄電池、スマ

ホ充電器の整備が必要である。 

【短期―中期―長期―継続】 
 蓄電池や充電器のおおた国際交流
センター等での導入を検討する。 

4（3） 

産業 
経済部 

大田区観光情報センタースタッフが、災
害時にテレビやＰＣを活用し、情報収集・
発信が行えるよう蓄電池を設置 

・発災時、即時に使用可能な状態で
ある必要がある。 

【短期―中期―長期―継続】 
 災害に備えて定期的な動作確認など
の点検を実施する。 

4（3） 

大田区観光情報センターに、災害時来

場する方々のスマートフォン用充電器を
設置 

健康 
政策部 

緊急医療救護所＊等を示した啓発物品
を作成し、周知活動を実施 

・緊急医療救護所等災害時の医療
体制について区民の認知度が低く、

新たな広報手段が必要である。 

【短期―中期―長期―継続】 
 各種広報媒体（区ホームページ、区

報等）を活用して、災害時医療体制
の周知を図る。 

４（他） 

平成２９年度から大田区災害時医療フ
ォーラムを実施して区の災害時医療体

制について周知 

こども 
家庭部 

各保育園に自家発電機を配備 ・職員全員が自家発電機を使用でき
ることが必要である。 
・自家発電機の使用時間に制限があ

る。 

【短期―中期―長期―継続】 
 保育園において発電機の使用訓練
を実施する。 

4（他） 

 

４-4 情報連絡ツールの不足等により、関係機関との連絡・情報共有が停滞し、被害の拡大や復旧・復興の遅れ

が生じる 

所管部 
最悪の事態を回避することに 

寄与している既存の取組内容 

課 題 

（不足している又は遅れのある事項） 
今後の取組予定（令和10年度まで） 

取組の

方向性 

総務部 災害時通信手段の見直しに向けた実施
計画の実現 

・情報連絡システムを扱う職員の習
熟度を向上する必要がある。 
・関係機関との連絡・情報共有体制

を整備する必要がある。 

【短期―中期―長期―継続】 
 大田区災害時情報通信システム実
施計画書に基づくシステム構築・運

用設計を行う。 
 学校防災活動拠点の発信力強化を
図る。 

4（3） 

学校防災活動拠点の整備 
（情報拠点を含む） 

地域力 
推進部 

自治会・町会＊と特別出張所にデジタル
トランシーバー、スマホ（災害時優先電

話）を配備し、連絡体制を整備 
災対地域力推進部と各特別出張所で
はＰＨＳイエデンワ、総合防災情報システ

ムによる連絡・情報共有手段を備え、訓
練を実施 

・自治会・町会以外の関係機関との
情報連絡ツールが不足している。 

・防災行政無線の通信状況・電波状
況を改善する必要がある。 

【短期―中期―長期―継続】 
 自治会・町会における情報通信訓練

を強化し、関係機関の活動状況など
も収集できる体制を整備する。★（区
民） 

4（3） 

災害対策本部と特別出張所で総合防

災情報システムを活用した情報収集を
実施 

健康 
政策部 

災害時グループウェアの通信手段とし
て、地域ＢＷＡ回線網の活用推進 

 【短期―中期―長期―継続】 
 緊急医療救護所等の訓練に加え、災
害時グループウェア等を使用した情

報連絡訓練を継続的に実施する。★
（災害医療関係機関） 

４（３） 

災害拠点病院＊を中心としたグループ

化を図り、グループ内で対応（相互支
援、傷病者搬送等）できる体制を構築 

令和２年度に災害時優先携帯電話を緊
急医療救護所となる病院等に配備 
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５ 都市機能、経済活動を迅速に復旧する 

5-1 電気、ガス、上下水道等のライフラインが長期間停止する 

所管部 
最悪の事態を回避することに 

寄与している既存の取組内容 

課 題 

（不足している又は遅れのある事項） 
今後の取組予定（令和10年度まで） 

取組の

方向性 

健康 

政策部 

災害拠点病院＊は３日分を備蓄   【短期―中期―長期―継続】 

 災害拠点病院の食糧や非常電源確
保状況の把握に努める。★（災害医
療関係機関） 

5（他） 

都市基盤

整備部 

避難所、災害復旧拠点等の周辺の下水
道施設の耐震化（令和２年度完了） 

・いずれの事業も重要であるが、投入
できる行政資源には限りがあるため、

優先順位の高いところから計画的か
つ着実に進めていく必要がある。 

・都市計画道路及び無電柱化の整

備に必要となる用地取得（まちづくり

推進部所管）や各企業者（ガス・水

道・下水等）の支障移設工事に時間

を要する。 

【短期―中期―長期―継続】 
 都市計画道路は事業中の路線だけ

でなく、令和７年までに整備すべき優
先整備路線の事業化を図る。 

【短期―中期―長期―継続】 

 「無電柱化推進計画」に定められた
地域や路線の無電柱化を今後優先
的に推進していく。 

5（1） 

無電柱化整備工事（区画街路１号線・
主要区道 30 号線・主要区道 94 号線
等） 

都市防災機能の強化を目的の一つとし
た都市計画道路の整備 

今後優先的に無電柱化する地域や路
線を定める「無電柱化推進計画」の策
定（令和２年度） 

 

5-2 道路・鉄道などの交通網が寸断され、陸上、海上の移動・輸送機能が麻痺する 

所管部 
最悪の事態を回避することに 

寄与している既存の取組内容 

課 題 

（不足している又は遅れのある事項） 
今後の取組予定（令和10年度まで） 

取組の

方向性 

総務部 災害時の物資水上輸送に関する協定
の締結 

・搬出や輸送を行う職員の習熟度向
上、陸揚げした物資の配送に必要な

陸上輸送ルートの確保、船舶の着岸
環境の整備（航路の水深確保など）
を進める必要がある。 

【短期―中期―長期―継続】 
 国や都と連携し、水上輸送訓練を実

施する。★（国・都・団体） 
 協定に基づく物資輸送体制構築等の

検討を進める。 

 庁内での調整を図り、ハード部分の
整備を進める。 

５（１） 

防災船着場を活用した水上輸送訓練

の実施 
【令和４年２月に東京都主催の水上輸
送訓練に参加】 

鉄道・都市

づくり部 

災害時の迂回ルートの機能を持つ新空
港線＊の整備促進（課題となっていた都
区費用負担割合の合意、整備主体とな

る第三セクターの設立） 

・早期の整備着手に向けて、整備主
体となる「羽田エアポートライン株式
会社」が行う、都市鉄道等利便増進

法の手続き等を支援する必要があ
る。 
・二期整備範囲のルートや京急空港

線との接続など整備方法について、
関係者と協議して決定する必要があ
る。 

【短期―中期―長期―継続】 
 都市鉄道等利便増進法に基づく大
臣認定の取得に向けて、「羽田エア

ポートライン株式会社」を支援する。 
【短期―中期―長期―継続】 
 「羽田エアポートライン株式会社」を

中心として、関係者との協議・調整を
進め、整備着手を目指す。★（国・都・
民間） 

【短期―中期―長期―継続】 
 二期整備の接続など整備方法につ
いて、関係者との協議・調整を進め

る。★（国・都・民間） 

５（１） 

都市基盤

整備部 

防災船着場（天空橋船着場、大森ふる
さとの浜辺公園船着場）を整備 

（令和２年２月27日に船を使用した訓
練を実施） 

・いずれの事業も重要であるが、投入
できる行政資源には限りがあるため、

優先順位の高いところから計画的か
つ着実に進めていく必要がある。 
・都市計画道路及び無電柱化の整

備に必要となる用地取得（まちづくり
推進部所管）や各企業者（ガス・水
道・下水等）の支障移設工事に時間

を要する。 
・夜間に船着場を使用する場合の照
明や鍵の管理が課題となっている。 

【短期―中期―長期―継続】 
 発災時に備え、東京都と連携して、総

務部防災危機管理課を中心とした防
災船着場の訓練を継続して実施す
る。 

 災害時における確実な水上輸送を可
能とするため、水上輸送ルート上に架
かる橋梁＊の耐震整備を進めていく。 

5（1） 

無電柱化整備工事（区画街路１号線・
主要区道30号線・主要区道94号線

等） 
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所管部 
最悪の事態を回避することに 

寄与している既存の取組内容 

課 題 

（不足している又は遅れのある事項） 
今後の取組予定（令和10年度まで） 

取組の

方向性 

都市基盤

整備部 

都市防災機能の強化を目的の一つとし

た都市計画道路の整備 

≪P.39 5-2 の課題再掲≫ 

・いずれの事業も重要であるが、投入
できる行政資源には限りがあるため、
優先順位の高いところから計画的か

つ着実に進めていく必要がある。 
・都市計画道路及び無電柱化の整
備に必要となる用地取得（まちづくり

推進部所管）や各企業者（ガス・水
道・下水等）の支障移設工事に時間
を要する。 

・夜間に船着場を使用する場合の照
明や鍵の管理が課題となっている。 

【短期―中期―長期―継続】 

 避難や物流等のシミュレーション解
析を実施した上で、より現実的な優
先対策橋梁の選定を行い、整備に着

手する。 
【短期―中期―長期―継続】 
 都市計画道路は事業中の路線だけ

でなく、令和７年までに整備すべき優
先整備路線の事業化を図る。 

【短期―中期―長期―継続】 

 短期の取組の成果を踏まえて耐震整
備計画の見直しを行う。また、橋脚を
有する優先対策橋梁の耐震性能照

査を完了し、優先対策橋梁の耐震整
備を進める。 

5（1） 

橋梁＊耐震補強整備、架替整備（優先

対策橋梁のうち落橋防止等に着目した
整備を 57橋完了） 

今後優先的に無電柱化する地域や路
線を定める「無電柱化推進計画」を策

定（令和２年度） 

・道路障害物除却活動において、災

害協定団体が使用する重機のリース

業者と協定締結を行う必要がある。 

【短期―中期―長期―継続】 
 「無電柱化推進計画」に定められた

地域や路線の無電柱化を今後優先
的に推進していく。 

【短期―中期―長期―継続】 

 重機のリース業者との協定締結に向
け、検討を進めていく。 

５（１） 

道路障害物の除去について大田建設
協会等との災害協定締結 

 

5-3 羽田空港や空港周辺エリアの被災により、空の移動・輸送機能が麻痺する 

所管部 
最悪の事態を回避することに 

寄与している既存の取組内容 

課 題 

（不足している又は遅れのある事項） 
今後の取組予定（令和10年度まで） 

取組の

方向性 

総務部 都等防災関係機関と連携して、特別防

災区域内（羽田空港一～三丁目の一
部）に対する防災対策を推進 

・空港エリアの発災による区民の影

響を考慮した対応が必要である。 

【短期―中期―長期―継続】 

 都等防災関係機関と連携しながら対
応する。★（国・都・団体） 

５（5） 

都等防災関係機関との通信訓練及び
図上訓練や他機関が行う防災訓練の
視察を実施 

 

5-4 被災やパンデミックにより事業継続が困難になり、多数の区内事業者が倒産・廃業する 

所管部 
最悪の事態を回避することに 

寄与している既存の取組内容 

課 題 

（不足している又は遅れのある事項） 
今後の取組予定（令和10年度まで） 

取組の

方向性 

産業 

経済部 

国や東京都と連携し、区内の中小企業

者に低利で利用できる各種の融資を金
融機関にあっせん 

・ＢＣＰの策定など、災害・パンデミック

への事前対策に取り組んでいる事業
者の割合は低いことが予想される。 

【短期―中期―長期―継続】 

 企業の危機管理に関する簡易版
BCPシートの配布に加え、ＢＣＰ策定
セミナー等東京都の事業等とも連携

し、事業者の危機管理意識の向上を
図る。 

 区内中小企業・小規模事業者におけ

るBCP策定・危機管理対策の好事
例等を収集の上、広く区内事業者に
紹介する。 

5（2） 

区内産業関係団体と平時から協力体
制を構築し、情報交換を実施 

企業の危機管理に関する簡易版BCP＊

シートを作成・配布 

 

5-5 金融サービス等の機能停止により区民生活や商取引に甚大な影響が発生する 

所管部 
最悪の事態を回避することに 

寄与している既存の取組内容 

課 題 

（不足している又は遅れのある事項） 
今後の取組予定（令和10年度まで） 

取組の

方向性 

産業 
経済部 

  ・金融機関等の機能が停止した場合
において、区内中小企業者が事業を

継続するための備えが必要となる。 
・ＢＣＰの策定など、災害・パンデミック
への事前対策に取り組んでいる事業

者の割合は低いことが予想される。 

【短期―中期―長期―継続】 
 災害時における事業の継続・早期復

旧について、区内中小企業者や金融
機関の問題意識を高め、ＢＣＰの策
定等に向けた普及啓発に努める。 

5（２） 
5（7） 
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5-6 災害廃棄物の処理が停滞し、復旧・復興の大幅な遅れや莫大な処理費用が生じる 

所管部 
最悪の事態を回避することに 

寄与している既存の取組内容 

課 題 

（不足している又は遅れのある事項） 
今後の取組予定（令和10年度まで） 

取組の

方向性 

都市基盤

整備部 

橋梁＊耐震補強整備、架替整備（優先

対策橋梁のうち落橋防止等に着目した
整備を57橋完了） 

・いずれの事業も重要であるが、投入

できる行政資源には限りがあるため、
優先順位の高いところから計画的か
つ着実に進めていく必要がある。 

・都市計画道路及び無電柱化の整
備に必要となる用地取得（まちづくり
推進部所管）や各企業者（ガス・水

道・下水等）の支障移設工事に時間
を要する。 
・廃棄物処理場が内陸部に無い。

（大規模な公園は避難場所や仮設住
宅の予定地となっている。） 

【短期―中期―長期―継続】 

 避難や物流等のシミュレーション解
析を実施した上で、より現実的な優
先対策橋梁の選定を行い、整備に着

手する。 
【短期―中期―長期―継続】 
 短期の取組の成果を踏まえて耐震整

備計画の見直しを行う。また、橋脚を
有する優先対策橋梁の耐震性能照
査を完了し、優先対策橋梁の耐震整

備を進める。 
【短期―中期―長期―継続】 
 都市計画道路は事業中の路線だけ

でなく、令和７年までに整備すべき優
先整備路線の事業化を図る。 

5（1） 

都市防災機能の強化を目的の一つとし
た都市計画道路の整備 

無電柱化整備工事（区画街路１号線・
主要区道30号線・主要区道94号線

等） 

【短期―中期―長期―継続】 
 「無電柱化推進計画」に定められた

地域や路線の無電柱化を今後優先
的に推進していく。 

5（1） 

今後優先的に無電柱化する地域や路

線を定める「無電柱化推進計画」を策
定（令和２年度） 

環境 

清掃部 

令和２年３月「大田区災害廃棄物処理

計画」を策定 

・災害時の廃棄物仮置場を確保する

必要がある。 
・災害廃棄物処理に係る庁内連携を
構築する必要がある。 

・国、都、他自治体、民間団体等との
連携体制の構築等を進める必要が
ある。 

【短期―中期―長期―継続】 

 災害時の廃棄物仮置場確保につい
て検討する。 

 災害時に必要な物品の調達を進め

る。 
 協定内容について定例的な意見交
換を実施する。★（団体） 

５（３） 

災害廃棄物の処理に係る他自治体、民
間団体等との協力体制構築を目的とし
た協定締結 

「災害廃棄物の共同処理等に関する協
定」 
所管：清掃事業課 

締結先：特別区及び東京二十三区清掃
一部事務組合 
締結年月日：令和２.４.１ 

「災害時における事業者との協力協
定」計８件 
所管：清掃事業課 

締結先：東京環境保全協会、東京廃棄
物事業協同組合ほか 
締結年月日：令和２.４.１ 

（特別区清掃リサイクル主管課長会に
て、各協定の実施細目等調整中） 

 

5-7 地域コミュニティ＊が機能しなくなり復興に向けた合意形成が困難になる 

所管部 
最悪の事態を回避することに 

寄与している既存の取組内容 

課 題 

（不足している又は遅れのある事項） 
今後の取組予定（令和10年度まで） 

取組の

方向性 

地域力 

推進部 

久が原地区で、地域、事業者等各団体

が日頃から顔を合わせ、情報交換する
場として地域防災協議会を設置 

・地域の実情により各地区での取組

が異なるため、好事例等の他地区へ
の展開が課題。 

【短期―中期―長期―継続】 

 各地域での好事例の取組を紹介す
るなど、他地区での事例の活用を検
討する。 

5（他） 

まち 
づくり 
推進部 

都市復興に関するパンフレットを作成
し、被災時には、地域コミュニティを母体
とした地域復興組織が役割を担うこと

を周知 

・区と地域の連携強化を図る必要が
ある。 

【短期―中期―長期―継続】  
 都市計画マスタープランに基づき、復
興まちづくり勉強会や模擬訓練等の

計画作成を実施する。 
【短期―中期―長期―継続】 
 モデル地域や、自治会・町会＊やまち

づくり協議会等での復興模擬訓練
や、職員向け復興訓練を実施する。 

5（4） 

都市基盤

整備部 

地籍調査＊のうち、土地（私有地）と道
路等（公有地）の境界のみを先行して

調査 

・投入できる行政資源には限りがあ
るため、優先順位の高いところから計

画的かつ着実に進めていく必要があ
る。 

【短期―中期―長期―継続】 
 国土調査法の改正に伴い、地籍調査

の「街区境界調査」を実施する。 

5（他） 
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5-8 専門人材や労働力が不足し、復旧・復興に大幅な遅れが生じる 

所管部 
最悪の事態を回避することに 

寄与している既存の取組内容 

課 題 

（不足している又は遅れのある事項） 
今後の取組予定（令和10年度まで） 

取組の

方向性 

福祉部   ・要支援者が求めているボランティア

に対する要望を把握する必要があ
る。 

【短期―中期―長期―継続】 

 災害時におけるボランティアの要支
援者対応に関して、関係諸団体との
協力内容（役割）について検討する。

★（社会福祉協議会等） 

5（5） 

まち 

づくり 
推進部 

住家被害認定調査に関し、平成24年３

月に建築士関係団体等と「建築関係専
門技術ボランティアによる応急対策活
動に関する協定」を締結 

・災害関係の協定に関して、協定の

実効性を担保することが重要である。
平時からの連絡体制の構築はもちろ
ん、発災時の具体的な対応を検討す

る必要がある。 

【短期―中期―長期―継続】 

 住家被害認定調査等手順書の内容
を踏まえ、災害協定の実効性を高め
るための検討を行い実施体制を整

え、発災に備える。 
【短期―中期―長期―継続】 
 協定団体及び庁内に対し、建物被害

認定調査モバイルシステムの利用を
含む研修等を実施することで、発災
時の対応力の向上を図る。 

５（６） 

住宅の応急修理に関し、平成24年３月

に建設関係団体と「災害時の被災建物
の応急修理等に関する協定」を締結 

令和２年度に住家被害認定調査等（り
災証明発行、応急修理を含む）手順書
を作成 

令和３年度に地域力推進部と連携し建

物被害認定モバイルシステムを導入 

環境 
清掃部 

国の被災自治体への援助制度（災害廃
棄物処理支援ネットワーク、被災市区町
村応援職員確保システム等）に関する

調査・検討 

・協定先も同時に被災することを想定
し、連携自治体を広域に広げていく
必要がある。 

・応援職員の受入体制について具体
的に検討する必要がある。 

【短期―中期―長期―継続】 
 協定内容について定例的な意見交
換を実施する。★（団体） 

 新たな協定締結先の検討を行う。 

5（3） 

災害時の廃棄物対策を中心とした協定
として以下を締結 
「災害時におけるがれき・ごみ処理等応

急対策活動に関する協定」 
所管：清掃事業課 
締結先：大田区環境協会 

締結年月：平成 14.3.27 
(最終更新：平成 27.4.22） 
令和３年１２月大田区環境協会と意見交

換実施（出動可能人員・機材等確認） 

 

5-9 避難所開設が長期化し、従前の施設機能の回復が見込めない 

所管部 
最悪の事態を回避することに 

寄与している既存の取組内容 

課 題 

（不足している又は遅れのある事項） 
今後の取組予定（令和10年度まで） 

取組の

方向性 

地域力 
推進部 

久が原地区では、学校防災活動拠点＊

会議において、学校と協議しながら、学
校の早期再開に向けた避難所運営を

推進 

・地域の実情により各地区での取組
が異なるため、好事例等の他地区へ
の展開が課題である。 

【短期―中期―長期―継続】 
 各地域での好事例の取組を紹介す
るなど、他地区での事例の活用を検

討する。 

5（他） 

福祉部 福祉避難所予定施設における必要な物

資の備蓄状況を確認・調整中 

・避難所で生活する要支援者を受け

入れる施設を確保するため、区内福
祉施設と連携する必要がある。 

【短期―中期―長期―継続】 

 区内福祉施設と連携し、各事業所の
人員体制等を把握する。 

5（他） 

こども 
家庭部 

乳児を抱える世帯が保育園を一時生活
の場とする「福祉避難所」を災害発生
後４日から７日開設（それ以降は被災者

が避難所に移動して通常保育を実施） 

・福祉避難所における配置人員不足
を解消する必要がある。 

【短期―中期―長期―継続】 
 保育サービス課からの応援体制を検
討する。 

5（他） 

まち 
づくり 

推進部 

東京都住宅政策本部からの調査依頼
を受け、公園の応急仮設住宅建設予定

地調査を実施し、情報を更新 

・応急仮設住宅を建設できる公園敷
地が十分確保できない。 

（応急仮設住宅建設候補地 区内
19公園） 

【短期―中期―長期―継続】 
 大規模公園を仮設住宅候補地とす

るために調整する。 
 みなし仮設住宅として供給する民間
賃貸住宅の借り上げについて、不動

産関係団体や東京都との調整等を
含め、検討を進めていく。 

5（３） 

不動産関係団体と災害時協力協定を締

結 
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６ 制御不能な二次災害を発生させない 

6-1 広域かつ大規模な火災が発生する 

所管部 
最悪の事態を回避することに 

寄与している既存の取組内容 

課 題 

（不足している又は遅れのある事項） 
今後の取組予定（令和10年度まで） 

取組の

方向性 

総務部 ハザードマップ（震災編・風水害編）、防

災チェックブックを全戸配布（令和２年
度） 

・避難場所とする公園敷地等が十分

確保できない。 

【短期―中期―長期―継続】 

 ハザードマップ（震災編・風水害
編）、防災チェックブックの全戸配布
後も、継続的に区民に対して災害に

関する普及・啓発を行う。 
 国や都の動向を把握し、適宜ハザー
ドマップ等の改訂を行い、災害に関す

る普及・啓発を推進する。 

６（２） 

ハザードマップ（震災編）による避難場
所の周知 

地域力 
推進部 

学校防災活動拠点＊訓練及び自治会・
町会＊の防災訓練において、消防署や
消防団と協力して消火訓練を実施 

  【短期―中期―長期―継続】 
 学校防災活動拠点訓練及び自治
会・町会の防災訓練を継続的に実施

していく。★（区民） 

６（２） 

健康 
政策部 

区が災害時グループウェアを活用し、災
害時医療対策の関係者へ情報提供を

行う体制を構築 
区南部保健医療圏（大田区、品川区）
での情報連絡訓練を実施 

・火災による重症者が災害拠点病院＊

に集中し、医療を十分に提供できなく

なる可能性がある。 

【短期―中期―長期―継続】 
 災害時グループウェア等を使用した

定期的な情報連絡訓練を継続的に
実施する。★（災害医療関係機関、
他自治体） 

６（２） 

区南部保健医療圏（大田区、品川区）
で定期的な会議を実施 

まち 

づくり 

推進部 

平成26年６月に「新たな防火規制」を

区内約1,551haに導入済 

・木密地域の解消については、区の

取組により改善が進みつつあるもの

の、羽田地区など未だ危険度が高い

地域があり、継続して集中的、重点的

に取り組む必要がある。 

【短期―中期―長期―継続】 
 不燃化特区制度を活用した建替え等
助成制度は令和７年度まで継続。 

【短期―中期―長期―継続】 
 都市防災不燃化促進事業は、令和

11 年度まで建替え促進を進め、その

後の継続については事業の進捗状
況等を考慮して判断する。 

 密集事業は令和５年度まで道路拡幅

整備を進め、その後の継続について
は事業の進捗状況等を考慮して判断
する。 

 防災街区整備地区計画により無秩序
な市街化を防止し、災害に強い市街
地を形成していく。 

 狭あい道路拡幅整備事業では、年間

目標として 4.2 ㎞を整備していくとと

もに、周知活動を行い事業の拡充を

図る。 

6（1） 

不燃化特区制度＊を活用した建替え等

助成を実施（令和４年12月末までに2

５８棟） 

都市防災不燃化促進事業による建替え

助成を実施（令和４年12月末までに1

２２棟） 

平成26年から密集事業に着手、重点

整備路線の拡幅整備に係る用地を取

得 

木造密集地域の防災性向上や避難路

の安全性の強化を図るため、２地区にお

いて防災街区整備地区計画を導入済 

幅員４ｍ未満の狭あい道路拡幅整備事

業を平成 16年から実施 

空港 

まち 

づくり 

本部 

羽田空港跡地第1ゾーン整備方針に基

づき、災害時において避難場所としての

機能を果たせるよう都市計画公園を整

備 

 【短期―中期―長期―継続】 

 対象地について、都市計画公園とし

て整備していく。 

6（他） 

公園整備について、平成28年に都市計

画決定 

都市基盤

整備部 

公園・緑地・広場等の空地が不足して

いるエリアにおける、避難・消防活動の

円滑化や不燃領域率を高めることに有

効な空間となりうる公園用地の確保及

び整備 

  【短期―中期―長期―継続】 

 延焼防止等に資する公園・緑地・広

場等の空地を確保、整備する。 

 大規模公園の防災機能の向上及び

老朽化対策に努める。 

6（他） 

大規模公園については、安全・安心で

使いやすい公園にするとともに、安全に

避難できるようバリアフリーの向上を図

る 
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6-2 河川堤防、防潮堤及び兼用工作物の損壊により洪水が発生する 

所管部 
最悪の事態を回避することに 

寄与している既存の取組内容 

課 題 

（不足している又は遅れのある事項） 
今後の取組予定（令和10年度まで） 

取組の

方向性 

総務部 浸水被害のリスクを周知する「ハザード

マップ（風水害編）」の作成・周知 

・水害時緊急避難場所の周知不足や

避難者の受入れスペースの不足など

に対応するための取組を進めていく

必要がある。 

【短期―中期―長期―継続】 

 継続的に訓練の実施や講話の開催

など、激甚化災害に対する避難対策

の周知を行っていく。 

６（２） 

6（4） 

より多くのマイ・タイムライン＊講習会を

開催し、早期避難の普及・啓発を強化 

地域力 

推進部 

特別出張所において大田区ハザードマ

ップを配布し、区民の意識啓発を実施 

  【短期―中期―長期―継続】 

 転入者及び希望者を中心に、ハザー

ドマップ等の配布を継続的に行う。 

 自治会・町会＊や学校防災活動拠点＊

を通じて、水害における区民の避難意

識の向上や情報伝達方法の強化に

取り組む。★（区民） 

6（他） 

各地域において総務部と連携したマイ・

タイムライン講習会を開催し、区民の意

識啓発を実施 

健康 

政策部 

全病院に対する避難確保計画に基づい

た訓練実施の促進 

・事前に各病院において、搬送患者

の選定、順位付け、搬送（転送）先病

院の確保等の検討が必要 

【短期―中期―長期―継続】 

 全病院において、実効性のある避難

確保計画の策定を推進するため、毎

年、訓練実施を促すとともに、適宜、

計画修正等を指導する。★（病院） 

６（３） 

都市基盤

整備部 

橋梁＊耐震補強整備、架替整備（優先

対策橋梁のうち落橋防止等に着目した

整備を5７橋完了） 

・スーパー堤防の整備を促進する必

要がある。 

・いずれの事業も重要であるが、投入

できる行政資源には限りがあるため、

優先順位の高いところから計画的か

つ着実に進めていく必要がある。 

【短期―中期―長期―継続】 

 避難や物流等のシミュレーション解

析を実施した上で、より現実的な優

先対策橋梁の選定を行い、整備に着

手する。 

【短期―中期―長期―継続】 

 短期の取組の成果を踏まえて耐震整

備計画の見直しを行う。また、橋脚を

有する優先対策橋梁の耐震性能照

査を完了し、優先対策橋梁の耐震整

備を進める。 

【短期―中期―長期―継続】 

 引き続き、都の防潮堤耐震補強整備

において、施工ヤード確保などに協

力する。 

６（他） 

令和４年までに耐震照査が必要な橋梁

（許可工作物）11橋の耐震照査が完

了 

都の防潮堤耐震補強整備において、施

工ヤード確保などに協力 

 

6-3 危険物・有害物質等が広域に流出・飛散する 

所管部 
最悪の事態を回避することに 

寄与している既存の取組内容 

課 題 

（不足している又は遅れのある事項） 
今後の取組予定（令和10年度まで） 

取組の

方向性 

健康 

政策部 

毒物劇物取扱施設で大型の貯蔵庫（タ

ンク）を保有している施設に対して、３年

に１回程度、漏洩及び流出防止対策等

の確認及び有事の際の情報連絡体制

についての確認を実施 

  【短期―中期―長期―継続】 

 漏洩及び流出防止対策等の確認を

３年に１回程度実施する。 

６（他） 

環境 

清掃部 

適正管理化学物質を扱っている工場に

ついて、その用途や使用量等の確認を

行い、自主管理体制が構築できるよう

に指導を実施 

・適正管理化学物質を年間 100 ㎏

以上使用する事業所のうち、化学物

質管理方法書の提出義務があるに

もかかわらず未提出の事業所があ

る。そのような事業所に対し継続的に

指導する必要がある。 

【短期―中期―長期―継続】 

 工場の新設や変更の相談の際に、適

正管理化学物質を扱っている場合

は、その用途や使用量等の確認を行

い、自主管理体制が構築できるよう

に指導を実施する。 

6（3） 
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6-4 主要道路沿道の建物倒壊により交通麻痺等が発生する 

所管部 
最悪の事態を回避することに 

寄与している既存の取組内容 

課 題 

（不足している又は遅れのある事項） 
今後の取組予定（令和10年度まで） 

取組の

方向性 

健康 

政策部 

区が災害時グループウェア等を活用し、

災害時医療対策の関係者へ情報提供

を行う体制を構築 

  【短期―中期―長期―継続】 

 災害時グループウェア等を使用した

定期的な情報連絡訓練を継続的に

実施する。★（災害医療関係機関） 

６（２） 

区内中小企業と連携して、少ない人数

でも負傷者を搬送できる車輪付き担架

を作成し、軽症者救護所＊や自治会・町

会＊に配備 

まち 

づくり 

推進部 

平成22年３月耐震改修促進計画の改

定を行い、地震発生時に閉塞を防ぐべ

き道路として、すでに指定済の緊急輸送

道路の他に沿道耐震化道路を新たに

指定 

・非木造の建物など所有者が複数い

る場合の耐震化への合意形成が難

しい。特定緊急輸送道路沿道建築物

のうち分譲マンションでは合意形成

や資金調達が困難なケースが、また、

ビルや賃貸住宅では、賃借人等の移

転費用の捻出が負担となり、耐震化

に踏み切れないケースがある。 

・旧耐震の建物所有者が高齢化して

おり、耐震化を進めるにあたり高齢者

のニーズに対応する必要がある。 

・木密地域の解消については、区の

取組により改善が進みつつあるもの

の、羽田地区など未だ危険度が高い

地域があり、継続して集中的、重点的

な取組が必要である。 

【短期―中期―長期―継続】 

 特定緊急輸送道路沿道建築物の耐

震化助成は、令和７年度末までとなっ

ており、その後の対応は国、都の状況

を考慮しながら判断する。 

 分譲マンション助成事業は引き続き

継続し、理事会及び総会での助成制

度や耐震化の手順についての説明

やＤＭの送付等を通じた助成制度の

普及啓発を行う。 

6（1） 

緊急輸送道路沿道建築物等の耐震化

に対する助成 

平成23年10月から特定緊急輸送道路

沿道建築物助成を開始 

（令和４年12月末までの実績は、耐震

診断186件、耐震改修設計76件、耐震

改修工事（除却工事含む）58件） 

不燃化特区制度＊を活用した建替え等

助成を実施（令和４年12月末までに2

５８棟） 

【短期―中期―長期―継続】 
 不燃化特区制度を活用した建替え等

助成制度は令和７年度まで継続。 
【短期―中期―長期―継続】 
 都市防災不燃化促進事業は、令和

11 年度まで建替え促進を進め、その
後の継続については事業の進捗状
況等を考慮して判断する。 

 密集事業は令和５年度まで道路拡幅
整備を進め、その後の継続について
は事業の進捗状況等を考慮して判断

する。 
 防災街区整備地区計画により無秩序
な市街化を防止し、災害に強い市街

地を形成していく。 

6（1） 

都市防災不燃化促進事業による建替え

助成を実施（令和４年12月末までに1

２２棟） 

平成26年から密集事業に着手、重点

整備路線の拡幅整備に係る用地を取

得 

木造密集地域の防災性向上や避難路

の安全性の強化を図るため、２地区にお

いて防災街区整備地区計画を導入済 

都市基盤

整備部 

道路障害物の除去について大田建設

協会等との災害協定締結 

・道路障害物除却活動において、災

害協定団体が使用する重機のリース

業者と協定締結を行う必要がある。 

【短期―中期―長期―継続】 

 重機のリース業者との協定締結に向

け、検討を進めていく。 

6（他） 

 



46 

 

第 3章 資料編 
 

1 用語解説 
 

（か～） 

学校防災活動拠点 
区立小・中学校などの避難所に避難者受入れのほか、新たに「情報拠点機能」及び「地域活

動拠点機能」の２つを持たせ、避難所としての機能を拡充したもの。 

旧耐震基準 昭和56年６月１日の建築基準法の耐震基準の見直しより前に用いられていた耐震基準。 

橋梁
きょうりょう

 河川や道路、鉄道、運河などをまたぐ橋。 

緊急医療救護所 

区内で震度６弱以上の地震が発生した場合、発災直後から概ね72時間までの間、災害拠点

病院＊等病院の敷地内等に開設し、地域医療関係者と連携してトリアージと軽症者の治療を

行う救護所。 

軽症者救護所 
区内で震度６弱以上の地震が発生した場合、発災直後から概ね72時間までの間、学校敷地

内に開設し、地域医療関係者と連携してトリアージと軽症者の治療を行う救護所。 

（さ～） 

災害拠点病院 主に重症者の収容・治療を行う都が指定する病院。 

自治会・町会 
住民が住んでいるその土地（地域）を仲立ちとして近隣関係にある住民が、お互いの助け合

いと協力のもと住みよい環境をつくることを目的とし、自主的に結成する組織。 

新空港線 

区内の東西交通の移動利便性向上、沿線まちづくりへの寄与、都心部等や東京圏北西部地

域と羽田空港間のアクセス強化などが図られる鉄道路線（蒲田駅と京急蒲田駅の約800ｍ

をつなぐ路線）。 

（た～） 

地域コミュニティ 地域における協働意識を持った住民による社会。 

地籍調査 土地の区画に対する所有者などを調査し、境界の位置と面積を測量する調査。 

特定建築物 

耐震改修促進法における特定既存耐震不適格建築物の用途・規模等に該当する民間の建

築物（学校・病院・ホテル等の多数の人が集まる建築物のうち、所定の階数、床面積を超える

もの）。 

（は～） 

避難行動要支援者 

高齢者や障がいのある人など、災害が発生し、又は災害が発生する恐れがある場合に自ら

避難することが困難な者であって、その円滑かつ迅速な避難の確保を図るため特に支援を要

する者。 

避難行動要支援者名簿 
避難行動要支援者＊について、本人の申請に基づき作成する名簿。平常時から避難支援等

関係者に提供し、災害時における避難支援や安否確認などを実施するための基礎とする。 

不燃化特区制度 

都内の木造住宅密集地域のうち、特に重点的・集中的に改善を図る地区として東京都から

指定された地区について、区と東京都が連携し、不燃化を強力に推進して「燃え広がらない・

燃えない」まちづくりを進める制度。 

（ま～） 

マイ・タイムライン 
風水害の発生に備えて、自分自身の家族構成や生活環境に合わせて「いつ」「誰が」「何を

するのか」をあらかじめ時系列で整理した避難行動計画。 

（や～） 

やさしい日本語 簡易な表現を使い、日本語に不慣れな外国人など、だれにでもわかりやすくした日本語。 
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（Ａ～） 

ICT Information（情報）や Communication（通信）に関する Technology（技術）の総称。 

BCP 
「Business Continuity Plan」の略。災害の発生など、非常事態が発生した際の被害の最

小化や、中核となる事業の早期復旧・継続などについてあらかじめ定めておく計画。 

 



大田区国土強靱化地域計画

令和５年２月
発行 大田区企画経営部
〒144-8621 東京都大田区蒲田5-13-14
電話 03-5744-1735
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大田区国土強靱化地域計画 別冊 

 

「事前に備えるべき目標」の 

達成に向けた取組 

（令和４～８年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和５年２月 



【目標の達成度を測る指標】

■国土強靱化に資するハード対策事業

― H30～R8 実施設計 竣工

― R2～R10 実施設計 工事

― H29～R7 工事 運用

― H29～R８ 工事 竣工

― H29～R10 工事 工事

― R4～R13 基本設計 工事

― R3～R11 基本設計 工事

― R5～R7 検討 竣工

大田区産業プラザ特定天

井改修その他工事
― R2～R4 着工 完了

区民ホール特定天井改

修その他工事
― R1～R4 着工 完了

区民プラザ特定天井改修

その他工事
― R2～R6 設計 完了

大田文化の森特定天井

改修その他工事
― R4～R7 検討 完了

大森スポーツセンター天

井改修その他工事
— R2～R5 設計 完了

指標 現状値（R4) 目標値（R8）

住民一人当たりの公園面積 ４．１9㎡ ４．２９㎡

【事前に備えるべき目標】

１　大規模自然災害等から区民の生命と財産を守る

【起きてはならない最悪の事態】

１　住宅や不特定多数の人々が利用する施設等の倒壊・大規模損壊により多くの死傷者が発生する

２　住宅密集地や不特定多数の人々が利用する施設等における大規模火災により多くの死傷者が発生する

３　津波・集中豪雨・河川の氾濫等により、広域かつ長期的な市街地の浸水が発生する

４　広域かつ大規模な液状化・地盤沈下が発生し、多数の避難者や災害活動に必要な移動ルートの損壊・遮断が発生する

５　情報伝達や事前準備の不足により避難行動が遅れ、多くの死傷者が発生する

６　大規模浸水や土砂災害により多くの死傷者が発生する

８　エレベーター閉じ込め等により多くの死傷者が発生する

７　新たな感染症の大流行（パンデミック）により、多くの重症者や死者が発生する

不燃領域率：大森中地区（西糀谷・東蒲田・大森中） 62.3％（Ｒ２） 69.9%（Ｒ7）

不燃領域率：羽田二・三・六丁目地区 44.3％（Ｒ２） 51.8%（Ｒ7）

耐震化率：住宅 91.0％（Ｒ２） おおむね解消（Ｒ７）

耐震化率：特定建築物 88.2％（Ｒ２） 95％（Ｒ７）

ハザードマップを確認した区民の割合 46.7% 70.0%

防災アプリの登録者数 26,028人（Ｒ3.12.1） 65,000人

不燃領域率：補助29号線沿道地区（大田区） 44.9%（R2） 49.9%（Ｒ7）

学校防災活動拠点訓練の参加人数 1,854人／年（R3） 3,640人／年

大田区公共施設等総合

管理計画に基づく取組

（学校単独施設を除く）

（仮称）蒲田西地区都区合同庁舎の

新築
―

（仮称）大森西二丁目複合施設の新

築
―

入新井第一小学校及び（仮称）大森

北四丁目複合施設の改築
学校施設環境改善交付金

赤松小学校及び（仮称）北千束二丁

目複合施設の改築

【「事前に備えるべき目標」の達成に向けた取組】
（1）　公共施設の適正かつ計画的な維持管理・改築・改修等

事業名 具体的な取組 数量 期間
現状

（R4)

目標

（R8）

学校施設環境改善交付金

東調布第三小学校及び（仮称）南久

が原二丁目複合施設の改築
学校施設環境改善交付金

東調布中学校及び複合施設の改築 学校施設環境改善交付金

馬込第三小学校及び複合施設の改築 学校施設環境改善交付金

国庫補助事業

大ホールの特定天井改修
社会資本整備総合交付金

（住宅・建築物安全ストック

形成事業）

ホール棟の特定天井改修
社会資本整備総合交付金

（住宅・建築物安全ストック

形成事業）

競技場等の天井耐震化工事 学校施設環境改善交付金

平和島公園水泳場の再整備計画 ―

コンベンションホール、大展示ホールの

特定天井改修

社会資本整備総合交付金

（住宅・建築物安全ストック

形成事業）

大ホールの特定天井改修、エレベー

ター改修

社会資本整備総合交付金

（住宅・建築物安全ストック

形成事業）

1 



大田区総合体育館特定

天井改修その他工事
— Ｒ3～Ｒ6 設計 完了

― R3～R6 実施設計 運用

― H31～R4 着工 運用

地域生活支援拠点等の

機能の充実
― R2～R11 基本設計 順次着工

― R2～R7 基本設計 運用

― Ｒ6～未定 検討 着工

２．０ｈａ Ｒ２～Ｒ８ 検討 完成

8,951.91㎡ H16～R7
用地取得

完了
完成

74,467.00

㎡
Ｈ31～R５ 工事 完成

577.10㎡ H30～Ｒ6
東部工事

完了
完成

12,562.61

㎡
R５～R６ 検討 完成

12,173.97

㎡
R５～R9 検討 完成

1,429.95㎡ R6～Ｒ8 検討 完成

― H28～R4 運用 運用

― H29～R7 工事 運用

― H29～R10 工事 工事

― H29～R8 工事 竣工

― Ｒ３～R14 実施設計 工事

― Ｒ４～R13 基本設計 工事

― Ｒ２～R12 実施設計 工事

― Ｒ２～R9 実施設計 工事

― R３～R11 基本設計 工事

― R３～R11 実施設計 工事

■国土強靱化に資するソフト対策事業

障害者福祉施設整備計画に基づく改

築・改修等
―

区立保育園等の改築・改

修

大森西保育園 ―

みなみまごめ保育園 ―

メイン・サブアリーナ及び屋外ピロティ

の特定天井改修工事

社会資本整備総合交付金

（住宅・建築物安全ストック

形成事業）

特別養護老人ホームの修

繕

特別養護老人ホーム池上 ―

特別養護老人ホーム大森 ―

―

貴船堀公園整備事業

（全体面積：　12,173.97㎡）
―

馬込自然林緑地整備事業

（全体面積：　2,838.98㎡）
―

都市計画公園事業

羽田空港公園整備事業

（全体面積：　2.0ｈa）
社会資本整備総合交付金

（都市公園等事業）

田園調布せせらぎ公園整備事業

（全体面積：　43,616.72㎡）
社会資本整備総合交付金

（都市公園等事業）

平和島公園整備事業

（全体面積：　74,467.00㎡）
―

洗足池公園整備事業

（全体面積：　78,542.04㎡）
社会資本整備総合交付金

（都市公園等事業）

大森ふるさとの浜辺公園整備事業

（全体面積：　128,325.07㎡）

学校施設環境改善交付金

東調布中学校 学校施設環境改善交付金

矢口西小学校 学校施設環境改善交付金

安方中学校 学校施設環境改善交付金

学校教育環境の整備

大森第七中学校 学校施設環境改善交付金

入新井第一小学校 学校施設環境改善交付金

東調布第三小学校 学校施設環境改善交付金

赤松小学校 学校施設環境改善交付金

田園調布小学校

公共施設マネジメント関

連計画の推進

防災拠点としての機能強化 ―

継続的な点検・診断の実施 ―

計画的な修繕計画に基づく維持管理 ―

馬込第三小学校 学校施設環境改善交付金

入新井第二小学校 学校施設環境改善交付金

事業名 具体的な取組 国庫補助事業

2 



（2）　倒れない・燃えないまちづくりの推進

■国土強靱化に資するハード対策事業

大森駅周辺のまちづくり

道路延長：

約530ｍ

広場：

約1,500㎡

R3～未定
都市計画

決定・告示

事業認可

取得・

用地取得

■国土強靱化に資するソフト対策事業

蒲田駅周辺のまちづくり

身近な地域の魅力づくり

（3）　防災活動拠点の整備、避難ルート・物資輸送ルートの確保

■国土強靱化に資するハード対策事業　（※・・・当該都市計画道路事業の令和５年１月末時点での事業期間）

628ｍ Ｒ2～Ｒ13※ 設計 工事

641ｍ Ｈ24～Ｒ7※ 用地取得 完成

275ｍ Ｈ23～Ｒ4※ 用地取得 完成

234ｍ Ｒ4～Ｒ10※
事業認可

用地取得
用地取得

320ｍ Ｈ16～Ｒ5※ 工事 完成

317ｍ Ｒ元～Ｒ7※ 用地取得 完成

710ｍ Ｈ10～Ｒ6※ 工事 完成

60ｍ Ｈ28～Ｒ8※ 設計 完成

529ｍ Ｈ28～Ｒ７※ 工事 完成

383ｍ Ｈ28～Ｒ７※ 工事 完成

354m Ｈ28～Ｒ７※ 工事 完成

国庫補助事業

燃えないまちづくり

狭あい道路整備等促進事業（狭あい

道路拡幅整備）※羽田地区以外
261.5㎞ H26～R5 20.30% 23.51%

社会資本整備総合交付金

(狭あい道路整備等促進事

業)

住宅市街地総合整備事業（狭あい道

路拡幅整備）※羽田地区

事業名 具体的な取組 数量 期間
現状

（R4)

目標

（R8）

倒れないまちづくり

耐震診断・改修助成（耐震化助成等）
社会資本整備総合交付金

（住宅・建築物安全ストック

形成事業）

耐震診断・改修助成（特定緊急輸送道路沿道建築物耐震化助成）
住宅市街地総合整備促進

事業費補助（地域防災拠点

建築物整備緊急促進事業）

防災・安全交付金(住宅市

街地総合整備事業)

補助28号線(池上通り)・大森駅西口

広場の整備
―

事業名 具体的な取組 国庫補助事業

蒲田駅周辺街区共同化事業の支援
社会資本整備総合交付金

（市街地再開発事業等）

大森駅周辺のまちづくり

大森八景坂地区まちづくり協議会の活動支援 ―

大森駅東地区官民連携まちづくりの推進 ―

燃えないまちづくり

住宅市街地総合整備事業（用地取得）
防災・安全交付金（住宅市

街地総合整備事業）

都市防災不燃化促進事業（建替助成）
防災・安全交付金（都市防

災総合推進事業）

不燃化特区制度を活用した取組（建替助成等） ―

京急蒲田西口地区センターエリア共同化事業の支援
社会資本整備総合交付金

（市街地再開発事業等）

事業名 具体的な取組 数量 期間
現状

（R4)

目標

（R8）
国庫補助事業

都市計画道路事業

補助第27号線 ―

補助第38号線
無電柱化推進事業費補助

（無電柱化推進計画事業）

補助第43号線（Ⅰ期）
無電柱化推進事業費補助

（無電柱化推進計画事業）

補助第43号線（Ⅱ期） ―

大田区画街路第７号線
社会資本整備総合交付金

（道路事業）

大田区画街路第４号線
社会資本整備総合交付金

（道路事業）

大田区画街路第５号線
社会資本整備総合交付金

（道路事業）

補助第44号線（Ⅳ期）
無電柱化推進事業費補助

（無電柱化推進計画事業）

補助第44号線（Ⅴ期） ―

大田区画街路第１号線
無電柱化推進事業費補助

（無電柱化推進計画事業）

大田区画街路第６号線
社会資本整備総合交付金

（道路事業）

3 



628ｍ Ｒ2～Ｒ13※ 設計 工事

641ｍ Ｈ24～Ｒ7※ 用地取得 完成

275ｍ Ｈ23～Ｒ4※ 用地取得 完成

234ｍ Ｒ4～Ｒ10※
事業認可

用地取得
用地取得

320ｍ Ｈ16～Ｒ5※ 工事 完成

317ｍ Ｒ元～Ｒ7※ 用地取得 完成

710ｍ Ｈ10～Ｒ6※ 工事 完成

110ｍ Ｒ3～未定 設計 検討

280ｍ Ｒ４～未定 検討 検討

1,030ｍ H29～未定 工事 検討

― H30～R5 着工 工事完了

― R元～R8 設計 工事完了

― R2～R9 設計 工事

― R2～R12 設計 工事

― H29～R12 設計 協議完了

― R4～Ｒ15 調査 設計完了

― R6～R18 検討 調査完了

― R5～R13 検討 設計完了

― H29～R4 工事完了 工事完了

― R2～R6 設計 工事完了

― R2～R5 着工 工事完了

― R4～R9 施行協定 工事完了

― R4～R9 施行協定 工事完了

― R4～R9 施行協定 着工

― R3～R4 設計 設計完了

― R4～Ｒ5 設計 設計完了

３橋 R6～R10 検討 設計完了

― H２8～未定 工事 検討

― H30～未定 工事 検討

― Ｒ4 工事 完成

― Ｒ2～Ｒ4 工事 完成

無電柱化事業

補助第27号線 ―

補助第38号線
無電柱化推進事業費補助

（無電柱化推進計画事業）

補助第43号線（Ⅰ期）
無電柱化推進事業費補助

（無電柱化推進計画事業）

補助第43号線（Ⅱ期）

区道主要第30号線 ―

区道主要第23号線 ―

区道主要第94号線
無電柱化推進事業費補助

（無電柱化推進計画事業）

―

補助第44号線（Ⅳ期）
無電柱化推進事業費補助

（無電柱化推進計画事業）

補助第44号線（Ⅴ期） ―

大田区画街路第１号線
無電柱化推進事業費補助

（無電柱化推進計画事業）

橋梁の耐震性の向上

貮之橋の架替え整備 ―

境橋の架替え整備 ―

旭橋の架替え整備 ―

平和島陸橋（北側）の架替え整備
防災・安全交付金（道路事

業）

三ツ木橋の架替え整備

長栄橋の耐震補強整備 ―

京和橋の耐震補強整備 ―

新根方橋の耐震補強整備 ―

―

四之橋の架替え整備 ―

一之橋の架替え整備 ―

末広橋の架替え整備 ―

平和島陸橋（南側）の耐震補強整備 ―

笹丸橋の耐震補強整備 ―

横断歩道橋の耐震補強整備 ―

東原橋の耐震補強整備 ―

稲荷橋の耐震補強整備 ―

美富士橋の耐震補強整備 ―

道路維持

路面下空洞調査及び補修工事 ―

街路樹保全調査及び補修工事 ―

水防活動拠点整備

大田区仲六郷水防資機材センター自

家発電機設置
―

大田区田園調布水防センターの整備 ―
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（4）　各種訓練・講習会等の実施、災害対応マニュアル・ハザードマップ等の作成

■国土強靱化に資するソフト対策事業

ハザードマップの作成・周

知

各スポーツ・文化施設で

の避難訓練等の実施

福祉施設における防災機

能の強化

病院における避難確保計

画に基づく訓練実施の促

進

（5）　災害時における情報発信・情報収集機能の強化

■国土強靱化に資するハード対策事業

1 Ｒ4 着手 完了

未定 Ｒ5 検討 完了

1 Ｒ4 実施 完了

1 Ｒ5 検討 完了

■国土強靱化に資するソフト対策事業

情報伝達手段の確保

多言語による情報発信

国や都の動向を踏まえたハザードマップの改訂、継続した普及啓発 ―

マイ・タイムライン講習会および出前講座 ―

要配慮者を対象としたマイ・タイムライン講習会受講対象者の要配慮者以外への拡大（関係

者・支援者等）
―

学校防災活動拠点事業

の推進

若年層など新たな担い手確保に向けた地域防災訓練の実施 ―

水害時緊急避難場所の運営を含めた会議・訓練の実施 ―

事業名 具体的な取組 国庫補助事業

福祉避難所の整備

高齢者・障がい者施設における福祉避難所開設訓練 ―

高齢者・障がい者施設における福祉避難所防災訓練 ―

マイ・タイムラインの普及

啓発

福祉施設における防災訓練の定期的な実施 ―

定期的な避難訓練等の実施 ―

各スポーツ・文化施設で

の災害対応マニュアル等

の整備

様々な災害に対応したマニュアル等の整備、見直し ―

施設閉館時の対応マニュアルの整備 ―

―

子ども家庭支援センター

の災害対応力強化

子ども家庭支援センターの子育てひろば利用者へのマイ・タイム・ライン講習会の実施 ―

子ども家庭支援センター各施設における避難訓練の実施 ―

避難確保計画に基づく訓練を通じた実効性のある避難確保計画の整備、見直し ―

児童館、保育園等におけ

る避難計画、自衛消防マ

ニュアルの作成

児童館施設から避難先までの児童の誘導などを想定した訓練と検証 ―

児童館における避難計画に基づく定期的な避難訓練の実施 ―

福祉避難所および応急救護所の開設訓練の定期的な実施（年1回） ―

保育園における調理訓練、情報伝達訓練の定期的な実施（保育園の避難訓練と併せて月１

回）

事業名 具体的な取組 国庫補助事業

災害時の主要な情報伝達となる区のホームページ・公式SNSの運営 ―

国庫補助事業

防災行政無線設備の整

備

防災行政無線放送塔設置に伴う事前

調査【令和島】
―

放送卓の更改 ―

事業名 具体的な取組 数量 期間
現状

（R4)

目標

（R8）

計測震度計の更改 ―

防災行政無線放送塔設置工事【令和

島】
―

避難行動要支援者名簿

の作成

避難行動要支援者名簿のより効果的な活用方法の検討 ―

避難支援等関係者への活用方法等の周知 ―

防災情報拠点機能の強

化

特別出張所における多機能デジタルホワイトボードの活用 ―

総合防災情報システムを活用した情報伝達訓練の実施 ―

区の防災ポータルのアプリや区ホームページ等における多言語ややさしい日本語による情報

発信
―
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土砂災害警戒区域居住

要支援者対応

福祉避難所の整備

医療機関等における情報

伝達訓練の実施

学童保育お知らせメール

（6）　感染予防用備蓄品の充実、医療機関との連携強化等による感染症対策の推進

■国土強靱化に資するソフト対策事業

遺体安置所の開設・運営

（７）　その他「大規模自然災害等から区民の生命と財産を守る」の達成に向けた取組

■国土強靱化に資するハード対策事業

― H30～Ｒ５ 一部開業 全施設開業

800㎥ R３～Ｒ５ 着工 完成

グリーンインフラ活用型都

市構築事業
― R4～未定 検討 検討

クールスポットネットワーク

事業
― H28～未定 ４箇所 検討

■国土強靱化に資するソフト対策事業

児童館、子ども家庭支援

センター等における備蓄

品配備

がけ崩れ災害の防止

建築設備等の定期報告

注意喚起のためチラシ等の配布 ―

事業名 具体的な取組 国庫補助事業

開設場所及び運営方法の検討 ―

民間事業者との協力関係構築 ―

災害時ＧＷ等を使用した医師会、歯科医師会、薬剤師会、柔道整復師会及び病院との情報

伝達訓練
―

学童保育利用の保護者に向けたお知らせメールの登録案内の実施 ―

福祉避難所の整備

災害時要配慮者（高齢者・障がい者）への支援に係る備蓄品などの補充及び備品の維持管

理
―

感染予防用備品（消毒液等）、衛生資材の配備、調達 ―

パンデミック発生時の態

勢整備

パンデミック発生時の態勢の再構築 ―

新型インフルエンザ対応訓練 ―

羽田イノベーションシティ

のまちづくり

災害耐性等が高い羽田イノベーション

シティの整備
―

豪雨に備えた貯留槽の配備（第２期工

事分）
―

新型インフルエンザ対策備蓄品整備 ―

事業名 具体的な取組 数量 期間
現状

（R4)

目標

（R8）
国庫補助事業

消防団への活動支援

活動助成金の交付 ―

配備しているＣ級ポンプ及び格納庫の定期点検及び買替 ―

緑の基本計画等に基づいたグリーンイ

ンフラ活用型公園整備事業
社会資本整備総合交付金

（緑地環境事業）

クールスポットネットワーク事業 ―

事業名 具体的な取組 国庫補助事業

児童館等における食料（3日分）配備の計画的実施 ―

がけ等整備事業（がけ等整備工事助成・がけ等アドバイザー派遣）
社会資本整備総合交付金

（住宅・建築物安全ストック

形成事業）

総合治水対策

雨水流出抑制のための透水性舗装、浸透桝等の整備及び開発事業者等への指導 ―

都の浸水対策における施工ヤード確保や地元調整などの連携推進 ―

民間施設のエレベーター所有者等からの定期的な保守点検の実施報告 ―
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【目標の達成度を測る指標】

■国土強靱化に資するハード対策事業　（※・・・当該都市計画道路事業の令和５年１月末時点での事業期間）

大森駅周辺のまちづくり

道路延長：

約530ｍ

広場：

約1,500㎡

R3～未定
都市計画

決定・告示

事業認可

取得・

用地取得

身近な地域の魅力づくり 3か所 Ｈ30～未定 検討 検討

628ｍ Ｒ2～Ｒ13※ 設計 工事

641ｍ Ｈ24～Ｒ7※ 用地取得 完成

275ｍ Ｈ23～Ｒ4※ 用地取得 完成

234ｍ Ｒ4～Ｒ10※
事業認可

用地取得
用地取得

320ｍ Ｈ16～Ｒ5※ 工事 完成

317ｍ Ｒ元～Ｒ7※ 用地取得 完成

710ｍ Ｈ10～Ｒ6※ 工事 完成

60ｍ Ｈ28～Ｒ8※ 設計 完成

529ｍ Ｈ28～Ｒ７※ 工事 完成

383ｍ Ｈ28～Ｒ７※ 工事 完成

354m Ｈ28～Ｒ７※ 工事 完成

628ｍ Ｒ2～Ｒ13※ 設計 工事

641ｍ Ｈ24～Ｒ7※ 用地取得 完成

275ｍ Ｈ23～Ｒ4※ 用地取得 完成

234ｍ Ｒ4～Ｒ10※
事業認可

用地取得
用地取得

指標 現状値（R4) 目標値（R8）

都市計画道路整備延長 52.87㎞ 55.86㎞

【事前に備えるべき目標】

２　救助・救急・医療活動が迅速かつ計画的に行われる

【起きてはならない最悪の事態】

１　自衛隊、警察、消防等の被災等により救助・救急活動に必要な人員が絶対的に不足する

２　食糧、水、燃料、物資等の供給が長期間途絶し、救助・救急・医療活動が滞る

３　救助・救急・医療活動に必要な移動ルートが損壊・遮断される

４　交通麻痺や被災、パンデミック等により医療従事者の絶対数が不足し、医療機能が麻痺する

５　建物倒壊、電源喪失等により、病院機能や患者の移送・傷病者の救護体制を維持できなくなる

６　電力供給停止等により在宅人工呼吸器患者等の機器類が停止し、死者が発生する

在宅人工呼吸器使用者災害時個別支援計画の作成 41件 50件

災害時医療職ボランティアの登録数 47人 55人

耐震整備が完了した橋梁数 15橋 22橋

路面下空洞調査調査延長 988.1㎞ 1,190㎞

国庫補助事業

補助28号線(池上通り)・大森駅西口

広場の整備
―

下丸子１号、２号踏切の抜本的な対策
街路交通調査費補助、

連続立体交差事業補助

在宅人工呼吸器使用者対象電源設備を有する施設の確保 7か所 10か所

【「事前に備えるべき目標」の達成に向けた取組】
（1）　移動ルート・物資輸送ルートの確保

事業名 具体的な取組 数量 期間
現状

（R4)

目標

（R8）

都市計画道路事業

補助第27号線 ―

補助第38号線
無電柱化推進事業費補助

（無電柱化推進計画事業）

補助第43号線（Ⅰ期）
無電柱化推進事業費補助

（無電柱化推進計画事業）

補助第43号線（Ⅱ期） ―

補助第44号線（Ⅳ期）

大田区画街路第４号線
社会資本整備総合交付金

（道路事業）

大田区画街路第５号線
社会資本整備総合交付金

（道路事業）

大田区画街路第６号線
社会資本整備総合交付金

（道路事業）

無電柱化推進事業費補助

（無電柱化推進計画事業）

補助第44号線（Ⅴ期） ―

大田区画街路第１号線
無電柱化推進事業費補助

（無電柱化推進計画事業）

大田区画街路第７号線
社会資本整備総合交付金

（道路事業）

無電柱化事業

補助第27号線 ―

補助第38号線
無電柱化推進事業費補助

（無電柱化推進計画事業）

補助第43号線（Ⅰ期）
無電柱化推進事業費補助

（無電柱化推進計画事業）

補助第43号線（Ⅱ期） ―
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320ｍ Ｈ16～Ｒ5※ 工事 完成

317ｍ Ｒ元～Ｒ7※ 用地取得 完成

710ｍ Ｈ10～Ｒ6※ 工事 完成

110ｍ Ｒ3～未定 設計 検討

280ｍ Ｒ４～未定 検討 検討

1,030ｍ H29～未定 工事 検討

― H30～R5 着工 工事完了

― R元～R8 設計 工事完了

― R2～R9 設計 工事

― R2～R12 設計 工事

― H29～R12 設計 協議完了

― R4～Ｒ15 調査 設計完了

― R6～R18 検討 調査完了

― R5～R13 検討 設計完了

― H29～R4 工事完了 工事完了

― R2～R6 設計 工事完了

― R2～R5 着工 工事完了

― R4～R9 施行協定 工事完了

― R4～R9 施行協定 工事完了

― R4～R9 施行協定 着工

― R3～R4 設計 設計完了

― R4～Ｒ5 設計 設計完了

３橋 R6～R10 検討 設計完了

― H２8～未定 工事 検討

― H30～未定 工事 検討

（2）　消防団、市民消火隊への継続的な支援

■国土強靱化に資するソフト対策事業

（3）　他自治体、関係団体等からの受援体制の整備

■国土強靱化に資するソフト対策事業

災害時協力協定の締結

―

区道主要第94号線
無電柱化推進事業費補助

（無電柱化推進計画事業）

橋梁の耐震性の向上

貮之橋の架替え整備 ―

境橋の架替え整備 ―

旭橋の架替え整備 ―

無電柱化事業

補助第44号線（Ⅳ期）
無電柱化推進事業費補助

（無電柱化推進計画事業）

補助第44号線（Ⅴ期） ―

大田区画街路第１号線
無電柱化推進事業費補助

（無電柱化推進計画事業）

区道主要第30号線 ―

区道主要第23号線

一之橋の架替え整備 ―

末広橋の架替え整備 ―

長栄橋の耐震補強整備 ―

平和島陸橋（北側）の架替え整備
防災・安全交付金（道路事

業）

三ツ木橋の架替え整備 ―

四之橋の架替え整備 ―

稲荷橋の耐震補強整備 ―

美富士橋の耐震補強整備 ―

平和島陸橋（南側）の耐震補強整備 ―

京和橋の耐震補強整備 ―

新根方橋の耐震補強整備 ―

東原橋の耐震補強整備 ―

笹丸橋の耐震補強整備 ―

横断歩道橋の耐震補強整備 ―

道路維持

路面下空洞調査及び補修工事 ―

街路樹保全調査及び補修工事 ―

事業名 具体的な取組 国庫補助事業

消防団への活動支援

活動助成金の交付 ―

配備しているＣ級ポンプ及び格納庫の定期点検及び買替 ―

事業名 具体的な取組 国庫補助事業

災害時に必要な業務や資源に係る他自治体や民間企業等との協定締結 ―
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（4）　災害時医療ボランティアの確保、訪問看護ステーション等との連携強化

■国土強靱化に資するソフト対策事業

在宅人工呼吸器使用者

災害時個別支援計画の

作成

災害時医療職ボランティ

アの確保

訪問看護ステーションと

の災害時活動における連

携強化

（5）　備蓄品（数量・種類）の充実、提供体制の整備

■国土強靱化に資するソフト対策事業

学校備蓄倉庫の上階へ

の移動

在宅人工呼吸器使用者

対象電源設備の拡充

（６）　その他「救助・救急・医療活動が迅速かつ計画的に行われる」の達成に向けた取組

■国土強靱化に資するソフト対策事業

在宅人工呼吸器使用者

災害時支援

医療機関等における情報

伝達訓練の実施

大田区病院耐震化支援

子ども家庭支援センター

における不審者対応訓練

の実施

個別支援計画の作成について、訪問看護ステーションをはじめとする医療関係者への周知 ―

区報やツイッター等を活用した周知 ―

連絡会の実施 ―

事業名 具体的な取組 国庫補助事業

事業名 具体的な取組 国庫補助事業

訪問看護ステーション及び区職員に対する人工呼吸器に関する研修の実施 ―

浸水想定のある学校備蓄倉庫の上階への移設の実施 ―

配備している発電機及び蓄電器のメンテナンス及び福祉避難所での電源設備の充実 ―

児童館、子ども家庭支援

センター等における備蓄

品配備

児童館等における食料（3日分）、医薬品配備の計画的実施 ―

子ども家庭支援センターにおける食料、医薬品の備蓄 ―

災害時ＧＷ等を使用した医師会、歯科医師会、薬剤師会、柔道整復師会及び病院との情報

伝達訓練
―

区内病院耐震化工事に向けた経営・建築診断 ―

不審者侵入対策マニュアルに基づく定期的な訓練及び警察官等による不審者対応訓練の

実施
―

事業名 具体的な取組 国庫補助事業

―

児童館、保育園等におけ

る避難計画、自衛消防マ

ニュアルの作成

児童館施設から避難先までの児童の誘導などを想定した訓練と検証 ―

児童館における避難計画に基づいく定期的な避難訓練の実施 ―

応急救護所の開設訓練の定期的な実施（年1回） ―

保育園の看護師による救命救急講習会の定期的な実施（年1回） ―

保育園の医療的ケア児への対応に関する災害時研修の実施（保育園の避難訓練と併せて

月１回）
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【目標の達成度を測る指標】

■国土強靱化に資するハード対策事業　（※・・・当該都市計画道路事業の令和５年１月末時点での事業期間）

628ｍ Ｒ2～Ｒ13※ 設計 工事

641ｍ Ｈ24～Ｒ7※ 用地取得 完成

275ｍ Ｈ23～Ｒ4※ 用地取得 完成

234ｍ Ｒ4～Ｒ10※
事業認可

用地取得
用地取得

320ｍ Ｈ16～Ｒ5※ 工事 完成

317ｍ Ｒ元～Ｒ7※ 用地取得 完成

710ｍ Ｈ10～Ｒ6※ 工事 完成

60ｍ Ｈ28～Ｒ8※ 設計 完成

529ｍ Ｈ28～Ｒ７※ 工事 完成

383ｍ Ｈ28～Ｒ７※ 工事 完成

354m Ｈ28～Ｒ７※ 工事 完成

628ｍ Ｒ2～Ｒ13※ 設計 工事

641ｍ Ｈ24～Ｒ7※ 用地取得 完成

275ｍ Ｈ23～Ｒ4※ 用地取得 完成

234ｍ Ｒ4～Ｒ10※
事業認可

用地取得
用地取得

320ｍ Ｈ16～Ｒ5※ 工事 完成

317ｍ Ｒ元～Ｒ7※ 用地取得 完成

710ｍ Ｈ10～Ｒ6※ 工事 完成

110ｍ Ｒ3～未定 設計 検討

280ｍ Ｒ４～未定 検討 検討

1,030ｍ H29～未定 工事 検討

【事前に備えるべき目標】

3　被災者の健康・生活環境を確保する

【起きてはならない最悪の事態】

１　被災地において食料や飲料水等、生命に関わる物資やエネルギー等の供給が長期間停止する

２　想定を超える避難者が避難所に殺到し、受け入れ困難な事態や物資の不足が生じる

３　広範囲なエリアにおける疫病や感染症の大規模発生、避難所における集団食中毒の発生等に対し、必要な人員、物品（備蓄品、

    備蓄医薬品）等の不足により抑止できなくなる

４　想定を超える帰宅困難者が発生し、滞在場所や物資が不足する

耐震整備が完了した橋梁数 15橋 22橋

「防災面の対策」に対する外国人区民の満足度（「満足」「どちら

かといえば満足」と回答する割合）
46.6％（H30） 59%

５　避難所生活が長期化し、保健・環境衛生対策の不足等により、心身の不調や災害関連死が発生する

指標 現状値（R4) 目標値（R8）

都市計画道路整備延長 52.87㎞ 55.86㎞

福祉避難所予定施設数 49か所 増設

【「事前に備えるべき目標」の達成に向けた取組】
（1）　避難生活に必要な食料、水、エネルギー等の確保及び輸送体制の整備

事業名 具体的な取組 数量 期間
現状

（R4)

目標

（R8）
国庫補助事業

都市計画道路事業

補助第27号線 ―

補助第38号線
無電柱化推進事業費補助

（無電柱化推進計画事業）

補助第43号線（Ⅰ期）
無電柱化推進事業費補助

（無電柱化推進計画事業）

補助第43号線（Ⅱ期）

大田区画街路第７号線
社会資本整備総合交付金

（道路事業）

大田区画街路第４号線
社会資本整備総合交付金

（道路事業）

大田区画街路第５号線
社会資本整備総合交付金

（道路事業）

―

補助第44号線（Ⅳ期）
無電柱化推進事業費補助

（無電柱化推進計画事業）

補助第44号線（Ⅴ期） ―

大田区画街路第１号線
無電柱化推進事業費補助

（無電柱化推進計画事業）

大田区画街路第６号線
社会資本整備総合交付金

（道路事業）

無電柱化事業

補助第27号線 ―

補助第38号線
無電柱化推進事業費補助

（無電柱化推進計画事業）

補助第43号線（Ⅰ期）
無電柱化推進事業費補助

（無電柱化推進計画事業）

補助第43号線（Ⅱ期）

区道主要第30号線 ―

区道主要第23号線 ―

区道主要第94号線
無電柱化推進事業費補助

（無電柱化推進計画事業）

―

補助第44号線（Ⅳ期）
無電柱化推進事業費補助

（無電柱化推進計画事業）

補助第44号線（Ⅴ期） ―

大田区画街路第１号線
無電柱化推進事業費補助

（無電柱化推進計画事業）
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― H30～R5 着工 工事完了

― R元～R8 設計 工事完了

― R2～R9 設計 工事

― R2～R12 設計 工事

― H29～R12 設計 協議完了

― R4～Ｒ15 調査 設計完了

― R6～R18 検討 調査完了

― R5～R13 検討 設計完了

― H29～R4 工事完了 工事完了

― R2～R6 設計 工事完了

― R2～R5 着工 工事完了

― R4～R9 施行協定 工事完了

― R4～R9 施行協定 工事完了

― R4～R9 施行協定 着工

― R3～R4 設計 設計完了

― R4～Ｒ5 設計 設計完了

３橋 R6～R10 検討 設計完了

■国土強靱化に資するソフト対策事業

備蓄物品の強化

災害時協力協定締結先

との関係強化

児童館、子ども家庭支援

センター等における備蓄

品配備

災害廃棄物処理訓練

（2）　生活習慣や健康状態、多言語など、避難者の多様性に応じられる避難環境の整備

■国土強靱化に資するソフト対策事業

―

四之橋の架替え整備 ―

一之橋の架替え整備 ―

末広橋の架替え整備 ―

橋梁の耐震性の向上

貮之橋の架替え整備 ―

境橋の架替え整備 ―

旭橋の架替え整備 ―

平和島陸橋（北側）の架替え整備
防災・安全交付金（道路事

業）

三ツ木橋の架替え整備

東原橋の耐震補強整備 ―

稲荷橋の耐震補強整備 ―

美富士橋の耐震補強整備 ―

長栄橋の耐震補強整備 ―

京和橋の耐震補強整備 ―

新根方橋の耐震補強整備 ―

アレルギー対応食品の導入や新たな備蓄物品の導入検討 ―

平和島陸橋（南側）の耐震補強整備 ―

笹丸橋の耐震補強整備 ―

横断歩道橋の耐震補強整備 ―

災害時における受援体制

物資調達・輸送調整等支援システムの活用 ―

民間物流業者や協定団体等との連携 ―

災害時協力協定締結先との連絡体制の構築及び訓練の実施 ―

事業名 具体的な取組 国庫補助事業

災害時の多言語対応の

充実

全課配備のタブレット端末等への通訳対応アプリの導入検討 ―

災害時外国人支援ボランティアの募集・登録及び養成・スキルアップのための講座や訓練の

開催
―

児童館等における食料（3日分）、医薬品配備の計画的実施 ―

物資輸送訓練の実施（図上訓練含む） ―

事業名 具体的な取組 国庫補助事業
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（3）　災害時要配慮者・避難行動要支援者が安全・安心に避難できる体制の整備

■国土強靱化に資するソフト対策事業

（4）　避難所における公衆衛生対策、医療救護体制の充実

■国土強靱化に資するソフト対策事業

避難所における公衆衛生

対策

消毒薬等の資機材の備

蓄

児童館、子ども家庭支援

センター等における備蓄

品配備

（5）　帰宅困難者一時滞在施設の拡充、滞在環境の向上

■国土強靱化に資するハード対策事業

大森駅周辺のまちづくり

道路延長：

約530ｍ

広場：

約1,500㎡

R3～未定
都市計画

決定・告示

事業認可

取得・

用地取得

■国土強靱化に資するソフト対策事業

帰宅困難者対策

蒲田駅周辺のまちづくり

公園・緑地の整備

（６）　その他「被災者の健康・生活環境を確保する」の達成に向けた取組

■国土強靱化に資するソフト対策事業

災害廃棄物処理訓練

事業名 具体的な取組 国庫補助事業

福祉避難所の開設・運営

福祉避難所のあり方の検討（風水害時） ―

福祉避難所のあり方の検討（震災時） ―

公衆衛生対策等訓練 ―

非常時等対策備蓄薬剤の計画的な更新 ―

児童館等における医薬品配備の計画的実施 ―

要配慮者スペースの設

置・開設・運営

学校等避難所内要配慮者スペースの運営方法についての検討 ―

帰宅困難者一時的避難場所への設置に向けた検討 ―

事業名 具体的な取組 国庫補助事業

蒲田駅周辺滞留者対策推進協議会との連携 ―

羽田イノベーションシティ

における帰宅困難者の受

入れ体制整備

羽田イノベーションシティにおける防災マニュアルの見直し・改善 ―

大田区と羽田イノベーションシティ運営事業者との連携体制の整備・強化 ―

国庫補助事業

補助28号線(池上通り)・大森駅西口

広場の整備
―

事業名 具体的な取組 国庫補助事業

事業名 具体的な取組 数量 期間
現状

（R4)

目標

（R8）

し尿搬入訓練（南部下水道事務所主催）への参加 ―

保育園における避難計画

の作成

保育園における調理訓練の定期的な実施（保育園の避難訓練と併せて月１回） ―

福祉避難所および応急救護所の開設訓練の定期的な実施（年1回） ―

蒲田駅東口・西口中長期整備の検討
社会資本整備総合交付金

（都市・地域交通戦略推進

事業）

帰宅困難者対策に資する公園緑地の活用方針の検討 ―

事業名 具体的な取組 国庫補助事業
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【目標の達成度を測る指標】

■国土強靱化に資するソフト対策事業

職員の防災意識向上

（2）　他自治体、関係機関との連携強化

■国土強靱化に資するソフト対策事業

（3）　災害時における情報発信・情報収集機能の強化

■国土強靱化に資するハード対策事業

1 Ｒ4 着手 完了

未定 Ｒ5 検討 完了

1 Ｒ4 実施 完了

1 Ｒ5 検討 完了

■国土強靱化に資するソフト対策事業

災害対策本部機能を維

持するための非常用電源

の確保

【事前に備えるべき目標】

４　発災直後から必要不可欠な行政機能・情報伝達機能を確保する

【起きてはならない最悪の事態】

１　区の職員の被災や参集困難、公共施設の被災、パンデミック等により行政機能が大幅に低下する

２　治安が悪化し犯罪が多発する

３　電力供給停止等により情報発信ツールが使用できなくなり、被災者へ必要な情報が伝達できない

４　情報連絡ツールの不足等により、関係機関との連絡・情報共有が停滞し、被害の拡大や復旧・復興の遅れが生じる

災害廃棄物処理に係る協定締結数 １０件 １２件

防災アプリの登録者数 26,028人（Ｒ3.12.1） 65,000人

指標 現状値（R4) 目標値（R8）

本部運営訓練の実施回数 3回 4回

災対健康政策部初動対応マニュアルに基づく初動対応訓練の実施 ―

事業名 具体的な取組 国庫補助事業

【「事前に備えるべき目標」の達成に向けた取組】
（1）　災害対策本部体制の強化、職員の防災意識向上

事業名 具体的な取組 国庫補助事業

災害対策本部体制の強

化

地域防災計画の修正 ―

本部運営訓練の実施 ―

目標

（R8）
国庫補助事業

防災行政無線設備の整

備

防災行政無線放送塔設置に伴う事前

調査【令和島】
―

放送卓の更改 ―

災害廃棄物処理の促進

現在の協定締結相手方との意見交換実施 ―

新たな協定締結 ―

事業名 具体的な取組 数量 期間
現状

（R4)

計測震度計の更改 ―

防災行政無線放送塔設置工事【令和

島】
―

事業名 具体的な取組 国庫補助事業

多用な手段による区民へ

の情報発信

区報やホームページにおける区民安全・安心メールサービスの周知 ―

防災アプリの周知、充実 ―

情報伝達機能の確保

おおた国際交流センターへの蓄電池や充電器の導入 ―

観光情報センターへの蓄電池や充電器の設置 ―

可搬型の非常用蓄電池及び充電用ソーラーパネルを整備 ―

防災情報拠点機能の強

化

特別出張所における多機能デジタルホワイトボードの活用 ―

総合防災情報システムを活用した情報伝達訓練の実施 ―
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医療機関等における情報

伝達訓練の実施

（４）　その他「発災直後から必要不可欠な行政機能・情報伝達機能を確保する」の達成に向けた取組

■国土強靱化に資するハード対策事業

― H30～R8 実施設計 竣工

― R2～R10 実施設計 工事

― H29～R7 工事 運用

― H29～R８ 工事 竣工

― H29～R10 工事 工事

― R4～R13 基本設計 工事

― R3～R11 基本設計 工事

― H28～R4 運用 運用

― R３～R14 実施設計 工事

― R2～R12 実施設計 工事

― R3～R11 実施設計 工事

― R2～R9 実施設計 工事

■国土強靱化に資するソフト対策事業

福祉避難所及び要配慮

者スペースへの人員配置

災害時ＧＷ等を使用した医師会、歯科医師会、薬剤師会、柔道整復師会及び病院との情報

伝達訓練
―

国庫補助事業

大田区公共施設等総合

管理計画に基づく取組

（仮称）蒲田西地区都区合同庁舎の

新築
―

（仮称）大森西二丁目複合施設の新

築
―

入新井第一小学校及び（仮称）大森

北四丁目複合施設の改築
学校施設環境改善交付金

赤松小学校及び（仮称）北千束二丁

目複合施設の改築

事業名 具体的な取組 数量 期間
現状

（R4)

目標

（R8）

大森第七中学校の改築 学校施設環境改善交付金

田園調布小学校の改築 学校施設環境改善交付金

矢口西小学校の改築 学校施設環境改善交付金

学校施設環境改善交付金

東調布第三小学校及び（仮称）南久

が原二丁目複合施設の改築
学校施設環境改善交付金

東調布中学校及び複合施設の改築 学校施設環境改善交付金

馬込第三小学校及び複合施設の改築 学校施設環境改善交付金

公共施設マネジメント関

連計画の推進

防災拠点としての機能強化 ―

継続的な点検・診断の実施 ―

計画的な修繕計画に基づく維持管理 ―

入新井第二小学校の改築 学校施設環境改善交付金

安方中学校の改築 学校施設環境改善交付金

事業名 具体的な取組 国庫補助事業

保育園における防犯計

画、避難計画の作成

管内警察署の指導による保育園防犯訓練の定期的な実施（年１回） ―

自家発電機の定期的な実施使用訓練（年１回） ―

福祉避難所及び要配慮者スペースへの人員配置計画の検討 ―

災害時医療体制の周知

区の広報媒体（ホームページ、区報等）を活用した平時からの周知 ―

大田区災害時医療フォーラムの実施 ―
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【目標の達成度を測る指標】

■国土強靱化に資するハード対策事業　（※・・・当該都市計画道路事業の令和５年１月末時点での事業期間）

新空港線の整備推進
１．7ｋｍ

(一期のみ）
Ｓ57～未定 検討 工事

628ｍ Ｒ2～Ｒ13※ 設計 工事

641ｍ Ｈ24～Ｒ7※ 用地取得 完成

275ｍ Ｈ23～Ｒ4※ 用地取得 完成

234ｍ Ｒ4～Ｒ10※
事業認可

用地取得
用地取得

320ｍ Ｈ16～Ｒ5※ 工事 完成

317ｍ Ｒ元～Ｒ7※ 用地取得 完成

710ｍ Ｈ10～Ｒ6※ 工事 完成

60ｍ Ｈ28～Ｒ8※ 設計 完成

529ｍ Ｈ28～Ｒ７※ 工事 完成

383ｍ Ｈ28～Ｒ７※ 工事 完成

354m Ｈ28～Ｒ７※ 工事 完成

628ｍ Ｒ2～Ｒ13※ 設計 工事

641ｍ Ｈ24～Ｒ7※ 用地取得 完成

275ｍ Ｈ23～Ｒ4※ 用地取得 完成

234ｍ Ｒ4～Ｒ10※
事業認可

用地取得
用地取得

５　金融サービス等の機能停止により区民生活や商取引に甚大な影響が発生する

６　災害廃棄物の処理が停滞し、復旧・復興の大幅な遅れや莫大な処理費用が生じる

７　地域コミュニティが機能しなくなり復興に向けた合意形成が困難になる

8　専門人材や労働力が不足し、復旧・復興に大幅な遅れが生じる

9　避難所開設が長期化し、従前の施設機能の回復が見込めない

指標 現状値（R4) 目標値（R8）

【事前に備えるべき目標】

５　都市機能、経済活動を迅速に復旧する

【起きてはならない最悪の事態】

１　電気、ガス、上下水道等のライフラインが長期間停止する

２　道路・鉄道などの交通網が寸断され、陸上、海上の移動・輸送機能が麻痺する

３　羽田空港や空港周辺エリアの被災により、空の移動・輸送機能が麻痺する

４　被災やパンデミックにより事業継続が困難になり、多数の区内事業者が倒産・廃業する

路面下空洞調査調査延長 988.1㎞ 1,190㎞

区ホームページ「大田区簡易版BCPシート」への閲覧数 2,800／年間 3,520／年間

都市計画道路整備延長 52.87㎞ 55.86㎞

耐震整備が完了した橋梁数 15橋 22橋

【「事前に備えるべき目標」の達成に向けた取組】
（1）　移動ルート・物資輸送ルートの確保

事業名 具体的な取組 数量 期間
現状

（R4)

目標

（R8）

区ホームページ「大田区簡易版BCPシート」における各シート等

のダウンロード件数
4,700／年間 5,330／年間

災害廃棄物処理に係る協定締結数 １０件 １２件

国庫補助事業

新空港線の整備
都市鉄道利便増進事業費

補助

都市計画道路事業

補助第27号線 ―

補助第38号線
無電柱化推進事業費補助

（無電柱化推進計画事業）

補助第43号線（Ⅰ期）

大田区画街路第１号線
無電柱化推進事業費補助

（無電柱化推進計画事業）

大田区画街路第７号線
社会資本整備総合交付金

（道路事業）

大田区画街路第４号線
社会資本整備総合交付金

（道路事業）

無電柱化推進事業費補助

（無電柱化推進計画事業）

補助第43号線（Ⅱ期） ―

補助第44号線（Ⅳ期）
無電柱化推進事業費補助

（無電柱化推進計画事業）

補助第44号線（Ⅴ期） ―

大田区画街路第５号線
社会資本整備総合交付金

（道路事業）

大田区画街路第６号線
社会資本整備総合交付金

（道路事業）

無電柱化事業

補助第27号線 ―

補助第38号線
無電柱化推進事業費補助

（無電柱化推進計画事業）

補助第43号線（Ⅰ期）
無電柱化推進事業費補助

（無電柱化推進計画事業）

補助第43号線（Ⅱ期） ―
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320ｍ Ｈ16～Ｒ5※ 工事 完成

317ｍ Ｒ元～Ｒ7※ 用地取得 完成

710ｍ Ｈ10～Ｒ6※ 工事 完成

110ｍ Ｒ3～未定 設計 検討

280ｍ Ｒ４～未定 検討 検討

1,030ｍ H29～未定 工事 検討

― H30～R5 着工 工事完了

― R元～R8 設計 工事完了

― R2～R9 設計 工事

― R2～R12 設計 工事

― H29～R12 設計 協議完了

― R4～Ｒ15 調査 設計完了

― R6～R18 検討 調査完了

― R5～R13 検討 設計完了

― H29～R4 工事完了 工事完了

― R2～R6 設計 工事完了

― R2～R5 着工 工事完了

― R4～R9 施行協定 工事完了

― R4～R9 施行協定 工事完了

― R4～R9 施行協定 着工

― R3～R4 設計 設計完了

― R4～Ｒ5 設計 設計完了

３橋 R6～R10 検討 設計完了

― H２8～未定 工事 検討

― H30～未定 工事 検討

■国土強靱化に資するソフト対策事業

水上輸送ルートの確保

新空港線の整備推進

（2）　民間事業者の危機管理意識の向上、ＢＣＰの策定促進

■国土強靱化に資するソフト対策事業

無電柱化事業

補助第44号線（Ⅳ期）
無電柱化推進事業費補助

（無電柱化推進計画事業）

補助第44号線（Ⅴ期） ―

大田区画街路第１号線
無電柱化推進事業費補助

（無電柱化推進計画事業）

区道主要第30号線 ―

区道主要第23号線 ―

区道主要第94号線
無電柱化推進事業費補助

（無電柱化推進計画事業）

橋梁の耐震性の向上

貮之橋の架替え整備 ―

境橋の架替え整備 ―

旭橋の架替え整備 ―

平和島陸橋（北側）の架替え整備
防災・安全交付金（道路事

業）

三ツ木橋の架替え整備

長栄橋の耐震補強整備 ―

京和橋の耐震補強整備 ―

新根方橋の耐震補強整備 ―

―

四之橋の架替え整備 ―

一之橋の架替え整備 ―

末広橋の架替え整備 ―

平和島陸橋（南側）の耐震補強整備 ―

笹丸橋の耐震補強整備 ―

横断歩道橋の耐震補強整備 ―

東原橋の耐震補強整備 ―

稲荷橋の耐震補強整備 ―

美富士橋の耐震補強整備 ―

東京都など関係機関との防災船着場を使用した訓練の実施 ―

事業名 具体的な取組 国庫補助事業

道路維持

路面下空洞調査及び補修工事 ―

街路樹保全調査及び補修工事 ―

事業名 具体的な取組 国庫補助事業

二期整備に向けた検討 ―

企業防災普及啓発事業

簡易版BCPシートの配布及び国・都等における本格的なBCP策定支援の紹介 ―

区内中小企業・小規模事業者におけるBCP策定・危機管理対策に係る事例収集及び紹介 ―
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（3）　災害廃棄物の処理体制整備

■国土強靱化に資するソフト対策事業

（4）　地域での防災・災害復興等に関する実践的な訓練の実施

■国土強靱化に資するソフト対策事業

（5）　他自治体、関係機関との連携強化

■国土強靱化に資するソフト対策事業

災害時における福祉ボラ

ンティア協定の締結

（6）　他自治体、関係団体等からの受援体制の整備

■国土強靱化に資するソフト対策事業

（７）　その他「都市機能、経済活動を迅速に復旧する」の達成に向けた取組

■国土強靱化に資するソフト対策事業

中小企業融資

災害拠点病院等連携強

化

地籍調査事業

災害廃棄物処理の促進

災害廃棄物の仮置場確保 ―

協定締結先との意見交換実施 ―

新たな協定締結 ―

事業名 具体的な取組 国庫補助事業

事業名 具体的な取組 国庫補助事業

介護事業所等及び障害福祉サービス事業所等との災害時における福祉ボランティア協定の

締結
―

事業名 具体的な取組 国庫補助事業

復興に向けた備え

復興まちづくり勉強会や模擬訓練等の計画作成 ―

復興模擬訓練、復興訓練の実施 ―

地籍調査（官民境界等先行調査及び街区境界調査）
国土調査事業費補助金（地

籍調査事業）

事業名 具体的な取組 国庫補助事業

中小企業融資あっせん ―

事業名 具体的な取組 国庫補助事業

住家被害認定調査等に

係る協定団体との連携

協定団体との実施体制の構築 ―

協定団体に対する、建物被害認定調査モバイルシステムを含む研修等の実施 ―

訓練や会議の実施を通じた病院の災害時体制の確認 ―
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【目標の達成度を測る指標】

■国土強靱化に資するハード対策事業

■国土強靱化に資するソフト対策事業

倒れないまちづくり

（2）　各種訓練・講習会等の実施、災害対応マニュアル・ハザードマップ等の作成

■国土強靱化に資するソフト対策事業

ハザードマップの作成・周

知

マイ・タイムラインの普及

啓発

医療機関等における情報

伝達訓練の実施

（3）　水害への対応力の強化

■国土強靱化に資するソフト対策事業

病院における避難確保計

画に基づく訓練実施の促

進

指標 現状値（R4) 目標値（R8）

耐震化率：特定建築物 88.2％（Ｒ２） 95％（Ｒ７）

【事前に備えるべき目標】

６　制御不能な二次災害を発生させない

【起きてはならない最悪の事態】

１　広域かつ大規模な火災が発生する

２　河川堤防、防潮堤及び兼用工作物の損壊により洪水が発生する

３　危険物・有害物質等が広域に流出・飛散する

４　主要道路沿道の建物倒壊により交通麻痺等が発生する

不燃領域率：補助29号線沿道地区（大田区） 44.9%（R2） 49.9%（Ｒ7）

住民一人当たりの公園面積 ４．１９㎡ ４．２９㎡

不燃領域率：大森中地区（西糀谷・東蒲田・大森中） 62.3％（Ｒ２） 69.9%（Ｒ7）

不燃領域率：羽田二・三・六丁目地区 44.3％（Ｒ２） 51.8%（Ｒ7）

【「事前に備えるべき目標」の達成に向けた取組】
（1）　倒れない・燃えないまちづくりの推進

事業名 具体的な取組 数量 期間
現状

（R4)

目標

（R8）

ハザードマップを確認した区民の割合 46.7% 70.0%

水害対策を付加した化学物質管理方法書の再提出率 45% 90%

防災・安全交付金（住宅市

街地総合整備事業）

事業名 具体的な取組 国庫補助事業

耐震診断・改修助成（特定緊急輸送道路沿道建築物耐震化助成）
住宅市街地総合整備促進

事業費補助（地域防災拠点

建築物整備緊急促進事業）

国庫補助事業

燃えないまちづくり

狭あい道路整備等促進事業（狭あい

道路拡幅整備）※羽田地区以外
261.5㎞ H26～R5 20.30% 23.51%

社会資本整備総合交付金

（狭あい道路整備等促進事

業）

住宅市街地総合整備事業（狭あい道

路拡幅整備）※羽田地区

国や都の動向を踏まえたハザードマップの改訂、継続した普及啓発 ―

燃えないまちづくり

住宅市街地総合整備事業（用地取得）
防災・安全交付金（住宅市

街地総合整備事業）

都市防災不燃化促進事業（建替助成）
防災・安全交付金（都市防

災総合推進事業）

不燃化特区制度を活用した取組（建替助成等） ―

マイ・タイムライン講習会および出前講座 ―

災害時ＧＷ等を使用した医師会、歯科医師会、薬剤師会、柔道整復師会及び病院との情報

伝達訓練
―

事業名 具体的な取組 国庫補助事業

事業名 具体的な取組 国庫補助事業

避難確保計画に基づく訓練を通じた実効性のある避難確保計画の整備、見直し ―

適正管理化学物質を使

用する事業者への支援・

指導

化学物質自主管理支援 ―

水害対策に伴う事業所立入指導 ―
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（4）　地域での防災・災害復興等に関する実践的な訓練の実施

■国土強靱化に資するソフト対策事業

地域訓練の実施

（５）　その他「制御不能な二次災害を発生させない」の達成に向けた取組

■国土強靱化に資するハード対策事業

2.0ｈａ R２～R8 検討 完成

8,951.91㎡ H16～R7
用地取得

完了
完成

74,467.00

㎡
Ｈ31～R５ 工事 完成

577.10㎡ H30～Ｒ6
東部工事

完了
完成

12,562.61

㎡
R５～R６ 検討 完成

12,173.97

㎡
R５～R9 検討 完成

1,429.95㎡ R6～Ｒ8 検討 完成

― H30～R5 着工 工事完了

― R元～R8 設計 工事完了

― R2～R9 設計 工事

― R2～R12 設計 工事

― H29～R12 設計 協議完了

― R4～Ｒ15 調査 設計完了

― R6～R18 検討 調査完了

― R5～R13 検討 設計完了

― H29～R4 工事完了 工事完了

― R2～R6 設計 工事完了

― R2～R5 着工 工事完了

― R4～R9 施行協定 工事完了

― R4～R9 施行協定 工事完了

― R4～R9 施行協定 着工

― R3～R4 設計 設計完了

― R4～Ｒ5 設計 設計完了

３橋 R6～R10 検討 設計完了

■国土強靱化に資するソフト対策事業

毒物劇物取扱施設が保有

する大型毒劇物貯蔵庫漏

洩及び流出防止対策点検

事業

地域における防災市民組織等の防災訓練 ―

大森ふるさとの浜辺公園整備事業

（全体面積：　128,325.07㎡）
―

貴船堀公園整備事業

（全体面積：　12,173.97㎡）
―

馬込自然林緑地整備事業

（全体面積：　2,838.98㎡）
―

国庫補助事業

事業名 具体的な取組 国庫補助事業

平和島公園整備事業

（全体面積：　74,467.00㎡）
―

洗足池公園整備事業

（全体面積：　78,542.04㎡）

事業名 具体的な取組 数量 期間
現状

（R4)

目標

（R8）

社会資本整備総合交付金

（都市公園等事業）

橋梁の耐震性の向上

貮之橋の架替え整備 ―

境橋の架替え整備 ―

四之橋の架替え整備 ―

一之橋の架替え整備 ―

末広橋の架替え整備 ―

旭橋の架替え整備 ―

平和島陸橋（北側）の架替え整備
防災・安全交付金（道路事

業）

三ツ木橋の架替え整備 ―

東原橋の耐震補強整備

都市計画公園事業

羽田空港公園整備事業

（全体面積：　2.0ｈa）
社会資本整備総合交付金

（都市公園等事業）

田園調布せせらぎ公園整備事業

（全体面積：　43,616.72㎡）
社会資本整備総合交付金

（都市公園等事業）

―

稲荷橋の耐震補強整備 ―

美富士橋の耐震補強整備 ―

長栄橋の耐震補強整備 ―

京和橋の耐震補強整備 ―

新根方橋の耐震補強整備 ―

事業名 具体的な取組 国庫補助事業

毒劇物取扱施設への定期立入 ―

平和島陸橋（南側）の耐震補強整備 ―

笹丸橋の耐震補強整備 ―

横断歩道橋の耐震補強整備 ―
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